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第 1:章序論

第1章序論

1.1 本研究の背景
我が国の各電力会社はこれまで基幹系送電網の建設を進め，相互の連系を強めることで，

遠隔の発電所から都市部の大消費地への電力輸送を可能とし，電力の安定供給を確保して

きた。最近では幹線の 2ルート化などの連系強化もほぼ完成し，今後 1"-'2年のうちには

500kV基幹系統はほぼ完成といえるまでに整備される。しかし，このような長大系統

では潮流の増加に伴い同期化力が低下し，長周期の電力動揺が発生することが知られてい

る。現実に事故時のみならず，平常時にも負荷変動等比較的小さな擾乱で電力動揺が発生

しており，系統安定化装置 (PS S)等，各種の安定化対策がとられてきた。また，基幹

系統の中にも多くのルーフ。が構成されて潮流が複雑化しており，直流連系等，能動的な潮

流制御の方策が適用されるようになってきている。

さて，現在，電力の自由化が進められており，卸発電事業への参入が自由化され，今後

は大口の顧客への小売りも自由化される。このため，複数の電源と負荷を相互に接続する

送電網はこれまでのような限られた電力会社の輸送路ではなく多様な電気事業者と顧客の

ために公平に輸送力を提供するインフラとして位置付けられるようになってきているが，

その計画，運用は既存の電力会社で行うことになる。

これらのことから，今後は完成されたネットワークとしての電力系統に既存の電力会社

内の潮流およびそれら相互の融通潮流ならびに各種の託送電力が重畳し潮流が複雑化する

とともに，個々の潮流の時間的，季節的な変動も大きくなると考えられる。 したがって，

電力系統の計画および平常時，事故時の運用は困難の度合いを増すことが考えられる。

一方，パワーエレクトロニクス技術の進展によりこれと高速の通信を応用した安定化方

策を電力系統に適用し能動的に潮流を制御したり，安定度を向上することが提案され一部

実施されている。また，近年の高性能な小型の計算機(エンジニアリングワークステーシ

ョン等)の普及および構造的なプログラミング言語の発達により，エキスパートシステム

のように，人間の思考過程をある程度まで計算機で模擬することが可能となり，実用シス

テムの開発が推進された。しかし，専門家の持つ知識の量，瞬時に必要な部分を呼び出す
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速さ，明文化し難いあいまいな判断等がシステムに反映できず，実用に供されなかったシ

ステムも数多く存在した。

これらのことから，今後多くの制約の中で，電力系統を安定に運用するための潮流・安

定化制御，電力系統の操作を迅速，的確に行うための支援等の具体的検討が求められてい

る。

1.2 本研究の目的
本研究では，第 1に電力系統の潮流・安定化制御について検討する。実際の長距離串型

系統における電力動揺の測定結果を示し，その系統モデ、/レにより固有値解析を行って動揺

モードを確認し，シミュレーシヨンを行って手法の妥当性を確認するとともに 2， 3の対

策について検討する。次に，系統運用および送電線新設等による動揺モードの変化を定性

的に検討した後，モデル系統の固有値解析で、評価する。また，今後適用が予想されるパワ

ーエレクトロニクスを応用した各種の安定化対策について同様に適用方法を検討し，効果

を評価する。さらに発電機制御系の改良の一例として 9 タービ、ン高速ノ《ノレブ制御の適用に

ついても同様の検討を行う。これらの検討を通じ，各対策の効果を評価して，今後の有効

かっ経済的な対策実施に役立てる。

第2に平常時および事故時の操作の支援ついて検討する。電力系統内各電気所の運転の

うち遮|析器等開閉器類の操作を確実に行うため操作手順を事前検証するシステムを開発す

る。また，事故発生時の状況，事故点などの判定，事故後停電した電力系統の復旧および

事故の現象解析のそれぞ、れについて支援するエキスパートシステムを試作し，一部につい

て実証試験をへて実用化する。また，これらについてシステムの構成，知識の収集，開発

ツールなど開発手法，また実証試験など検証方法について述べ，あわせて実用化に際して

注意すべき点を明らかにして今後の同分野での実用システム開発の一助とする。

1.3 本論文の構成
第2章では，実際の長距離串型系統において，平常時にも頻繁に観測された電力動揺を

例としてその発生が動揺モードにより説明できることを示す。すなわち，電力動揺は系統

に内在する不安定モードが何らかの擾乱によって励振されたものと考え，固有値解析によ

り不安定モードを求め，各種の実測結果からこれを励振する擾乱を特定して，シミュレー

ションを行い，観測結果と比較して当該不安定モードによるものであることを確認する。

次に官日系統変更後の電力動揺の観測と固有値解析結果から系統運用の工夫による対策の

可能性について示唆する。
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第3章では，交流系統における安定化対策として，系統構成の変更および新たな送電線

等の建設による系統増強について検討する。今後の実系統で考えられる系統構成，潮流状

態について，解析的に固有値を求めて定性的な考察を行った後，実系統を念頭においた数

値を用いて固有値解析を行いこれを検証する。この結果は，交流系統における従来型安定

化方策の選択の際有用である。

第4章では，パワーエレクトロニクス技術の発達により今後適用が拡大すると予想され

る各種の安定化方策のうち自励式の無効電力補償装置(自励式sVC) を用いた安定化の

シミュレーションを行う。白励式svcはPWMインバータを用いており実際の適用にお

いて問題となる過渡的な過電圧等を安定度と同時に検討するためリアルタイムの瞬時値シ

ミュレーションを行い，制御上の留意点，効果について検討する。

第5章では，安定化においてもっとも大きな調整力が必要となる，事故後の第 1波動

揺の抑制に原理的に大きな効果がある，タービン高速パノレブ制御について検討する。バル

ブ制御を行う場合にその効果を最大限発揮させるため，励磁系の最適制御を求める。次に，

潮流等系統状況の変動により前提条件が変化した場合にも十分な効果を得るための方法と

その効果について示す。

第6章では「電力系統の操作手順検証支援システム」について述べる。このシステムは

複雑な電力系統の，遮断器等開閉器類の操作に先立ち，一連の操作のすべての断面におい

て，予想外の停電等の支障がないよう事前にチェックする業務を支援するものである。実

用化に際しては，高速な処理，良好なマンーマシンインターフェースを備えたものとした。

これについて，システムの機能，構成，検証のアルゴ、リズムおよび検証例について述べる。

第7章では電力系統の事故時にその状況，事故区間などの把握についてオペレータを支

援する「制御所運転支援装置」について述べる。これは電力系統の事故発生時に，最前線

の運転機関である制御所において，迅速に事故の状況を把握するため，入力可能な限られ

た情報から，停電区間，事故区間等を判定して，系統図上に表示するものであり，実際の

制御所において実証試験を行った。これについて，装置構成，機能およびデータメンテナ

ンスツールについて述べる。

第8章および第9章では超高圧系統全停時の復旧操作の支援について述べる。ここで対

象とするのは，負荷供給線のみの停電といった部分的な事故ではなく，発電所を含む広範

な系統が停電するといった大規模な事故の復旧であるつしたがって，初期電源の確保，停

電した系統の充電過程における電圧，無効電力ノくランスを考慮する必要がある。また，有

効電力についても，単に通過機器の過負荷のみならず，発電機が停止した場合は，再立ち

上げの過程における需給バランスの考慮、が必要となる。これらを考慮、した復旧操作手順を

生成するアルゴリズムの考案と，その検証について述べるc
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第 10章で、は事故解析の支援について述べる。電力系統の短絡や地絡事故は，保護装置

により事故の区間を停電させることで除去されるしくみになっているが，複雑，大規模な

系統においては，多数の保護装置の協調，パックアップなどが考慮されており，これらが

運用者の思いどおり動作したかどうかの確認，そうでない場合の改修などが重要な業務と

なる。そこで，保護装置の動作に加え，関係する電気量の波形記録であるオシロ波形を参

照して事故現象の把握および保護動作の検証を支援するシステムの提案と事故例による検

証について述べる。

第 11章では結論として本研究で得られた成果を要約する。
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第2章電力動揺の観測と解析

2.1 緒言
昭和59年から 60年の2年間にわたり，中国電力の新岡山系統において系統事故など

のない平常時に電力動揺を頻繁に観測した。この時の原因解明と対策検討について述べ，

固有値解析の正当性について実測データで確認する。

電力動揺の実測と解析は過去にも多くの例があるが，そのほとんどは動揺の原因が明確

である場合，または発電機の負荷遮断試験等人為的に擾乱を与えた場合の実測結果と動特

性シミュレーションの比較である(1)これに対し，平常時に発生した原因不明の動揺現

象について，固有値法と動特性シミュレーションを併用してその発生メカニズ、ムの解明と

抑制対策の検討を行ったものである。

はじめに，系統動揺測定装置(以下PQVFと略称)による動揺の実測を行い，観測さ

れた電力動揺について，周期，減衰率を調査した結果を示す。次に，このときの系統を模

擬したモデ、ルで、固有値解析を行い，観測された動揺に近い周期の複数の不安定モードが存

在することを示す。

次に，系統各部の測定結果からこのモードを励振する負荷変動を仮定し，動特性シミュ

レーションを行う。これにより擾乱として与えられた負荷変動の 3"-'4倍の電力動揺とな

ることを示す。さらに負荷変動に含まれる周波数成分が振動モードの周波数に近いと動揺

が大きくなること，複数の振動モードの合成によりさらに動揺が大きくなる場合があるこ

とを示す。

対策として系統変更，発電機へのPS S (系統安定化装置)付加を行った場合不安定モ

ードの減衰が強くなり動揺振幅が小さくなることをシミュレーションにより確認し，系統

変更については実系統における測定結果と一致することを示す。
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第2章電力動揺の観漬IJと解析

2.2 電力動揺の観測

2.2.1 動揺の監視システムと実測動揺波形

観測に用いた PQVFの配置を図 2-1に示す。また各PQVFの起動条件を表 2-

1に示す。

M:潰IJ定点

州

開

喝

行

水

オ

図2-1 PQVFによる動揺測定点

表2-1 PQVF起動条件

調リ 定点 DP/DT RM起動※2の設定値 測定期間

①新山口(変)関門連系線 300MW/5s 常時

②新徳~LJ (変)東山口連絡線 100MW/20s " 
③広島(変)新広島連絡線 250MW/I0s " 
④新岡山(変)新岡山連絡線 35 OMW/ 5 s 11 

⑤新岡山(変)新岡山幹線 35 OMW/ 5 s 61112"'-'62/6 

⑥新岡山(変)中国東幹線 一※ 1
" 

⑦東岡山(変)西播東岡山線 30 OMW/ 5 s 常時

⑧水島(変)水島線 100MW/5s 60/10"'-'62/4 

※1 中国東幹線は起動には用いていない

※2 DP/DT RM起動:潮流の時間変動による起動

たとえば新岡山連絡線のPQVFは5秒以内で350MW以上の潮流変動を検出すると

有効電力 (P)，無効電力 (Q)，母線電圧 (V)および周波数 (F) を一定時間記録する。

一般にPQVFが起動する程度の大きさの電力動揺は系統事故や系統切替等明らかな原

因が存在する場合が多いが，昭和59年4月頃から 61年3月までの約2年間で新岡山変

電所の新岡山連絡線のPQVFが217回，新山口変電所の関門連系線のPQVFが15 

回，いずれも平常時に起動した。このうち 6回は両PQVFがほぼ同時に起動した。図2

-2"'--図2-4に動揺が観測された時間帯の系統状態と波形の例を示す。
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第 2章電力動揺の観測と解析

500kV系統
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図2ー 2a 系統状況(60年6月13日(木)13時)
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図2-2b 新岡山幹線有効電力
(60年6月13日(木)15時42分)
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500kV系統
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156 
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図2-3a 系統状況 (61年 3月3日(月)6時)
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図2-3b 新岡山幹線(上段)関門連系線(下段)有効電力

(61年3月3日(月)4時3分)
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図2-4b 新岡山幹線有効電力 (61年3月4日(火)10時44分)
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これらの実測データから次のことがわかるc

a. 新岡山連絡線の電力動揺は最大で50OMW (極大一極小，以下p-pという)程度

である

b. 電力動揺の周期は1.7'"'-'1.8秒程度である

C. 動揺の振幅が周期的に変化する， うなり状の振動となっている場合があり，この場合

うなりの周期は 10'"'-'30秒程度である。これを 2つの振動の重畳と考え，いずれも

上記の様に1.7"-' 1. 8秒の周期をもっとすると 2つの周期には0.1"-'0.3秒程度

の差があることになる。

さらにPQVF起動時の運転・操作記録および送電線潮流，発電機出力の記録(図2-

5，図 2-6に例を示す)から次のことがわかる。

4∞ 

4∞ 玉
鳥 3∞ 

A 
送

亀

lG 

線

出

カ

(MW) 200 

潮

1∞ 

0 0 
9 10 11 12 

時刻(時)

9 10 

4ω 

300 

2∞MWー

150 

l的

初

。.0二二
11 

時現~ (時)

トー

12 

図2-5 A送電線潮流.玉島 1G出力 (61年 3月2日10時50分， PQVF起動あり)
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図2-6 A送電線潮流，玉島 1G出力 (61年 3月2日23時32分， PQVF起動あり)

-10・



第 2章電力動揺の観測と解析

d.動揺発生時，系統事故，系統切替等の変化はないが，岡山系の一部に 50-----100 

MW程度の負荷変動，発電機出力変動がある。

2.2.2 PQVF起動件数の分布

新岡山連絡線のPQVF起動 217回および関門連系線のPQVF起動 15回の分布状

態を時間帯や発電機並列状態などをパラメータとして調査した。

表2-2 発電機運転・停止等の要因別 PQVF起動頻度

要 因
運転(稼動，分割)中の PQVF起動頻度 停止(並用)中の PQVF起動頻度

(回/日) (回/日)

水島(発)1G運転・停止 116/328 = 0.35 31137:= 0.84 

" 2G運転・停止 100/312 = 0.32 47/53二 0.89

" 3G運転・停止 10/56.5:= 0.18 137/308.5 = 0.44 
玉島(発)1G運転・停止 94/271 = 0.35 53/94:= 0.56 

" 2G運転・停止 127/278 = 0.46 20/87:= 0.23 

" 3G運転・停止 139/305 = 0.46 8/60:= 0.13 

B鉄鋼稼動，停止 147/330 = 0.44 0/35 = 0.0 
岡山(変)変圧器分割運

144/233 = 0.62 31132 = 0.02 
用，3台並用運用
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図2-8 PQVF起動件数の分布
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図2-7， 8に各PQVFの起動について月別，時間帯別および中国総需要別の分布を

示したc 月別については59年度と 60年度で傾向が異なるので同月での合計はせず59，
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第2章電力動揺の観測と解析

6 0年度を別々に示した。また表2-2は60年度のPQVF起動について同山系発電機

の運転状態等との関連を示したc これは60年度の 365日を各要因により 2つに分け

(たとえば水島 1G運転 328日 停止 37日)それぞれについてPQVF起動の 1日

あたりの回数を示したものである。

これらから. PQVF起動について次のことがわかる。

a. 季節，時間帯との相関はあまり見られない。夏季ピークや，ピーク時間帯にやや起動

が多い。総需要が4000""'5000MWのときに起動が多い。

b. 岡山系各発電機の運転・停止と強し、相関はない

c. B鉄鋼の稼動，停止とは強し、相関があり，起動はB鉄鋼の稼動時に限られる

d. 岡山(変)変圧器(以下 岡山Trという) 3台の運用方法とも強し、相闘があり，起

動は分割運用時がほとんどである。

なお. PQVF起動は，新岡山連絡線の場合350MW/5s以上の変動を含む電力動

揺によるものであり 小さな電力動揺はとらえられていないことに留意しておく必要があ

る。

2.3 電力動揺の解析

2.3.1 解析方法および解析結果

電力動揺の原因解明と対策検討のため固有値解析および動特性シミュレーションを実施

しfこ。

(1)解析方法

a. 闘有値解析

電力中央研究所開発の定態安定度解析用プログラム (S法 V 3.1) を使用した (3) 

(-1 )。これは実効値ベースのモデルにより，系統内に存在する複数の振動モードについて，

その固有値および固有ベクトルを求めるものである。固有値の実部が正の場合振動は発散，

負の場合収束 oの場合持続的となる。また各モードについて示される固有ベクトルによ

り，当該モードによりどの部分が振動するかがわかる。

b. 動特性シミュレーション

電力中央研究所開発の動特性安定度解析プログラム (y法)を使用した (5)0 s法同様，

実効値ベースのモデルにより系統の動特性をシミュレーションにより求めるもので. s法

と同ーの入力フォーマットが使用できるc

-12・



第 2章電力動揺の観測と解析

(2)解析用データ

60Hz系統全体を模擬することとし， 6 1年ピーク時のデータを基に，岡山系の動き

を把握しやすいよう新岡山系を詳細なデータに置き換えたものを使用した。新岡山系詳細

データは次の理由から図 2-2aに示した 60年6月 13日15時の系統をモデ、ルとした。

a. 6 0年 6月 13日は 14時から 21時の間新岡山連絡線のPQVFが5回起動してお

り動揺が頻発している。

b. 前述した動揺発生時の特徴(岡山Tr分割運用等)を備えている。

c. 当時の正確な情報(潮流等)がよく得られている。

表 2-3にこの系統データの諸元，表 2-4に使用資料を示す。以下この系統を基本系

とし、う。

表 2-3 解析用系統データ諸元

発 電 機 系 統

火力 水力 原子力 揚水 計 ノード ブフンチ

中 部 1 8 7 2 1 2 39 181 164 

1ヒ 陸 5 4 O O 9 29 46 

関 西 25 O 9 8 42 257 286 

中 国 26 8 1 36 181 1 9 8 

(新岡山系再掲) (1 3) (1) (0 ) (1) (1 5) ( 5 6) ( 5 9) 

四 国 5 4 1 1 1 1 42 96 

九 州、| 1 5 8 3 O 2 6 136 115 

計 94 3 1 1 6 22 163 826 905 

表2-4 解析用データ作成用資料(中国電力社内資料)

新岡山系統ブランチ |線路定数表 インピーダンスマップ

11 発電機事 |発電機定数調査票

11 発電機*制御系 /1 

11 潮流 |中央給電指令所潮流図(昭和 60年6月13日15時)

1" 岡山給電所潮流図(昭和60年6月 13日)

上記以外 |系統解析データファイルシステム(昭和61年ピーク中西系)

*水島(発)系自家発の発電機AVR ガパナはY法のデフォルト(既定)値を使用したc

(3)固有値解析

表 2-5にS法により求められた固有値を示す。これらの固有値は系統内の振動モード

と対応している。 N0.1とN0.2のモードはいずれも周期が1.5秒前後で0.1秒程度

の差があり，実測波形から予想した値とほぼ一致する C 図 2-9a.b はそれぞれモード

1とモード2についての固有ベクトノレの内，発電機相差角の要素を複素平面上に発電機ご

とにプロットしたものであるc これらから次のことがわかる。
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第 2章電力動揺の観測と解析

表2-5 基本系の固有値(振動モード)

モード 実部(減茨率) 虚部(周波数) 周 期

No. (1/ s) (H z) ( s ) 

1 -0.02656 O. 6 3 284 1. 58 

2 -0.02396 O. 6 7 736 1. 48 

3 -0.57660 4. 7 8 994 O. 2 1 

4 一0.04102 1. 28897 O. 7 8 

5 -0.07705 O. 8 3 9 5 1 1. 1 9 

し、。
N o. はS法で求められた11慣に，識別のためつけたもので解析上の重要な意味はな

a. モード1，モード2とも岡山Tr1

-2号系の発電機が最も動揺が大き

く，次が岡山Tr 3号系であるc

b.モード 1では岡山系および関西系が

同位相で，中部，九州系等残りの部

分が逆位相で動揺する。

C. モード2では岡山系に対し関西系が

逆位相で動揺する。モード 1で見ら

れた中部系九州系は原点付近にあり

動揺していないことを示している。

実際の動きは各モードの合成となるの

でモード 1とモード2によりうなり状の

娠動となる事がわかる。また実測された

ような潮流の動揺は発電機群相互の相差

角の動揺から生じているものと考えられ

る。
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A:*共.玉Il，水I等
岡山Tr1-2号系の
発電機群

震
D子:すよ 0.01 
ETJ7 ， I.~" 

B:玉1，水II等岡山Tr
3号系の発電後群

C:関西(電)発電機群

D:九州{電)発電後群

E:中部(電)発電後群

a.モード No.l

jO吋A
A:ホ共.玉Il，水I等
岡山Trl-2号系の
発電機群

':;.¥<B 

B:玉1，水II等岡山Tr
3号系の発電後群

と C:関西(電:l発電機群
-00lficool 

b.モ-~ No. 2 

図2-9 発電機相差角の固有ベクトル(基本系)

(4)動特性シミュレーション

前述の系統データおよび表2-6に示す諸元を用い，動揺のトリガーとなる様な擾乱が

与えられた場合の動特性シミュレーションを行った。

表2-6 シミュレーシヨン諸元

シミュレーション時間 30秒

計算時間刻み 0.0167秒

出力時間刻み 0.0833秒
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擾乱は図 2-5の実測から，現実にあり得る負荷変動としてA鉄鋼B鉄鋼に 50MWず

つ同時に，計 100MWを与えた。現実には同時発生は非常にまれであるが，動揺周期

(数秒程度)に比べてほとんど同時とみなせる間隔では発生していると考えた。また，継

続時間LlTとして動揺周期に等しい1.5秒とその半分の0.75秒の2通りを行った。結

果を図2-10と図2-1 1に示す。図の最上段に擾乱として与えたA鉄鋼 B鉄鋼の負

荷変動を示した。

岡山系発電機は，前述の固有ベクトルからわかる通りほとんど同じ動きをするので代表

として玉島2号の出力と位相角を示した。 100MW程度の負荷変動でも，与えるタイミ

ングによっては，実測された様な振幅35OMW (p -p)以上の電力動揺が新岡山連絡

線に見られる。図2-10と図2-1 1を比較すると擾乱としての負荷変動の継続時間と

動揺周期の関係で振幅が増大する場合と減少する場合があることがわかる。

(5)考察

これまでに動揺の実測データに基づき，動揺が頻発した60年6月 13日15時頃の系

統を模擬するデータを作成し固有値解析および実系統で考えられる擾乱を与えてのシミュ

レーションを行った。 その結果新岡山系，中でも岡山Trl-2号系の発電機群が周期

1.5'"'-'1.6秒で持続的な動揺をする振動モードが 2つ存在すること，動揺振幅の大きい

発電機群の近くで現実に考えられる程度の負荷変動を与えるとこの振動モードによる振動

即ち電力動揺が起こることがわかった。

a. 固有値解析結果と実測の比較

実測波形にみられるうなり状の動揺波形(たとえば図 2-3 b) によると新岡山系の発

電機群の振動モードとしては周期約1.8秒と1.9秒の2つが支配的で、ある。これら 2つ

のモードが干渉し合うことでうなり状の波形になると考えられる。また 30秒経過後振幅

が 1/2'"'-'1/5程度となっていることから，減衰率はおよそ 0.02'"'-'0.05 (1/ 

s )となる。他の実測波形も周期，減衰率はこれと大差ない。固有値解析で得られた No.

1と NO.2のモードはいずれもこれらの値をもっモードであり，実測と一致する c また

NO.lと No.2のモードの共存は実測波形におけるうなり状波形の存在と同じ意味をもっ。

b.動特性シミュレーション結果と実測の比較

擾乱として実測データ(図2-5・図2-6・表2-2等)からA鉄鋼 B鉄鋼の負荷

変動を仮定したが，変動の様相が時間の関数として把握できていないので変動幅をほぼ実

測と同一にした階段状変化を与えてシミュレーションした。このため図2-12のシミュ

レーションで全体的な波形は実測と一致していない。しかし，周期，振幅などに着目する

と実測と一致している。またひとたび動揺が始まると，その後の擾乱を与えるタイミング

'16. 
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により振幅が増大することも減少することもあることが， 図2-1 0と図 2-1 1のシミ

ュレーションによりわかる。 ただしうなり状の波形はシミュレーションでは得られなかっ

たc

表2-7 実測と解析の比較検討結果

実測 固有値解析 シミュレーション

動 揺周 期 1.7""'"'1.9s 
1.58s(モード1)

1. 5 2 s 
1.48s(モード 2)

.・・

うなり状振幅変化の周期 10""'"'25s 2 3 s * 1 本 2

新岡山連絡線潮流の動揺振幅
300 

(P-p) (水島(変)付近で 10 410恥1W

OMW程度負荷変動時)
""'"'400MW 

T.T， * 1 モード1η周期を九モード2円周期をιとするときうなりη周期九はTh= ームι
u 11町一11T2 T2 -T.， 

*2 シミュレーションでは顕著なうなり状波形が得られなかった。

2.3.2 電力動揺の発生原因

前章までの実測，解析およびその検討結果から新岡山系の電力動揺発生の機構は次の様

に考えられる。すなわち，岡山系発電機群， 特に分割運用時の岡山Tr 1 -2号系の発電

機群が大きく動揺する振動モード2つが存在する。 1つは主として中部系九州系と岡山系

の間の相差角に強く現れ周期約1.9秒， もう 1つは主として岡山系の全系に対する相差

角に強く現れて，周期約1.8秒でいずれも減衰は弱い。 このモードは系統構成，潮流状

態によりその周期，減衰率が変化するが全く消滅することはない。 さて，岡山系の中のA

鉄鋼， B鉄鋼等の製鉄負荷は50""'"'100MW程度の変動幅で、パルス的な変動を繰り返す。

この擾乱により前記2つのモードによる振動が始まる。擾乱は繰り返し加えられその周波

数成分が振動モードの周波数と一致すると振幅が増大する。 また周期がわずかに異なるこ

れら 2つのモードが同程度に振動するとうなりを生じ振幅が増大する。

以上が電力動揺発生の機構であるが， これからわかるように大振幅の動揺が発生しPQ

VFが起動する場合は次のことが考えられる C

(1)潮流等の系統状態により前記モードの減衰率が悪化している。

(2) 2つのモードが同程度に振動している。

(3)負荷変動等の擾乱が大きい。

(4)負荷変動等の擾乱の周波数成分に振動モードの周波数に近いものがある。

このうち(1)，(3)は実測データによっても確認された振幅増大の要因である。
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系統状態と動揺発生状況2.4 

系統変更後の動揺発生状況2.4.1 

各PQVFは起動しなく岡山Trの3台並用を常時運用としたところ，6 1年度以後，

新岡山連絡線PQVFの起動設定値の感度をあげて 250MW/5sにしかし，なった。

(p したがって現在の系統でも新岡山連絡線で250MWすると 1回/日程度起動した。

(関門連系線等，他のPQを超える動揺が 1回/日程度発生していると考えられる-p) 

VFは表2-1の設定では起動していなし、)。

倉敷連絡線切替等の臨時の系統構1パンク停止，また 62年4月7日には新岡山(変)

これらの事から，成において 350MW/5s設定の新岡山連絡線PQVFが起動した。

現在の常時系統では振動の減衰が強く振幅がおさえられているが，振動モードそのものは

したがって特殊な系統運用を行った場合，振動の減衰が弱くなり以前の様存在しており，

A:水共.玉11，水I号

水島(変}系の

発電極群

B:玉ロm，水11等
岡山系のその他的

発電被群

C:関西(電)発電機群

O.∞5 D:中国{電)発電犠群
E 目四国(~)発電横群

F:九州(電)発電視群
G:中部(電)発電機群

な大きさの動揺が発生するおそれがあることがわかる。

系統変更による抑制効果の解

析

2.4.2 

岡山幹線基本系は岡山Tr分割運用，

玉島 1Gが西笠線経由で西1回線運用，

岡山に接続される等の動揺しやすい要因

これに対し岡山Tr3が重なっている。

玉島 1G岡山幹線2回線運用，台並用，

を笠岡に直接接続するよう系統変更した
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発電機群
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場合の固有値解析の結果を表2-8およ

動特性シミュレーショび図 2-12に，

ンの結果を図 2-13に示す。岡山系の

動揺モードの減衰率が向上し，動揺が起

このきにくくなっていることがわかる。

b.モード No.4

発電機相差角の固有ベクトル

(系統変更後)

図2ー 12
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表2-8 系統変更後の固有値(振動モード)

No. 実部(減衰率)

(1/ s) 

1 -0.08147 

2 -0.05209 
3* -0.04956 

4* 0.05554 

5 -0.07794 

* : ;--Jo. 3，4が岡山系のモード

200， 
負荷変動 J， 
Lj'p (MW) 0]円2BMW
-200Jr.tI 

400 

新岡山
連絡線門
L1 P (MW) V 

-400 

200.， 
関門 | 

.1....:/ 0.ワ ç~

連系線 ('¥1 一色 A ハーハー ....... 

虚部(周波数)

(H z) 

O. 37355 
O. 4 3 7 5 3 
O. 6 3 9 9 2 

O. 7 2 8 0 3 
O. 8400 8 

L1 P (MW)υ1¥7一、7VVVVV.......一一一ー-

-200~ 

15 

玉島 2G~
A δ(度)U

-15 

0 
r--r--' 

5 10 15 20 
時間(秒)

同島‘・-

図2-13系統変更時のシミュレーション
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第 2章 電力動揺の観測と解析

2ι3 P S S付加例の解析

発電機での定態安定度向上対策として

PSSの付加がある。基本系において動

揺の大きい発電機から水島 1G，玉島2

Gを選ぴPSSを付加した場合の解析を

行った。表2-9，図 2-14が固有値

解析結果，図 2-15が動特性シミュレ

ーション結果である。系統は基本系(動

揺が出やすい系統)とした。基本系の固

有値，シミュレーションと比較すると安

定化されていることがわかる。ただし実

際にPSS設置を考える場合は系統，潮

流等多様な状態を考慮し最も効果的な設

置火力の選定，定数決定が必要となる。

a.モード No.3

ff・025

A:*共.玉11，水I等
岡山TrI-2号系の
発電後群

B:玉!，水Il等， I剛山系の

その他の発電織群

C:関西(電)発電犠癖

D:中[司{電}発竜槍群

E:九州{電)発電機幹

F 中部{電}発電撹群

A:.'E島I号
B:水共.玉II，1]< 1等

_1 C:水島1I号

「干-一一一一一孟斗4ドい昆一一一一一← D:玉a島削島い制111号-ω 

民 F

-jO.025 

b.モード No.4 

F:竹原II号

図2ー 14発電機相差角の固有ベクトル

(PSS付加時)

表2-9 PSS付加時の固有値(振動モード)

No. 実部(減表率) 虚部(周波数) 周 期

(1/ s) (H z) ( s ) 

1 -0. 57470 4.79044 O. 2 1 

2 -0.05249 0.43748 2. 2 9 

3 -0.05272 0.63449 1. 5 8 

4 -0.04271 1. 28887 O. 78 

5 一 0.07714 0.83965 1. 1 9 
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200τ 
負荷変動 i 占
2j'p (Mw50計n古川
-200

Jrt. O:'7Ss 
400 

-400 

200可
関門
連系線 n~A 八九八( ム~古~
.Ll P (MW)V 1-V v - '-" 
-200 

O
 W
 

山
線
川

岡
絡
P

新
連
d

15 

宝島2G
d δ〈度)0

-15 

O 
，---，. 

5 10 15 20 
時間(秒)

図 2-15 PSS付加時のシミュレーション

25 30 

2.5 結言
新岡山系の電力動揺について実測ならびに固有値解析，動特性シミュレーションおよび

対策の検討について述べた。まとめると以下のようになる。

(1)基幹系統において平常時の潮流に動揺が発生した。振幅は30 0 '"'"' 5 0 0 MW  (p-

p)程度，周期は 1'"'"'2秒程度で、あった。発生時刻は一部での負荷変動の発生とほぼ

一致していた。

(2)固有値解析の結果，周期が 1'"'"'2秒程度の減衰の弱し、振動モードが複数あった。また，

適当なタイミングでとこれを励振する負荷変動を与えると大きな動揺が発生すること

がシミュレーションにより確認された。そこで，これらが動揺を発生させていたと判

断した。

(3)系統構成の一部変更， p s sの付加により振動モードの減衰が強くなり，動揺抑制対

策として有効であることを，実運用調査および解析により確かめた。
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第3章 基幹系統の構成，潮流と動揺モードとの関係

第3章基幹系統の構成，潮流と動揺

モードの関係

3.1 緒言
わが国の基幹系電力系統は，電力各社で、新ルート建設などの系統増強が図られた結果，

単純な串形系統から多重のループを含む網状の系統へと変化した。また，自由化の進展に

伴う送電網の開放など，系統運用により柔軟性が求められるようになりつつある。これら

のことから，従来のように単純な串形系統を運用して事前の計画と大差ない送電を行うの

ではなく，網状の複雑な系統を駆使し，多様な潮流に対応可能な系統運用が求められるこ

とが予想される。

前章では特定の系統構成，潮流状態における動揺の原因と対策について検討するため，

シミュレーションや固有値の数値計算といった定量的な評価を行った。また，長距離串型

系統のモデ、ルを設定して固有値解析や動特性シミュレーションにより動揺の特徴をとらえ

る研究もなされている (1)。

しかし，多様な系統構成，潮流状態に対して安定度をその都度数値解析等で検討するこ

とは，効率的でなく，上記のような状況において実用的とはいえない。そこで，系統構成

や潮流状態と安定度の関係を定性的に把握し，数値解析手法を用いないでおよその傾向を

予測できる必要がある。また それはシミュレーション結果の持つ物理的意味を理解し，

結果の正当性を評価するのに役立つ。

本章では，今後の実系統で考えられる系統構成，潮流状態と動揺モードとの関係につい

て，単純な系統モデルにより解析的に動揺モードを求め，定性的な考察を行う。次に，実

際の長距離系統を想定したモデ、ルを用いて数値計算で固有値を求め，上記の考察を検証す

る。

-23・



第 3章 基幹系統の構成，潮流と動揺モードとの関係

3.2 単純モデ、ルの定性的検討

3.2.1 系統構成と動揺モードの関係

本節では，従来の単純な串形系統が 2ルート化され，さらに網状に増強されることに

よって動揺モードがどのように変化するかを，特徴を維持しつつ単純化したモデ、ル系統の

解析的な固有値計算によって検討する。

(1) 3機串形系統

図3-1にモデ、ル系統を示す。 3機の発電機，2箇所の送電線の各定数は等しいものとし，

隣接機との聞の同期化力のみを考慮して解析

的に固有値を求めるc

動揺方程式は

d2d. 
ーでよ=-K(dj-dヲ)
dt" 

d2d， 
一τと=-K(δ2-d])-K(d2 -d3H…(3 -1) 
dt" 

d2βベ
ョチ=-K(d3-52)

δ: i発電機相差角

K:隣接機関同期化力

ラプラス変換すると

s2d] = -K(δ] -52) 

s2d2 = -K(d2一δ])-K(δ2-d3)ト…(3-2) 

s2d3 = -K(δ3一δ2)

したがって特性方程式は

S2 +K -K 0 

-K S2 + 2K -K I = 0・・・(3-3) 

図3- 1 3機串形モデル系統

図3-2 動揺モード 1の揺れ方

o -K S2 + K I 図3-3 動揺モード2の揺れ方

これを解いて，固有値を求めると次のようになる。

s=O， S=i:.jJ1((モード1)守 S = i:.j.J3K (モード2)一一(3-4) 

このうち 2番目の共役複素根が示すモードをモード 1，3番目の共役複素根が示すモー

.24・
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ドをモード2と呼ぶことにする。後述する数値計算で得られる固有ベクトルの内，発電機

相差角要素に着目してそれぞれのモードの動揺でどの発電機がどの方向に揺れるかを示し

たものが図 3-2，3-3であるc 固有ベクトルの大きさを矢印の長さで示した。したが

って矢印が長い発電機ほど相対的に揺れが大きく，矢印がない発電機は当該モードでは揺

れないということである。また，位相については，これらの例では同位相または逆位相と

なるので，同位相すなわち相差角のずれの方向が同じ場合に矢印が同じ方向に，逆位相す

なわち相差角のずれの方向が逆の場合に矢印が互いに逆向きになるように示した。

(2)4機串形系統

4機串形の場合も，前項と同様に考えると，特性方程式は

S2 +K -K 。 。
-K S2 +2K -K 。1=0…(3 -5) 。 -K S2 +2K -K 。 。 -K S2十K

これを解いて，固有値を求めると次のようになる。

S=o， s=~j~(2- .fi)K ， s=~j~2K， s=~j~(2+ .fi)K...(3-6) 

3機の場合に比べて 2番目の共役複素根が示す，最もゆっくりしたモードの周期が長

くなっており，全長が伸びた分だけ長くなったことがわかる。

(3) 6機ループ系統

ここで 3機串形系統を2本並べて両端を接続した形の 6機ループ系統について同様に

固有値を求める。これは，長距離串形系統において並行するルートを新設し，従来のルー

トとともに運用した場合を想定したものである。

だだし，実際の系統増強ではまず送電線

だけが増強され，その後各部分系統の容量

が次第に増加するという経過をたどると考

えられるが，この仮定では各新設ノードに

同規模の部分系統がつくこととしており，

系統全体の容量が 2倍になっている点が異

なる。したがって実際の系統増強ではこれ

よりも安定化効果があるはずである。

ラプラス変換した動揺方程式は
図3-4 6機ループモデル系統
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S201 = -K(司-02)-K(01-06)

S202 = -K(δ2一角)-K(δ'2-03) 

S203 = -K(δ'3-02)-K(δ3ーの)
S204 = -K(04 -03) -K(δ'4 -05) 

S205 = -K(ふーん)-K(05-06) 

S206 = -K(仇-05) -K(06一向)

したがって特性方程式は

S2 +2K -K 。
-K S2 +2K -K 。 -K S2 +2K 。 。 -K 。 。 。
-K 。 。

ト.(3-7) 

。 。 -K 。 。 。
-K 。 。
S2 +2K -K 。 =0・ー(3-8) 
-K S2 +2K -K 。 -K S2 +2K 

串形の場合，両端の発電機に対する同期化力が隣接する 1機のみから得られていたのに

対し，ループとしたことによって全発電機とも隣接する 2機から同期化力が得られるよう

になったのが特徴といえる。行列の頂点の4要素を前項の行列と比較するとそのことがわ

かる。これを解析的に解く C ルーフ。系統のため対称'性があり容易に因数分解できて，固有

{直が求まる。

S = O，S = Ij-JK(重根:モード1-1， 1-2)， 

S = II，)3K(重根:モード2-1，2-2)， s = Ij2JK(モード3)…(3-9) 

L・ーーー'・・・・』ー-----ー--ーーーーーーーーー-----ーーー，ーーーー・ー__J L__ーーー・ーーーーー・・・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー_J

図3-5 動揺モード 1-1 図3-6 動揺モード 1-2

L_ーーー・ーーーーーーーー-ーーーーーーーーーーーーー・ーーーーーー・・ーー----ーー_J L_ーー・ーーーー司・・ーーーーーー・ー-ー-ー・ー，ーーーーー-ー・ーーーーーーーーーー』

図3-7 動揺モード2-1 図3-8 動揺モード2-2
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3機串形の時のモード 1とモード2と同じモードを示す根が重根で求められている。 6

機ループ系統が 3機串形系統を 2本並べてその両端をつないだものと考えると， 3機串形

のモードがそのまま現れることは理解できる。ただ，重根となっていることはこのモード

が独立して 2つ存在で、きることを意味している。そこで，モード 1の重根で示される 2つ

をモード 1-1， 1-2，モード 2の重根で示される 2つをモード 2-1，2-2と呼ぶ

ことにする。固有ベクトルから 3機串形のときと同じ方法で各発電機の揺れ方を，図 3-

5"-'3-8に示す。全長がそれぞれ余弦波 1周期，正弦波 1周期，余弦波2周期，正弦波

2周期の形になっている。なお，ルーフ。状としたため串形の時のような，両端が逆位相に

揺れるそードはなくなっているC また，モード3として隣接機どうしが互いに逆方向に揺

れるモードが新たに加わっている。

(4) 6機はしご形系統

さて，上記のループ系統にさらに連系線を追加

した図 3-9のような系統構成(これを 6機はし

ご形系統と呼ぶ)について考える。このような構

成は，実系統の系統増強においてもよく見られる

ため，後述する実系統モデルの動揺モード理解に

役立つ。

特性方程式は 6機ルーフ。の場合の式にG2と

G5の同期化力を加えて次式のようになる。

S2 +2K -K 。 。
-K S2 +3K -K 。。 -K S2 +2K -K 。 。 -K S2 +2K 

図3-9 6機はしご形モデル系統

。 -K 
-K 。。 。

1=0…(3 -10) 
-K 。。 -K 。 -K S2 +3K -K 

-K 。 。 。 -K S2 +2K 
これを解いて，

S = 0， s =士jjK， s = Ij--l2K， S = Ij--l3K (重根)， S = -::tj2jK...(3 -11) 

ループ系の場合と比べるとモード 1-1とモード 1-2が重根でなくなって，より短い

周期のモードが現れているc また，モード2-1， 2-2は変化していなし、c 図3-5'"'"'

3-8でわかるように，モード 1-2はG2とG5が逆位相で動揺するモードであり，こ

の聞を接続することにより周期が短くなったと考えられる。一方モード2-1はG2とG
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5が同位相となっておりこの間の接続による影響がなかったと考えられる。また，モード

1-1， 2-2はG2， G 5とも動揺の節となっており，この間の接続による影響がなか

ったと考えられる。

3.2.2 潮流状態と動揺モードの関係

前節の検討では，各発電機聞の同期化力 K をすべて等しくおいた。実系統では各発電

機の容量，出力，電源線や連系線のインピーダンス，負荷や潮流の大きさで同期化力は変

わってくる。そこで，潮流状態と同期化力の関係についても 1機 1負荷無限大系統を用い

て検討しておく。

(1)系統モデル

基幹系統における，発電機あるいは発電機群は，電源線で近くの変電所に接続される。

この変電所から，負荷線等を通じてローカル負荷に供給するとともに連系線により基幹系

統に連系されるc これを想定し，図 3-10にモデルとする 1機 1負荷無限大系統を示す。

発電機はん'背後電源一定モデルとし，発電機近くの母線においてある程度の負荷(ローカ

ル負荷)を供給し，残りを遠隔地に見立てた無限大母線に送電する。図 3-1 1にそのベ

クトル図を示す。

E 1 LO 

無限大母線の電圧をlどO(pu)とする。

puは発電機ベース。

五:発電機xk背後電圧(pu)
ジ:ローカル負荷母線の電圧(pu)

1 :発電機電流(pu)

i t :連系線電流(pu)

X:発電機および電源線リアクタンス(pu)

Xt:連系線リアクタンス(pu)

}}負荷アドミタンス

図3ー 10 1機1負荷無限大系統

図3ー 11 ベクトル図
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(2)同期化力の算出

はじめに，発電機電流から，端子電圧(ローカル負荷母線電圧)を求める。ローカル負

荷は定インピーダンスとする。

V -1 
!=yy+一一一

}X/ 

( _'. _'. V -1 ， 
E = V + }X! = V + jXI肝+一一|

¥' jX/ ) 

寸=ジ(1+川引
ht+九円-12)
1+川，+九f γ ーノ

=長(w-v)

叶1221)
=市 1+ぷ三寸一、~ =G， + jB，) 
寸jlvl'JEω+ jEsino +九)(1引 f一XB，仰，)

(1 +九 -XB，r +(却，y
したがって有効電力は
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一

Esin 5(1 +九-XB， ) -XG， ( E cos 5 +与え)

{(1+九-XB，r+川 }x，
(X{ + X -X{XB，)E sin 5 -X{XG，E cos 5 -X2G， 

(X{ + X -X{XB，)2 + (X{XG， y 
Esin(，δ-5，) X2 

Xe X2l 

ただし

Xe = ~(X{ +X -X{XB，? + (X{XG，)2 
X.XG， 

tanδ f 

X{+X-X{XB， 
ここでXeとδ/について図示すると，図 3-1 2 

のようになり Xeは G，の増加とともに大きくなる

・・(3-14) 

が，B，を同時に増やせば，すなわち scなどの調相 h 

器で無効分を補償すればX{+Xと同程度に保つこ
Ol 

Xt+X とができることがわかる。ローカル負荷がない場合

はG，=B，=Oとすると 図3ー 12 X， XtとXe.δiとの関係

p=一互一sm訂m
ι X{+X 

となり， 1機無限大系の送電電力の式と一致する。電力相差角曲線はローカル負荷を考慮

した場合，X{+XをXeとおきかえ(図 3-12)，右方に o"下方にX2/xfG/だけ

平行移動した形であることがわかる。

さて，ローカル負荷に供給する電力は
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~ =1ジ1
2

G，=VVG， 
Ecos5 +戸smδ+九 E∞sδ-jEsinδ+九
2// ~G， 

1+九 -XB，+ JXG， 1+九 -XB，一戸-， 

=[Eω十九J2+E2 s山 G
(1 +九 -XB，J +(却，)2 
E2X2{ +X2 +2EX{Xcos δ(  

一(X{+X -X{XB，Y + (X{XGJ2 '-'， 
E2X2{ +X2 +2EX，Xcosδ 
=xf  r GI --…・(3-15) 

これらから，発電機出力は

P=P，+P， 

Esin(δ-5，) X2" Eγ (+X2 +2EX{Xcos5 = 一一ーァG，+ --- ----， ------G， 
Xe XJ'xf-
Esin(δ一再)， E2 X2{ + 2EX{X cos5 

V2r  Gl・…ー(3-16) 
Xe X

e 

負荷を定インピーダンスと考えると，G" B" したがって Xe，6，は定数であり，ロ
ーカノレ負荷を考慮した場合の同期化力は

dP Ecos(5 -5J 2EX{Xsin5 
=一一= ー ーヲ G， ...(3 -17) 
dδ Xe X

e

L 

と求められる。第 1項は無限大母線からの，第 2項はローカル負荷からの同期化力を表

す。第 1項をローカル負荷がない場合の同期化力の式

K = dP = Ecos5 一-
dδ X{+X 

と比較すると ，X{+XがXeに置き換わり ，6方向にめだけ平行移動した形である。第

2項は常に負値となり，ローカル負荷が定インピーダンスの場合同期化力を減ずることが

わかる。これはローカル負荷が定インピーダンスであるため，相差角が開いた(増加し

た)場合，電圧低下により負荷が減少し逆に相差角が減少すると負荷は増加するという負

の同期化力が加わるためである。なお，遠方への送電電力を求めるときから，定インピー

ダンスの仮定をおいていたので，厳密にはローカル負荷の特性を定インピーダンス以外と

する場合は第 1項から見直す必要があるが，本章では以下の考察において近似的に第 2
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第3章 基幹系統の構成，潮流と動揺モードとの関係

のみの変更で定電流あるいは定電力負荷の場合を考慮する。

(3)潮流状態と同期化力

前項において求めた (3-17)式により，実系統のさまざまな状態において考えられ

るパラメータを代入し，潮流状態と動揺モードの関係を定性的に把握する。ローカル負荷

母線の電圧は実系統での実態に合わせ V = 1となるよう Eを調整するものとする。また，

ローカル負荷の力率は，図 3-12においてXeがX{+Xに等しくなるよう調整するも

のとしても実態と大きく違わないので，そのように調整するものとする。また，発電機容

量および各部のリアクタンス値は， 6 0 H z系統全体のような基幹系統を念頭におき，あ

る程度まとまった地域を縮約して 1機と見るものとして 季節別に表3-1に示す値を使

用する。 Xは発電機のXd'と昇圧変圧器，電源線等のリアクタンスを加え，また，縮約に

際して縮約点から遠い発電機が含まれることを考慮した。また，Xtは 150km程度の

500kV並行2回線送電線の程度として 100 OMVAベースで O.lpuとした。

相差角 6に対する送電電力 ローカル負荷を考慮、しない場合の同期化力および定インピ

ーダンスのローカル負荷を考慮した総合の同期化力の特性を，軽負荷期については図 3-

13-----15に，重負荷期については図 3-16-----18に示す。ローカル負荷を考慮しない

同期化力は，ローカル負荷が定電力であ 表3ー1 機 1負荷無限大系統のパラメータ

る場合に相当する。ローカル負荷 P/を

パラメータとして Oからl.Opuまで変化

させた。また， ~とl.Opu となるよう調整

発電機容量

X 

xt 

軽負荷期

(発電機容量小)

5，OOOMVA 

O.6pu 

O.5pu 

重負荷期

(発電機容量大)

1O，OOOMVA 

O.6pu 

l.Opu 
したEの値をあわせて示す。

puは発電機容量ベース

(4)考察

これらの計算結果から，同期化力と潮流状態の定性的な傾向を考察する。

第 1に，重負荷期は並列発電機容量が大きくなるが，送電線インピーダンスは変わらな

いため同期化力は小さくなる。なおこの傾向は，季節としての重負荷期，軽負荷期の区別

のみならず，並列発電機容量を変える場合に共通の傾向である。

第 2に，ローカル負荷を一定にして，送電電力を変化させる場合を考える。ローカノレ負

荷がOである場合が，いわゆる 1機無限大系の特性となる。ローカル負荷を考慮すると，

前述のように電力相差角曲線が右下に平行移動した形となり， 0が小さいときは，潮流は

無限大母線側からの受電である。 6=6，のとき最大の同期化力となり， 0がさらに大き

くなると， 1機無限大系と同様に同期化力は減少する。

第3に，送電電力を一定としてローカル負荷の増減により発電機出力が変化する場合を

考える c これは，各電力会社において，他社との連系線の潮流を一定に保つよう自社内の
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第3章 基幹系統の構成，潮流と動揺モードとの関係、

負荷の変動に応じて発電出力を調整する場合に相当する。たとえば，図 3-1 3において

送電電力を 0.5pu，2，500MWに保つ場合を考えると，発電機最大出力がほぼ1.0puなの

でローカル負荷は 0"-'0.5pu程度に変化可能であり，これにより 8は約 30"-'45度の範囲

で変化する。このときの同期化力を図 3-14で見るとほとんど変化しないことがわかる。

ローカル負荷を増加させた場合，電力相差角曲線の右下への平行移動により，送電電力一

定では同期化力は減少の方向であるが，初期状態での背後電圧 Eが高くなっているためこ

れを相殺していると考えられる。ところが，図 3-15でローカル負荷を定インピーダンス

とした場合を見ると，ローカル負荷の増加により同期化力は大きく減少している。実際の

負荷特性は季節，時間帯，地域などにより様々であるが，現在多くの解析において，有効電

力については定電流特性が用いられており，そうであるとすれば，負荷特性の影響につい

ては図 3-14，15の中間程度であり，送電電力一定の場合はローカル負荷の増加によ

り，同期化力はやや減少すると考えられる。

第4に発電機出力を一定としてローカル負荷の増減により送電電力が変化する場合を考

える。これは，ベース電源の発電機，発電機群に相当する。たとえば図 3-13において，

発電機出力を1.0pu，5，000MW一定とし送電電力を 0'""'-'1.0pu程度に変化させる場合，

P，= 1.0puで送電電力 Oの点から P，=Opuで送電電力 1.0puの点を結ぶほぼ直線上が変化
の範囲となり ，aは約 30"-'50度の範囲を変化する。このときの同期化力を図 3-14で

見ると送電電力の増加に伴い急激に同期化力が減少している。しかし，定インピーダンス

のローカル負荷を考慮すると(図 3-15)，負荷が大きいほど同期化力が大きく減じら

れるため，前の効果を相殺してほぼ一定となっている。この場合も，負荷特性の影響が大き

いことになるが，有効電力については定電流特性であるとすると，両者の中間程度であり，

発電機出力が一定の場合は送電電力の増加により同期化力はやや減少するが，発電機出力

を増加させる場合ほどは減少しない。
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第3章 基幹系統の構成，潮流と動揺モードとの関係、

3.3 固有値解析による検討
本節では，前節までの検討結果をより実系統に近いモデル系統の数値を用いて固有値解析

で検証する。

3.3.1 モデル系統

系統構成は前節の 1機 1負荷無限大系統および3. 1節で示した3機および 6機の各重

負荷期のモデルとし，発電機モデルには界磁巻線モデル，負荷特性は有効電力に定電流特

性，無効電力に定インピーダンス特性を使用する。各パラメータを表3-2に示す。これ

らは前節までの検討条件に一致させたものである。系統内の各母線電圧を 1.0puとするよ

う発電機電圧を調整する。また，東西方向(図中左右方向)の送電線について東向き(図

中右向き)に 2，500MWが流れている状態を「連系線潮流あり」とする。重負荷期の発電

機容量 10，000MVAは6機でおよそ 60Hz系統の夏季の容量となる。

表3-2 モデル系統のパラメータ

発電機容量 12，000MVA 凶
発電機出力 10，000MWμJ' 

単位慣性定数 8.08打d 1.0811 xr 
pu値は，発電機自己容量ベース。 X は X +Xd'が自己容量ベースでO.
定。

1.7pu 

0.25pu 

1.Opu 

6となるよう選

3.3.2 計算結果

各モデ、ル系統についてQR法により数値計算で固有値を求めた結果と，前節までの検討

結果を比較検討する。なお，発電機?モード等の名前(番号)は前節と同じものを用いる。

(1)1機 1負荷無限大系統

前節で検討した 1機 1負荷無限大系統からの代表ケースについて計算した結果を，表3

3に示す。 ωは角周波数であるので，この値が大きいほど同期化力が強く，動揺の周期

が矩くなる。前節において求めた負荷を考慮しない同期化力 K の値を用いて次式で計算

したωの値をあわせて示すc
表3-3 1機 1負荷無限大系統の動揺モード (ω)

ω=厚 解析値 ロ十算値

低出力 4. 1 5 5. 32 

定格出力(連系線潮流なし) 4. 6 2 5. 68 

定格出力(連系線潮流あり) 4. 76 5. 4 9 

解析のほうは発電機が界磁モデルであり出力増あるいは潮流増に伴う初期背後電圧の上

昇が大きいため，表3-3において下方ほど同期化力が大きくなっているのに対し，前節

での計算はX'd背後電圧一定モデ、/レのため，そのような傾向が出にくいものと思われる。
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(2) 3機串形系統

表 3-4に3機串形系統の場 表 3-4 3機串形系統の動揺モード (ω)

合の計算結果を示す。これから，

出力が大きい方が背後電圧が高

いため同期化力は大きくなるこ

低出力

定格出力(連系線潮流なし)

定格出力(連系線潮流あり)

モード1 モード2

3. 90 4. 5 2 

4. 48 6. 08 

4. 26 6. 02 

と，また潮流に関しては同出力ではあまり違いがないが，潮流が小さいほうが多少同期化

力は大きいことがわかる。これは，前節の考察と一致する。

(3) 6機/レープ系統

表 3-5に6機ループ系統の計算結果を示す。「潮流あり」はG 1から G3への

2，500MWに加え，並行してG6からG4に同量を流している。前々節の解析計算で、見た

とおり，モード 1とモード2について「潮流なしJの場合3機串形と同様のモードが重根

で得られ，加えてモード3が求められた。また潮流あり」の場合，ループの対称性が

失われ，モード 1と2について 3機串形の時と同じ固有値が単根となり別の値の解が出て

いる。これは， G1"-G3， G6"-G4のノレートに 3機串形の場合と同じモードが残り，

/レーフ。上90度回転した位置にあったモードは潮流のない連系線を含んでいるため同期化

力の低下が少なかったためと考えられる。なお，解析計算では隣接機からの同期化力のみ

考慮し，各発電機関の同期化力が等しいものとした結果，モード 1，2， 3の周波数の比

は1: ~3 : 2であったが，ここで用いたモデ、ルは電源線部分のインピーダンスを加えた

ためこれより小さい比となっている。

表3-5 6機ループ系統の動揺モード (ω)

低出力

定格出力(連系線潮流なし)

定格出力(連系線潮流あり)

(心6機はしご形系統

モード 1-1，1-2 

3. 9 0 (重根)

4. 4 8 (重根)

4.26，4，45 

モード2-1， 2-2 

4. 5 2 (重根)

6. 0 8 (重根)

6.02，6.04 

モード3

4. 6 3 

6. 40 

6. 3 7 

表 3-6に6機はしご形系統の計算結果を示す。「潮流あり j は6機ループ系統と同じ

条件である潮流なしJのケースについてみると，前々節の計算どおり，モード 1につ

いては， 90度回転した位置のモードのみ連系が強化されている (G2-G5が連系)た

め，重根ではなくなり，モード2については2-1，2-2ともにこの連系の影響を受け

ないためルーフ。のときと同じ値の重根となっている。「潮流あり Jの場合，モード 1- 1 

はG2-G5連系の影響がないため，ループの場合のそれと同じであり， 1 -2はこの連

系により強化されているためループの場合より大きくなっているが，東西方向の潮流の影

響を受けないので潮流がない場合と同じである。一方，モード2はルーフ。系同様に潮流に

より対称性が失われ単根となっている。
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表3-6 6機はしご形系統の動揺モード (ω)

モード 1-1，1-2 モード 2-1，2-2 モード3

低出力 3.90，4.34 4. 5 2 (重根) 4. 6 9 

定格出力(連系線潮流なし) 4.48，5.55 6. 0 8 (重根) 6. 6 2 

定格出力(連系線潮流あり) 4.26，5.55 6.01，6.06 6. 5 9 

3.4 結言
本章では，潮流状態，系統構成と動揺モード‘の関係を単純な系統モデ、ルにより定性的に

考察した。潮流や系統構成の変更を考える場合にこれらの傾向を考慮して，ある程度まで

安定化ができる。潮流状態との関係は以下の(1)， (2)に，系統構成との関係は(3)'"(5)のよ

うにまとめることができる。

(1)負荷特性を考慮、しない(あるいは定電力特性)場合，送電電力を一定に保つ場合は，

ローカル負荷が変化しても同期化力はさほど変化しない。また発電機出力を一定に保

つ場合は送電電力の増加に伴い同期化力は減少する。

(2)負荷の有効分に定インピーダンスあるいは定電流の負荷特性を考慮するとこの影響が

大きく，送電電力を一定に保つ場合は，ローカル負荷が増加すると同期化力は減少す

る，一方，発電出力を一定に保つ場合は同期化力はあまり変化しない。

(3)系統の接続形態が串形の場合，全長をλ/2Xnとする定在波の形のモードがあり nが

小さいほど長周期である。

(4)ノレーフ。を構成する場合は，ループとしての全長をλXnとする定在波の形のモードが

あり串形同様にnが小さいほど長周期であるのに加え，同周期のモードがループ上 90

度回転した位置にも現れる。

(5)この同周期のモードは，潮流を乗せる，あるいはループ内の 2点を結ぶことでループ

の対象性が失われると，異なる周期を示すようになり たとえば送電線による接続に

より連系が強くなる場合は短く，また潮流を乗せる，あるいはローカノレ負荷の増加で、

連系が弱くなる場合は長くなる方向に変化する。
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第4章ノミワーエレクトロニクスを適

用した安定化方策

4.1 緒言
電力系統にはその構成，潮流によって決まる固有の動揺モードがあり，不安定な長周期

のモードが安定な運用を阻害する大きな要因である。また，これを抑制するため系統の強

化， P S S設置等の対策が有効であることは，前章まで、に述べた。しかし，今後は電力の

自由化に対応するため，複雑化した系統のより柔軟な運用が求められると予想され，多様

な系統条件のもとで安定化を図りつつ能動的に潮流を制御できる技術が求められている。

米国では 1989年頃から EPRIのDr.NarainG. Hingoraniが中心になって高速で

大容量の半導体電力変換素子に高速の通信，制御技術を組み合わせて電力系統の潮流，安

定度の制御を行い，系統運用の自由度拡大と送電容量の大幅な増加を目指す rFACTS

<Flexible AC Transmission System) J構想を提唱した。その後，内外で多くの研究や試

験が行われ，一部実用化されているc

代表的なFACTS技術である「自励式SVCJは，直流コンデンサを電源とし， GT  

O等の自己消弧素子により実現される PWMインバータを介して交流系統と無効電力を授

受できるものであり，自励式の交直変換器や多くのFACTS技術に共通の基礎的な機構

を備えているため，その制御や試作に関して多くの報告がある (1) (2) (3)。しかし，解析

は，安定化については実効値解析を，起動停止や事故時の応動についてはEMTP等瞬時

値解析を用いて別々に行われている。

本章では，自励式SVCを安定化方策として基幹系統モデ、ルに適用した場合の解析を通

して安定化効果，制御上の留意点について述べる。動揺抑制以外にも起動・停止および交

流系事故時に交流系に悪影響を与えることがなし、かの確認は導入に際し必要となるので検

討した。解析においては， PWMインバータの制御のように高速スイッチングを含む解析

を，系統安定化といった数秒から数十秒程度の現象の全長に亘って行う必要があるc この

ため解析手法としては，ディジタル方式の並列計算により実時間で瞬時値ベースのシミュ
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レーションが可能な電力系統のリアルタイムシミュレータを用いた内このシミュレータは

実時間で解析を行うために，何時間もの長時間の解析を行っても数値発散を起こさないよ

う考慮されているc

4.2 解析手法とモデル

4.2.1 解析手法

解析計算の原理はEMTPと同様である。すなわち，集中定数素子については，抵抗と

1刻み時間前の履歴を表す電流源の組み合わせとして また，分布定数回路についてはベ

ルジエロンのモデル化により，抵抗と 1刻み時間前の相手端の履歴を表す電流源の組み合

わせとして表現し，ノード方程式を解くものである。発電機はパークモデル，変圧器は今

回はインピーダンスのみとした。刻み時間は，実時間シミュレータであるためCPU (0 

S P) の演算時間からくる制約があり，この解析では約 70μSを採用した。なお，後述

する自励式SVCは21パルスのPWMインバータを用いている関係で，この刻み時間で

は点弧タイミングの誤差が大きくなるため，これを修正するアルゴリズムを組み込んでい

る。

4.2.2 自励式SVCモデル

(1)主回路

自励式SVCモデ、ノレは点弧タイミングの誤差を修正するアルゴリズムを組み込む関係で

他の部分を受け持つOSPよりも高速のDSPを使用し 自励式インバータのPWM制御

動作(I段21パルス)を模擬した。また，主回路定数については，将来の基幹系統におけ

るルート断のような過酷事故の安定化に必要な容量を実効値解析により試行錯誤的に求め

たところ，予想に反し大容量のものが必要となった(表4-1)。自励式SVCとして，

この定格値は現状のハードウェアの技術で実現できるものではないが，シミュレーション

上はより小規模のものと何ら変わりはないため，検討用モデルとしてはこの値を採用した。
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直言E

図4ー1 自励式svcモデル主回路

表4ー 1 自励式svcモデル定格
自励式SVC定格容量 5000MVA 

変換用変圧器容量 5000MVA 

インピーダンス 20% 

電圧 ACIDC 500kV/82.4kV 

変換器出力電流 3 5.0 k Arms 

変換器スイッチング回数および多重化数 2 1パルス 1段

直流電圧 :::tl00kV 
直流コンプ、ンサ容量 4000 μF*2 

両調波フィルタ容量 750MVA 

(2)制御系

モデ、ル系統において上記の過酷事故時に安定運転の継続が可能な制御系を設計し(図4

-2)，シミュレータに組み込んで使用した。

①直流電n:制御

直流コンデンサの値を規定値に保つよう有効電流の値を P1調節計によりフィードパッ

ク制御する。

②無効電力制御

系統側とやり取りする無効電力を手動設定値あるいは下記の制御系からの指令値に合う

ように無効電流をP1調節計によりフィード、パック制御する。

③交流電圧制御

設置母線の電圧を手動設定値あるいは下記の制御系からの指令値に合うように無効電力

(電流)を P1調節計によりフィード、パック制御する。偏差の検出方法として，系統電

圧と固定の基準(目標)値との差およびその変動分の合成値，または変動分のみの検出

の2方式を切り替えできるc 今回は変動分を時定数が 10ms程度の不完全微分回路で

検出している。

④電力動揺抑制制御

送電線の潮流から位相補償した信号で動揺抑制するよう電圧を調整する。今回は時定数

が30ms程度の不完全微分回路で位相補償を行い， 数秒程度の周期の動揺に対して
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これをゲイン倍したものを電圧指令基準値に加え9 0度程度進ませるようにしている。

PSSのようなダンピング効果をもることでこの信号が正のとき有効潮流を増加させ，

たせる。

⑤カレントドループ

定格以上の無効電背後電源の5郎、系統において電圧を指令値通りに制御しようとして，

スロープリアクタンス)(.，.，を介して接続力指令となり制御不能となるのを避けるため，

その電圧を指令値に保つように無効電流を制御する。された母線を仮想的に設定し，

⑥出力電流制御

上記の各制御系が出力する有効電流および無効電流指令値を実測の電流の各成分と比較

して指令値に追従するよう P1調節計により SVC出力電圧を決定し，位相と大きさを

無効電力を独立に制御する有効，これにより，PWMゲート制御系に対して出力する。

ことができる。

p
w
Mゲ
ー
ト
制
御

'，I;:r壬位相基準

f
 
e
 
r
 
nu、
I
 

交流電圧制御

無効電力計算

1d S V C電流同相分 1dref: 1d指令値

1q S V C電流直交分 1qref : 14指令値

Vd S VC電圧同相分 ゅ SVC電庄位相

Vq S VC電圧直交分 K S VC電圧絶対値

(同相，直交の基準はA相母線電圧)

自励式svc制御系図4-2

起動・停止，保護連動時の動作実際の運転で必要となる，動揺抑制効果の検証に加え，

各シーケンスを下記のとおり設計しシミュレータに組み込んだ、。を検証するため，

①起動・停止

系統連系電圧確立を確認した後，直流コンデンサをプリチャージ回路で充電し，起動は，

プリチャージを停止すると同時に変換器をデブロックしてSVCの運転を用CBを投入，

また，停止は変換器をブロックした直後にCBを開放する(函4-3)。
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シミュレーションでは主回路の保護のみ考慮する。 交流系の事故のみでは特に運転を停止

しないで継続する。交流系の過電圧， 不足電圧に引き続き直流過電流を検出した場合は交

流系事故の波及と判断し 「中故障」 としてゲートブロックした後， 交流系の電圧などから

系統の健全が確認され次第再起動する。直流過電流のみを検出した場合，直流不足電圧を

検出した場合および上記の再起動の失敗を検出した場合は「重故障Jとして変換器を止め

連系用CBを開放する。

直流電庄

svc運転指令

直流電圧確立

CB入り

svc運転

プリチャージ

LY780% 

~ 

ーム」
0.2秒

→1 .~ 
o. 7秒

「一一一寸 ! 
迄一一 1秒一--.!

---.J 

図4-3起動・停止シーケンス

4.2.3 単純系統モデル

0.2秒

円

動揺抑制効果等を確認するための 1機 1負荷無限大系モデルを図4-4に， 図中の発電

機定数を表4-2に示す。発電機励磁系には簡単なAVRとPSSを設置している。中間

の母線に自励式SVCを接続するものとする。基幹系統を想定しSVCが大容量となって

いるので，相応の大きさの系統とし，重潮流状態とした。

2回線送電線 背後インピーダンス

O.lpu 

rm-{ 

500kV系， puはlOOOMVAベース，潮流値はMW，MVA 

図4-4 検証用単純系統モデル
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表4-2 発電機定数(puは自己容量へ。ース)

容量 20GVA Mo 8.228 

Xd l.s4Ql! Tdo' 5.858 
Xq 1.53pu Tdo" 0.0378 
Xd' 0.30pu Tqo" 0.0578 
Xd" 0.24 Xa 0.19pu 
Xq" 0.24 

4.2.4 詳細系統モデル

詳細系統モデルとしては将来の中西連系系統 (60 H z系統)を想定した，周期が 3秒

程度の動揺モードをもっ，基幹系統モデル(図 4-5) を使用した。本モデ、ルを用いて今

回使用したリアルタイムシミュレータの過渡安定度の精度検証として，図中A線のルート

断事故時の結果を別途行った実効値解析と比較したところ，いずれも周期約3秒，減衰時

定数6.2秒程度となり注目する動揺モードについて正しく解析できることを確認した。

この系統モデルに，東向き(図中右向き)に潮流を上乗せし，自励式SVCを動揺の節

となるところに設置して検証に用いた。

図4-5詳細系統モデル

4.3 解析結果
前述のモデ、ルを用いたシミュレーションにより自励式SVCの動揺抑制効果を確認した。

これに先立ち，実際の運用で必ず必要になる，起動，停止および交流系事故時の応動につ

いて検証した。

4.3.1 起動，停止

起動時のシミュレーション結果を図 4-6に示すし起動時，直流電圧の変動はi::2----

3%程度，設置母線の交流電圧はほとんど変動なくスムースに起動できることがわかった。

図には示していないが，停止時も同様に大きな変動はなく，交流電圧もほとんど変動しな
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い。交流電流が起動前から多少流れているのは，シミュレーションの都合上起動前から高

調波フィルタが投入されているためである。

スムースな起動のためには，プリチャージ後の直流電圧を定格の±数%以内とし， DC  

-AVRが動作開始するときのオーバーシュートをなくすこと，また，適当な電圧までプ

リチャージした後，有効電流ACRのP1調節計はリセットしないで起動する，さらに起

動時はAVR，AQR設定値を絞っておき，起動直後に大きな制御出力が出ないようにす

ることが必要である。
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図4-6自励式svc起動時の直流電圧，交流電圧・電流

4.3.2 交流系事故時の応動

遠方での 3LG-O時の運転継続，至近端3LG-O時の中故障再起動の結果を図4

-7， 8に示すc
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至近端事故では，事故時は運転を継続したものの事故除去後の復電時に直流過電流によ

りゲートブロックし，その後再起動となったc このシミュレーションにおいて，ゲートブ

ロック時および再起動時，交流系に 20%程度の過電圧が発生している。運転継続の場合

および図は掲載しなかったが重故障ゲートブロックの場合とも特に交流系に悪影響を及ぼ

す動きはなく所期の動作を確認した。

4.3.3 動揺抑制

単純系統モデルを用いて 500kV送電線の 1回線事故時 (3LG-O，事故後は 1

回線)の動揺抑制効果を検証した。自励式SVCを中間母線に設置しているため，結果と

して事故は至近端となり SVCは中故障再起動となるが，再起動後すぐに安定化制御を行

うため運転継続の場合と大きな差はない。前節の中故障再起動シミュレーションはこのシ

ミュレーションと同ーのものであり図4-8は事故後O. 4秒程度の部分の拡大である。

前述のように， SVCの無効電力制御によるAVRは基準値に追従させつつ変動分を補

償する方式と，変動分のみ補償して常時は系統電圧に追従させる方式がある。前者の場合

は系統電圧を一定に維持するよう制御するので事故時およびその後の動揺時のいずれも同

期化力およびダンピングを増加させる効果があるが，有効電力を調整して積極的に動揺抑

制を行うには，日IJ途動揺抑制信号を入力したほうがよい。後者の場合ダンピングを増加さ

せる方向に動作するとはいえ，系統電圧を維持しないので、安定化効果が小さく，電力動揺

抑制の制御信号を別途入力する必要がある。

シミュレーション結果を図4-9"-'4-11に示す。この系統では，事故後の送電線1

回線開放状態では発電機から無限大母線までのインピーダンスがおよそ 33%程度

(1000MVAベース)であり定態安定限界が3000MW程度であるので， SVCを運転し

ない図4-9では潮流波形のピーク部分に飽和傾向が見られ，ほぼ安定限界と考えられる。

これに対し図4-10のSVC電圧一定制御では潮流増加時にSVCが進相無効電力を供

給して中間母線部分の電圧を維持しているため潮流の飽和傾向はなくピーク部分が先鋭に

なっている。また，電圧一定制御で、あっても変動抑制が加えてあるため動揺の抑制ができ

ている。図4-11は動揺抑制を加えており，中央の曲線はPSS指令値で有効電力の変

動の90度進み位相となっていることが確認できる。これにより，さらに動揺抑制効果が

得られている。
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4.3.4 過渡安定度向上効果

最後に，基幹系統での過酷な事故として前述の詳細系統モデ、ルを用いた，重潮流時のル

ート断事故時のsvcによる過渡安定度向上効果の検証結果を示す。図4-12はsvc

による安定化をしない場合で，事故後 1波脱調となっている。図4-13は動揺抑制制御

を行ったもので十分な安定化効果が得られることがわかる。このときの自励式svcの無

効電力は第1波でO. 4 p u程度，その後の動揺抑制では::!::O. 1 p u程度となっている。

多様な事故を想定し，より小さい容量で多くのケースで安定化効果が得られるようにする

ことが今後の課題といえる。

1.2 
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図4-12詳細系統モデルでのシミュレーシヨン(SVC停止中)
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4.4 結言
より柔軟な系統運用へのニーズに対して，既存の安定化対策に加えてパワーエレクトロ

ニクスを適用した各種の安定化方策が提案されている。このうち，代表的な方策として，

各種の方策の基本的な機能を網羅したシステムとして「自励式SVCJを取り上げ，解析

を行った。まとめると以下のようになる。

(1)実時間で解析可能なリアルタイムシミュレータを用い，これらの機器に特有の高速な

スイッチングを含むシミュレーションを，過渡安定度の確認のため必要な 10秒程度

以上実行した。

(2) PWMインバータの制御により有効および無効電力を独立に制御できるため，直流コ

ンデンサの電圧を一定に維持しつつ，無効電力の調整ができることを確認した。

(3)起動，停止や交流系事故時の過渡的な応動を詳細に検討することで過電圧等の原因解

明，制御系の調整による改善を行ったc 至近端事故以外では交流系過電圧をほぼ完全

になくすることができたc

(4)無効電力の調整によるAVR運転で設置点の電圧維持効果が得られ，ローカルデータ

-51 -



第4尊重 ノfワーエレクトロニクスを適用した安定化方策

として送電線潮流を入力として動揺抑制制御を行えば，さらに効果的である。将来の

基幹系統において重潮流のため過渡安定度が低下した状態を想定した解析でも事故時

の電圧維持と動揺抑制効果により安定化できることがわかった。

今後は，他の安定化対策との協調を考慮しより小さい容量の装置で安定化を図る手法を

検討しより実現性の高いシステムを提案する。

4.5 参考文献
(I)C.Schauder and H.Mehta :"Vector analysis and control of advanced static VAR compensators"， 

IEE PROCEEDING-C， Vo1.140， No.4， pp.299・306(July1993) 
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第5章

5.1 緒言

第 5章 タービン高速ノ'Jレフc制御による安定化

タービン高速バルブ制御によ

る安定化

前章の解析において，動揺抑制は比較的小容量の機器で、対策可能で、あっても，過酷な事

故時においては第一波動揺の抑制のため，対策装置が大容量化するという問題があった。

また，最近の大容量火力や原子力機では，大容量化によるタービン側時定数の増大とユ

ニット小形化による単位慣性定数の減少により，負荷遮断時の加速が大きくなる傾向にあ

るc

タービ、ン高速ノくルブ制御 (EV A)は系統事故時にタービンの加減弁やインターセプト

弁を急閉し，タービン出力を一時的に制限して発電機の加速脱調を回避するものであり，

過渡安定度向上対策の一方式として実用化されている (1) - (6)。しかし， EVAは第一

波動揺抑制には効果があるが，後続動揺の減衰が十分でないとタービン出力回復時に脱調

を起こし，中間領域の安定性に問題がある。

一つの対策はタービン出力の回復を遅らせることである。インターセプト弁と同時に加

減弁を制御し，再熱器の圧力上昇を避けながらタービン出力を制限する方式が提案されて

いる (4)しかし，電力動揺により他の発電機を脱調させることがある(7)。もう一つの

対策はPSSなどの励磁制御により回転子の動揺を速やかに減衰させることである。しか

し， EVAに従来形PSSを併用すると タービン出力の大幅変動により制御効果が損な

われ，安定度が逆に低下することが報告されているほ)。この点は入力信号や制御系パラ

メータの変更により解決されている。また， EVA動作時に励磁系へのフィード、パック係

数を時間帯により変更する協調方式も提案されているほ)。しかし， EVAによる過渡安

定度向上効果を中間領域においても確実なものとするには，タービン出力回復までの約3

'""4秒間に動揺を完全に減衰させることが望ましい。また，タービン出力のオーバーシュ

ートによる定態安定度の一時的な低下にも対処しなければならない(臼j。

本章では，以上の点を考慮して， EVA動作時でも励磁電圧の適切な制御により，過渡
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安定度だけでなく，中間領域における安定度の向上が可能であることを示す。一般性を保

つため，制御系の構造は固定せず，励磁電圧を直接制御するものとする。まず，次節と第

3節ではEVAの概要と適用上の問題点を述べるc 第4節では最大原理による制御，適用

結果，減衰のメカニズムについて述べる。第5節ではフィード、パック制御による最適制御

の実現と従来方式との比較を行う。

5.2 対象系統
図5-1に対象系統の構成を示す。発電機は電圧50 0 k V，距離 100kmの2回線

送電線を介して無限大母線につながれている。事故条件は， 2回線送電中に 1回線の発電

機側に三相地絡が生じ， O. 0 7秒後に故障区間を分離除去する。高速度再開路は行わな

い。送電系統および発電機の定数は表 5-1のとおりである (10)

90%とする。

発電機の力率は

X1 
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図5-1 対象系統の構成

表5ー 1 系統の定数

項目 値 項目 値

発電機容量 可変 単位慣性定数 H 7.0(8) 

d軸同期リアクタンス L l.70pu ダンピング定数 D O.Opu 

q軸同期リアクタンス X;， l.70pu 変圧器リアクタンス x; 0.164pu 
d軸過渡リアクタンス Xd' 0.35pu 送電線リアクタンス x， 0.145pu(Icct) 

d軸開路時定数 Xd 2.43(8) 受電側リアクタンス Xr 0.068pu 

無限大母線電圧 E 1 LOo 

(puは発電機自己容量ベース，送電線，受電側リアクタンスのみ lOOOMVAベース)

図5-2はタービン系の構成図を示す。タービンへ供給される蒸気は高圧，中圧，低圧

タービンの三つの部分で発電機への機械入力に変換される。高圧タービンは定常時におけ

るタービン出力の 3O. 9%，中庄タービンは24. 3%，低圧タービンは44. 8%を

分担するものとする。 EVAには加減弁 (CV) とインターセプト弁(1 C V)の両方を

制御する方式と， 1 C Vのみを制御する方式がある。ここでは，ボイラへの影響が少なく，

かっ制御効果の大きし、 ICVのみを制御する方式を検討する。 ICVの開度シーケンス，

機械入力の時間変化を図 5-3に示す。 ICVの不動作時間，閉時間，全閉持続時間，開

時間はそれぞれ0.05，O. 2， O. 25， 10秒とした。 機械入力は定常時の約
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48%まで低下した後回復するが，再熱器圧力上昇のため定常値より約 5%オーバーシュ

ートしている。

cv 高庄 中圧

再熱器

ボイラ

1.5 

ロ
E 1 
E 
Q司

有
〈

霊0.5

o 

ポンプ

図5-2ボイラ・タービン系

不動作時間

υ 閉時間
一/一、全閉持続時間

開時間

ι 
励磁機

o、 ~5 5 ~5 W 

時間(5)

図5-3機械入力とICV開度

励磁制御による界磁磁束の変化を考慮すると，発電機の動揺方程式は次のように記述さ

れるc

δ=S..一…・・・…・・・・・・….........………..(5 -1) 

s = B， -A，s -A2Osinδ-B2 sin25……(5 -2) 
ゆ=u-c，神+C2 cos5…………………(5 -3) 

ただし
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A，=12J、=一一 E
M'" M(x~+xe)T;(} 

E
2
(x: -XrJ 

B， =ユ'-.B，=-----q  
M'" 2M(x: +xe)(xq +Xe) 

c. = (Xd +Xe) 吋 E(xd-X~) '--0 --e/ ..C吋ー
Tム (X~+XJ'-2 (X:+Xe) 

M = H/2;if，xe = X， +馬+Xr

である。 (5-1)"-' (5-3)式はム s ， φを状態変数 uを制御変数とする三次の

非線形系を成す。

ただし， r5:回転子角 s 角速度偏差， φ:界磁磁束 u 励磁電圧 Pm 機械入力。

制御対象となる励磁電圧は頂上電圧と下限電圧の範囲の値を自由にとるものとする。

5.3 E V Aの特性

5.3.1 第一波動揺

第一波における励磁制御としては，励磁電圧をできるだけ高くして電気出力を増すこと

が有効であり，超速応励磁方式が実用化されている (11)。本章でも第一波動揺に関して

は励磁電圧を頂上値に保つことを制御方針とする。

図5-4は故障発生と同時に励磁電圧を頂上値に上げてそのまま保持したとき，第一波

動揺に対して安定化可能な発電機容量の限界を示す。安定限界は頂上電圧とともに単調に

増加してし、く。頂上電圧2puで， EVAがないときは2puが限界である。これにEV

Aを加えると 2.48puとなり，約O. 5 p u限界が増加する。頂上電圧を 5puに上

げると，限界は 1p u増えて 3.48puとなる。更に頂上電圧を8.85puとすれば

限界容量は4. 5 p uとなる。この値は発電機端子電圧を理想的に一定に保ったときの 1

回線送電時における定態安定限界と一致する。
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EVAと比較して励磁制御のほうが効果が大きいが，これは応答速度の差によるもので

ある。 EVAでは起動してから機械入力が最も低くなるまでに約 1秒を要するのに対し，

超速応励磁ではAVRや励磁機における時間遅れを考慮、しても，故障発生とほぼ同時に頂

上電圧に達する。

5.3.2 後続動揺

超速応励磁は第一波動揺抑制に効果があるが，後続動揺の減表特性は悪くなる。 EVA

にもはぼ同じことがいえる。以下，この点について検討する。

図5-5に第一波では励磁を頂上値 (5p u)に保ち，第一波以降は内部電圧 Eq'(= o 

/Tdo' )を第一波ピーク時の値に固定したときの結果を示す。 Eγの初期値は 1. 0，ピー

ク時の値は1. 33puである。発電機容量が 3. 3 p uであるので，第一波安定である

が，以後の動揺がほとんど減衰せず，第三波で脱調している。したがって，Eqを一定に

したのでは動揺は減衰しない。
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図5-5 EVA勤作時の発電機脱調

回転子角の関係を示したも図5-6は図 5-5の各動揺における電気出力，機械入力，

( a )図は第一波動揺時の変化である。初期状態では機械入力と電気出力は平のである。

07秒後にO. 衡している。故障発生により電気出力が低下して回転子が加速されるが，

故障が除去されると電気出力が回復する。回転子角の増加により電気出力が機械入力より

この間，励磁制御は Eq'大きくなると回転子は減速され，第一波動揺のピークに達する。

EVAは機械入力を下げる。等面積法で知られるように，故障により回転子に蓄を上げ，

ところが，第3 5である。その{直はO.えられるエネルギーは図中の面積51fであり，

46倍に増大している。原5 '1の7.6 1となり，一波逆動揺のエネルギー 51bは2.

因として励磁制御による Eγ上昇と EVAによる機械入力減少が考えられる。機械入力を

51 bは7 0となる。第一波ピークに達した瞬間に初期値へ戻すと動揺エネノレギーはO.

EVAが動揺拡大に大きく関与していることがわかる。(b )図7 3倍であり，その 3.

第二波逆動揺では60， は第二波以降の変化を示している。第二波動揺では 5'2= 2. 

動揺の4 5となる。若干の変動はあるが，07，第三波動揺では 53r= 2. S2b=2. 

系統が吸収し得るエ一方，機械入力回復に伴い，エネルギーはほとんど減衰していない。

この例では，第三波において 5'3 fで示した面積がネルギーは徐々に少なくなる。

08しかなく，1 . 

S3f > S;f .……..……………(5 -4) 

それ以EVAは第一波抑制においては効果をもつが，となって脱調している。以上より，

降の動揺では逆に動揺を拡大すると結論できる。超速応励磁方式では減衰特性を改善する

EVA動作時には，単に動揺を減衰させるだけで

ある一定時間内に行うことが要求される。
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図5-6機械入力と電気出力の変化
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回転子角8(rad) 

。

減衰特性の強化5.4 

最適化手法5.4.1 

本章では，第一波以降動揺の減衰を目的としてポントリャーギンの最大原理を適用する。

ある評価指標を最小にするように各時刻における制御変数の値を決定するもこの方式は，

それまでは励磁を頂上値に保つ。状態変のである。制御開始は第一波動揺ピークであり，

φの初期値は次のようになる。S， 数d，

δ=δ(Tp)' s， = s(Tp)成=ゆ(Tp)………(5-5) 

Tpは第一波動揺ピーク時刻。ただし，

次式により与えられる。

I4附 -δ，)2+A，S2 +AJ(rt-rtJ川 u(u-υ2}dt.... .... .(5 -6) 
制御の評価指標は，

どAuは重み係数であり，Aι As， A6' また，Teは制御の終了時刻である。式中，

U[は制御の目標値である。φ[， d 5' の変数に重きをおくかによって選択する。

φsは変動する機械入力に電気出力が平衡する 6の値を示し，

凡=~ゆrsinδ， + P2 sin2d，・…ー(5-7) 

ただし

E E2(X~ -Xq) 
一一一一 「

勺一 (X~ + Xe)T，ムラつ一 (X~ + Xe )(Xq + Xe) 

発電機の端子o [とU fは故障除去後の定常状態における φとUの値であり，
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電圧によって決まる。上記の評価指標を最小化する制御は，状態変数を目標値へ収束させ

るレギュレータとして働く。制御変数U の決定法は付録に記した。

5.4.2 適用例

図5-7は第一波ピークまでは励磁電圧を頂上値に保ち，後続動揺に対して最適制御を

適用した結果である。制御の切換え時刻はO. 44秒，終了時刻は5秒である。発電機容

量を 3.30pu，評価指標の重み係数をAd=lO，As=Afニ=Au=lとした。回転

子の動揺は第一波以降減衰し，目標値8に急速に収束している。内部電圧は，まず急速に

上昇して第一波脱調を回避している。しかし，制御開始と同時に急降下しており，動揺の

減衰には Eq'を下げる必要があることを示しているc 以後，のこぎり歯状に上下動を繰

返しながら最終値へ収束しているが，上下動の切換時刻は dがdsに等しくなる時刻とほ

ぼ一致している。励磁電圧 uは，第一波では頂上値に保持されるが，最適制御に移行する

と同時に下限値に達し Eq'を下げている。第二波逆動揺時にも下限値に達しているが，

頂上値には達していない。下限値に達するということは，最適制御は更に低い値を要求し

ていることを意味する。
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図5-7最適制御の結果
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図5-8に励磁の下限電圧を変えたときの制御結果を示す。ただし，発電機容量は 3.

3 p u，頂上電圧は5p uである。下限電圧により動揺の減衰特性は大きく異なる。すな

わち，下限電圧をop uより下げれば減衰が良く，上げれば悪くなる。下限電圧が 1p u 

のときは第一波逆動揺時の減衰が悪く，第二波ピークにおける dの値は第一波ピークと同

程度となる。これは限界に近く，下限電圧1. 2pu以上では動揺を安定化できない。

3 

。

2 

(
℃
包
)
句
庶

um単
回

時間(s)

図5-8励磁下限電圧と減衰特性

図5-9に励磁頂上電圧と安定送電限界の関係を示す。励磁の下限値をop uとすると，

曲線aのように，頂上電圧6pu以上で第一波以後の動揺を安定化できなくなる。これは，

動揺の減衰が十分でないためであり，下限電圧を-5puに下げることにより送電限界は

大幅に向上する(曲線b)。頂上電圧 7. 5 p u以上で4.18puが安定に送電可能で

ある。この値は定態送電限界4.49puに比べると少し小さい。これは図 5-3のよう

に発電機への機械入力が定常状態より 6%程度オーバ、ンュー卜するためである。したがっ

て，端子電圧を1. 01puに保つ限り， 4.18pu以上の送電はできない。これに対

処するため，一時的に端子電圧を少し高め(1.2pu)に制御する。送電限界は曲線 C

のようになり，定態送電限界まで安定化可能となる。これにより機械入力のオーバシュー

トによる定態安定度の低下を避けることができる。
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図5-9安定限界と頂上電圧(最適制御)

5.4.3 減表のメカニズム

図5-10は図5-7の最適制御における電気出力，機械入力，回転子角の関係を示す。

( a )図は第一波逆動揺時の変化である。電気出力が機械入力より大きく，回転子は負方

向に加速される。しかし，Eγの降下によって電気出力は Eγ固定時(破線)に比べて，

かなり小さくなり，加速が緩和される。第一波逆動揺のエネルギー 51bは1. 54と，

ιP固定時の 2. 6 1に比べてかなり小さく，動揺が抑制されている。 Eγは機械入力と
電気出力がほぼ等しくなる時点を境に下降から上昇に転じる。(b )図に第二波動揺から

の電気出力と機械入力の変化を示す。第二波動揺が始まると回転子は正方向に加速を受け

る。 Eγの上昇により電気出力は第一波逆動揺時よりも大きくなっている。そのため機械

入力との差が小さくなり，加速が抑えられる。第二波動揺のエネルギ-52!は1. 35 

であり 51bよりも更に小さくなっている。 E〆の上昇は入出力が一致する時刻から下

降に移る。以後は同じことの繰返しとなるが，動揺エネルギーは第二波逆動揺で、 52b=

O. 25，第三波動揺で 53[=O. 0 9と，着実に減表してし、く。
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図5ー10動揺減衰のメカニズム

5.5 最適制御の実現

5.5.1 フィードパック制御

最適制御は計算に時間がかかるので，事故が発生してから求めていては間にあわない。

系統状態，事故，発電機出力などを設定し，あらかじめ計算しておく必要がある。問題は

系統状態や発電機出力が時々刻々変化し，設定値との聞にずれが生ずることである。

函5-1 1に発電機出力が設定値から定格出力の::1::1%ずれたときの制御結果を示す。

最適制御は出力を定格の 100，90，80%に設定して求めている。 100%時の最適

制御は図5-7に一致する。出力が90や80%の付近では，出力が1%上下しても制御

結果はあまり変化しない。しかし， 100%では大きく異なる。設定より低ければ，安定

ではあるが動揺の減衰が悪く，逆に，高ければ第三波で脱調する。これは安定限界に近く，

動揺の位相が大きく変化するためである。したがって，定格出力付近では設定幅を十分密

にとり，実際の出力との差を小さくすることが必要である。しかし，実系統でそれはど精

密に系統の定数や状態を決めることは困難であり，誤差に強し、制御が望ましい。
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フィードパック制御による最適制御の実現について考察する。励磁一つの方法として，

電圧は

u = u， +K](凡-}う)+K2S+K3(Vref-v;)…・ー(5-8) 

U
J
は励磁電圧の初期値である。最適制御では励磁電圧と入出力差 (Pmにより与える。

入出力差をまずフィード、バックする。次に角速度偏差がほぼ同位相であるので，-P e) 

また，端子電圧 Vcが基準値かSを導入し，最適制御と同位相となるよう微調整を行う。

波第ーレだたら大きくずれるのは好ましくないので，端子電圧をフィードパックする。

ピークまでは励磁電圧を頂上値に保持する。図 5-12は発電機出力 100'"'-'60%にお

フィードパック係数は最適制御に近い制御となるよう調整ける回転子角 dの変化である。

どの出力においても良好な減衰特性が得られK3= 1 0とした。K2= 1， K[= 5， し，

Eq'が高めに制御されている。出力 100%時に第二波動揺が最適制御より小さいのは，

(図 5-15参照)。
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一一一:フィードパック制御
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図5ー 12フィード、バック制御による
最適制御の実現

4 
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5.5.2 従来方式との比較

フィードパック制御により最適制御にかなり近い結果が得られることが明らかとなった。

フィードパック制御であるので状態変化に強く，多機系統のように他の発電機の影響を受

ける場合にも優れた制御特性が期待できる。しかし，フィードパック変数は従来とはぼ同

じであり，本質的には従来方式と変わらない。

図5-13のようなPSS付き超速応励磁方式を考える。パラメータは文献 (8)とほぼ

同じであるが， P S Sへの入力を (Pm-Pc) とし (8)乱調防止回路のゲインを少し上

げて励磁電圧を安定化している。図5-14に安定限界と頂上電圧の関係を示す。 PSS

のリミッタを::tO.1puとしたときの送電限界は3.05puである。ただし，励磁の

上下限は::t7puとした。減衰特性を強化するため， P S Sの出力リミッタを外すと送電

限界は a，bのように大幅に向上する。しかし，下限電圧をOから-5puに下げること

による限界の改善は最適制御の場合ほどではない。一方，端子電圧を一時的に1. 2pu 

まで上げることは従来方式でも有効であり，これにより定態送電限界まで安定化が可能と

なる。以上，幾つかの変更により送電限界を最適制御と同レベルにまで改善することがで

きた。

255(1 +0.145) 

(1 +55)(1 +25)(1 +0.025) 

PSS 

図5ー 13 PSS付超速応励磁系
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図5-14安定限界と頂上電圧(PSS)

図5-15に各方式における回転子角，内部電圧，端子電圧の時間変化を示す。ただし，

励磁の上下限を9puと-5 p u，端子電圧の基準を一時的に1. 2puとして発電機容

量を4. 4 p uとした。 PSSでは第一波ピークより少し遅れて Eq'の下降が始まるた

め，動揺の減衰が悪い。また，最適制御とフィード、パック制御では Eq'の位相が 6より

約 90度進んでいるのに対し， P S Sではあまり進んでいないことも減衰を悪くし，更に

改善が必要である。また，端子電圧がPSSでは第二と第三波で1. 7pu程度まで上昇

している。電圧上昇を抑えるには Eq'の上げ方向へのゲインを小さくすることも一つの

方法である。
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5.6 結言

本章では， EVA動作時における励磁制御について検討した。主な結果を以下にまとめ

る。

(1) E V Aは第一波動揺の安定化に有効である。しかし第一波以降の動揺を拡大・持続さ

せ，機械入力回復時に発電機を脱調させる原因となる。

(2)最適制御により第一波以降動揺の減衰特性を強化できる。減表は内部電圧ι'の上下
運動によって生ずるが，逆動揺時における E:Jの下降が特に重要であり，励磁の下限

電圧を下げるのが有効である。

(3)端子電圧を一時的に上昇させることにより，機械入力のオーバーシュートによる安定

限界の低下に対処できる。適用例では，定態安定限界4. 5 p uまで安定化が可能で

あった。

(4)最適制御を適用する際，安定限界付近では出力が設定値から 1%ずれると脱調するこ

とがあり，実系統への適用では状態変化に強い制御が望ましい。

(5)最適制御の一つの実現方法としてフィードパック制御を検討し，最適制御に近く，か

っ状態変化に強し、結果が得られることを示した。

(6)従来の PSS付超速応励磁においても， P S S出力のリミッタを外したり，端子電圧

を一時的に1. 2puまで上昇させるなどにより，定態安定限界まで安定化可能であ

ることを示した。
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5.8 付録
最適制御の決定法 (12) 

まず随伴変数Pl，P2，P3を導入し，ハミルトン関数Hを構成する。

H = -A/j(δ-55)2-AJ-4(ゆ-or ) 2 -A，J u -U f ) 2 
+ PlS+ P2(B1 -A1s-A2れin5-B2 sin2δ)+ P3(U-C1O+C2 COSδ)・…・・(付5ー1)

随伴系の方程式はHから次のように導かれる。

8H 
Pl =一一=2A/j(δーδ，)+ A2P2 COS 5 + B2P2 COS 2δ+ C?P3 sinδ....…………・・(イ寸5-2) 
θδ 

8H 
P2 = τ~= 2A，s-Pl +AJP2 ・・・・・・・・・・…・・・・・・・・・・・・・・・…・・・……・・・・・・・・・…・・・・・・・・(付5-3) 
os 

δH 
3 一一=2Ar(ゆ-Or) + A2P2 sin5 + CJP3.・..………………………………ー(付5-4)θゆ f"" '1  

随伴系の境界値は横断性の条件から得られる。

Pl (Te) = P2 (Te) = P3 (乙)=0・・・・………………………………………………ー(付5-5) 

最適制御はHをUについて最大化することにより得られる。すなわち，

8H 
3F=-24(u-uf)+P3=O 

u = U f + p，/2Au…・………...・ H ・-………ー………(付5-6)

(5-1) '" (5-3)式と(付5-2)'" (付5-4)式は状態変数の初期条件 (5

-5)式と随伴変数の境界条件(付5-5)式をもっ2点境界値問題を形成する。本章で

は準線形化法によりこの問題を解き， (付5-6)式から最適制御を求めた。
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第6章系統操作手順検証の支援

6.1 緒言
電力系統の運用，運転を行う機関としては，制御所，給電所，中央給電指令所などがあ

り，また，大容量の火力発電所も自所内の開閉器操作を行う。各電気事業者によって呼び

方や業務分担には多少の相違があるものの，各者共通して系統構成上の制約から電力系統

を次の二種に大別し，運用，運転を分担している。 1つは，大容量の発電所を含む基幹系

統であり，この運用には需給バランス維持のため発電機の起動停止，出力調整が含まれる。

これは中央給電指令所が行う場合が多い。もう 1つは大容量の発電所を含まない負荷系統

であり，これらの運用は地方給電所や制御所が行うことが多い。なお，いずれも直接の機

器の操作(運転)は制御所が行うことが多い。

これらの機関において，作業，事故予防のための停電およびその復旧や潮流調整のため

の系統切り替えなど，電力系統の操作を行う。また，事故時は状況把握および供給支障等

の解消のための操作を行う。これらの操作は 1ステップ毎に必要な事前の処置すなわち

保護継電器や各種の自動装置のロック等を確実に行った上で実行し，さらにその後，電力

系統が期待した状態に遷移したことを確認することの繰り返しにより成り立つ。平常時に

おいては，予め操作の手順を記述した「操作票」を用意し，複数の担当者が充停電の変化，

過負荷や無保護区間の有無などを検証し，予期せぬ停電など誤りないことが確認された後，

その操作票に従い操作を行う。また事故時においてはそのような時間的余裕がないため，

予め想定される事故に対する復旧手)1債を作成しておき これを忠実に実行することとして

いるが，実際の事故では臨機応変な判断が要求されることが多い。

近年，顧客サービスの向上を目指し，作業停電の減少とより低廉な電力を供給するため

に，系統切替等，電力系統の平常時操作が頻繁に必要となっている。また，電力系統は

年々大規模，複雑化する上，効率化を目指した制御の集中化が進められている。その結果，

運用者，特に下位の負荷系統を担当する支庄給電所の操作指令者は広範な電力系統を対象

;こ複数の制御所等多くの操作者に指令する結果となる。このため操作票の事前の綿密な検

討が必要であるが，迅速。確実に多量の操作票を作成・検証することは運用者に相当な負
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担となっている。しかし，この負担の低減とより確実な検証を支援する方策は現在のとこ

ら見当たらない。そこで，操作票上の操作手順を計算機でシミュレーションし，検証を支

援するシステムを支庖給電所向けに開発した。

システムは系統上の各部の状態を判定する判定部と，系統図および各部の状態を表示す

る入出力表示部とから構成し，開発済の技術を組み合わせることにより短期間(約4カ

月)で操作性のすぐれたシステムを完成し，現場での使用を可能とすることができた。本

章では，システムの機能と構成の概要を述べた後，今回のシステム開発の中心部分である

状態判定アルゴリズムについて述べ，実際に本システムを使用して操作手順の検証を行っ

た例を紹介する。

6.2 システムの機能
本システムは2つの機能から構成した。 1つは，運用者が作成した操作票に基づいて操

作直前の系統(以下初期系統という)を設定し，模擬操作を行うことにより操作手順に誤

りがなし、か事前に検証する機能，もう 1つは，実際の操作の直前に実系統のデータをオン

ラインで取り込み 3 同データと事前に作成した操作票の初期系統のデータとが一致してい

るかをチェックする機能である。以下，各々の機能について，操作方法と併せて説明する。

6.2.1 操作票の事前検証

運用者が電力系統の操作指令を行う際に作成する操作票には，操作時の連絡，操作に関

する電力潮流や開閉器等の事前状態の確認に続き，操作前に必要な保護継電器のロック，

遮断器(以下 CBという)，断路器(以下 LSという)，甲アース(以下 LEという)， 

送電線ジャンパー(以下JPという)等の開閉器の入切操作，およびこれに伴う系統状態

の変化等が詳細に記載されている。これらの項目の内，本機能では開閉器の入切操作を，

パソコンに入力した系統上で模擬的に実施し，これに伴い充電範囲や停電範聞がどの様に

変化するかを判定し，画面上に表示することにより操作票の妥当性の検証を支援する。

(1)系統状態判定

電力系統上の開閉器と区間(送電線，変圧器，母線等)の接続関係および電源端(系統

電源または単独電源)に指定した区間のデータをテーブルとしてあらかじめ入力しておき，

これらのデータを基に開閉器の入切操作による系統各部の充停電，単独系統などの状態の

変化を判定する。これは，操作により開閉器の入切状態が変わるたびに行う。判定アノレゴ、

リズムの詳細については， 6.4節において述べるの
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(2)系統状態表示

上記，判定結果に基づき，開閉器，区間の状態が一目でわかるように色分けして 20イ

ンチ・カラー CRT上に表示している(図6-1)。表示には1台の CRTで広範な

系統を表示し，かつ画面の切替による思考の中断を防止するためにスクロール表示方式を

採用しており，ジョイスティックの操作により系統全体を連続的に確認することができる。

図6-1 本装置の表示画面

(3)開閉器の模擬操作

系統表示画面上で、開閉器にマウスのカーソルを合わせ，右ボタンを押すことにより開閉

器の状態を反転させる。実際の開閉器操作では開閉器選択J，I入切操作」の 2挙動が

基本であるが，本システムでは作業を簡単にするため 1挙動とした。また，実際の開閉器

操作では，操作順序等によってはインターロック・シーケンスにより操作を禁止している

場合があるが，これらをすべて反映するためにはさらにそのためのテープツレが必要となり，

テーブノレの維持が繁雑となるため今回は除外し充電区間の接地操作JI接地区間の充電

操作JI充電区間での JP操作」の3通りの操作のみ「禁止操作」として当該操作を受け

付けないようにした。

(4)メッセージ表示

系統表示画面の最上部 l行に各種メッセージを表示する。開閉器操作を行うと，それが

禁止操作でなければ当該開閉器の給電番号を表示するとともに，その操作に伴って停電区

開発生等の系統状態変化がある場合にはそれを知らせるメッセージを表示する。また禁止

操作の場合は当該操作を受け付けない。開閉器操作時に表示するメッセージの一覧を表6

- 1に示寸」 このうち「停電区開発牛:J， r単独区開発生J，1/レープオンJ，1/レープオフJ，

I L S による充電j となる場合は警告対象操作として警告メッセージを表示し，検証を

「継続」するか「中止」するか判断させるハユーザーは，表示されたメッセージの内容が
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妥当なもの(意図したもの)である場合は検証を継続しそうでない場合および「禁止操

作」のメッセージが出た場合は検証を中止し，当該操作票の内容を見直す。

(5)操作履歴印字

検証作業中は，操作の内容および判定結果をプリンタに印字するので(初期系統設定中

は印字しない。 (6)処理方法フロー参照)，ユーザーは印字内容を見て操作手順や判定結果

を確認することができる。印字内容は 操作した関閉器については電気所名称，およびそ

の接続している送電線や母線の名称・給電番号を印字し，判定結果については表6-2に

示す内容を印字する。

表6ー1 模擬操作時の表示メッセージと動作

判定結果 表示メッセージ 動作

警 停電区聞が生じる 停電区開発生 「継続Jか「中止J
とと
Eコ

かをユーザーに尋ね対 単独区聞が生じる 単独区開発生
象
ノレーフ。オン操作 ループオン

る。「継続」なら当該
操 操作を受けつけ中
作 ノレープオフ操作 ループオフ 止」なら検証結果不

LSによる充電操作 LSによる充電 良とする。

持ア才味て 充電区間の接地操作
止 当該模擬操作を受け
操 接地区間の充電操作 禁止操作
作 っけない
充電区間での JP操作

表6-2 模擬操作履歴印字

判定結果 印字内容

停電区聞が生じた (停電した区間の名称)+ I停電」
単独系統が生じた (単独となった電源の名称)+ I単独系統」
系統充電区間が生じた (系統充電した区間の名称)+ I系統充電J
単独系統が系統連系した (系統連系した単独電源の名称)+ I系統連系」
単独充電区間が生じた (単独充電した区間の名称)+ I単独充電J
ノレーブロオン操作 「ノレープオン|

ノレーブρオフ操作 1;レープオフ」

(6)処理フロー

図6-2に本機能の処理フローを示す。

a. 初期系統設定
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操作票の検証に先だ、って操作票に記載し

た初期系統を設定する必要がある。これは，

まずあらかじめ初期系統ファイルとして保

存した開閉器の状態を読み込み，必要によ

りこれを変更することにより行う。したが

って初期系統ファイルとして，常時系統や

使用頻度の高い系統状態を保存しておくこ

とにより，わずかな変更で初期系統設定が

行える。初期系統ファイル選択で、は， CR  

T 画面上に系統の開閉器状態を保存した

ファイル名をメニュー形式で一覧表示する

ので，操作票の初期系統と同じか，または

類似の系統ファイルを選択する。選択した

初期系統の開閉器の入切状態をもとに系統

状態を判定した後，区間を色別して画面表

示する。ユーザーは当該系統画面を確認し，

初期系統を変更する必要がある場合はマウ

スにより開閉器の模擬操作を行し、所定の初

期系統を設定する。実操作指令の直前にオ

ンラインデータとの照合チェックを行うた

め(後述)，初期系統を変更した場合は実

操作指令時に参照しやすい名前で，ファイ

ルとして保存しておき，別途どのような初

期系統を保存したか書類として整理してお

く必要があるむ

b.操作票検証

操作票に従って，マウスにより開閉器の

模擬操作を行う。システムは禁止操作でな

ければ操作内容や判定結果を逐次プリンタ

に印字するので，印字内容および系統画面

を確認しながら検証を進めていくに模擬操

作中に警告メッセージにより予期せぬ系統
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状態になったと判明した場合は，検証結果不良として検証を中止する。検証結果不良の場

合は操作票の内容を見直した後，再度検証を行うこととなる。

6.2.2 操作直前の系統整合チェック

十分に検証を済ませた操作票で、あっても，操作票を作成する時点に想定した初期系統と

操作指令直前の現実の系統状態が異なっていては，操作票の妥当性は保証されない。本機

能は，操作票の最初に記載しである系統確認を行うものであるc 実系統の開閉器状態は支

庖汎用 DB (データ放送)回線からオンラインでデータを取り込み，操作票上の初期系

統については操作票事前検証時に保存した初期系統ファイルの内容を読み込んで，両者を

照合する。照合結果については，不一致となった開閉器 オンラインデータが不良の開閉

器，およびオンラインデータが入手できない開閉器(オフラインの開閉器)を色分けして

表示するとともに，プリンタに印字する (6.5節 図6-12参照)。なお，このときは

全部の開閉器状態がオンラインで取り込めるわけではないので，区間の状態は判定できな

。
、、
B
L
V
 

6.3 システムの構成
本システムは，図6-3に示すように判定部と入出力表示部とから構成した。前者は，

操作票検証時には各区間の状態，ループオン・オフ等を判定し，また系統整合チェック時

には社内のデータ放送回線から開閉器状態をオンラインで取り込み，操作票の初期系統と

照合を行う。後者は対象とする系統について，開閉器および区間をその状態に応じた色で

表示するとともに，開閉器の模擬操作入力を受

け付け，判定部への転送を行う。両者聞はシリ

アルインタフェースで結合し，必要なデータの

送受を行っている。

6.3.1 ハードウエア

判定部のハードウエアには，各支広給電所に

既設のパソコンをそのまま利用した。入出力表

示部については，汎用パソコンに，系統図を分

かりやすく表示するための 20インチ大型 C

RTヒ操作を簡単にするためのマウスおよび

ジョイスティックを接続していると入出力表示

部のキーボードは，常時は操作不要としたので

吋
/
『
/

支庖汎用DB回線

(現在の開閉器情報)

判定部(PC98XU

入出力表示部

(PC9801 RA) 

図6-3 システムの構成
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接続していない(メンテナンス時のみ接続する)c 

6.3.2 ソフトウエア

(1)判定部

判定部のプログラムは，当初L s pを用いて作成した。しかし， L s pによるプロ

グラムでは，大規模な系統の充停電判定を行うと処理時間が長くなるため，処理速度の速

いC言語への移植を行った。本システムは表6-3に示す規模の系統を対象としたが，開

閉器の一操作について 充停電判定・ルーフ。半iJ定を合わせても 1秒以内で処理できる (L

s pでは，これより小規模な系統でも数分かかっていた)。また系統整合チェックを行

う時のオンラインデータ取り込み部分のフ。ログラムは，受信用モデムの制御プログラムを

流用し Ba s c により作成した。

表6-3 対象系統の規模
開閉器数 1 258 CB 275 

LS 685 

LE 1 9 0 

J P 94 

仮想、SWヰ 1 4 

区関数 818 系統電源端 3 

単独電源端 1 5 

その他 800 

*実際の系統には存在しないが，判定処理の便宜上設けてある開閉器

(2)入出力表示部

人出力表示部については，配電系統監視用に開発済みの「画面スクローノレCRTJの技

術を応用したc すなわち，スクローノレCRT画面に対象とする電力系統を表示し，開閉器

および区間の表示色変化およびメッセージ表示を上記(1 )の判定部の指令で指定できる

ように改造したc このように開発済の技術を利用することにより，短期間で、マンーマシン

インタフェースのよいシステムとすることができた。なお，開閉器と区間の接続関係を表

したデータテーフツレは判定部と共通のものを使用し，実系統の変更に伴うデータ修正が容

易に行えるようにした。

6.4 状態判定アルゴリズム
本章では，システムの中枢的処理として，今回開発した充停電判定およびループ判定の

アルゴリズムについて述べるc
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6.4.1 充停電判定アルゴリズム

系統上の区間の状態としては，停電・接地・系統充電・単独充電の4種類があり，シス

テム内部では，各々の区間の状態に対応したフラグを立てることによって状態を識別して

いる。判定処理は原則として各開閉器の摸擬操作時に対象系統全体について行い，判定結

果を各区間の状態表示色に反映する。

全区間のフラグをリセット(停電)とする。

系統内のLEの状態を調べ入」中のものがある場合は，

当該 LEに電気的に接続している区間を探索し，接地フラグ
を立てる。

系統電源端指定区間(あらかじめ指定しておく)に電気的に

接続している区間を探索し，系統連系フラグを立てる。ただ

し，既に接地フラグが立っている場合は，充電区間への LE

投入または接地区間への送電であるので「禁止操作」と判定

する。

単独電源端指定区間(あらかじめ指定しておく)に電気的に

接続している区間を探索し，単独系統フラグを立てる。ただ

し，既に接地フラグが立っている場合は，上記の場合と同様

「禁止操作」と判定する。また，既に系統連系フラグが立っ

ている場合は，当該単独電源が系統連系しているのであるか

ら何もしないで判定を打ち切る。

上記処理終了後，何もフラグが立っていない区間は停電と判

定する。

図6-4 充停電判定処理フロー

判定処理のフローを図6-4に示す。接地と判定した区間はその他の状態にはなり得な

いこと，また系統連系と判定した区間は単独系統とはなり得ないことから無駄な動作をな

くすべく，このような処理の順序とした。

次に上記処理の中で共通して使っている「電気的に接続している区間の探索」の手順に

ついて以下で説明する。この探索部分は判定処理のみならず，後述のノレープ判定にも用い

ており，効率的なプログラミンク、、を行った。

図6-5の系統における系統連系区間判定を例にして区間の探索方法を説明する。この

例では，区間Aが系統電源に接続しており， L E と単独電源はないc 開閉器は 8のみ

「切」で他は「入」であるとする。
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。系統電源

3. A 1. 
B C D 

4. 5. 
L-E 

咽
十
唱

I
l
l

G 

区間 : A-G (区間A:系統電源端)
開閉器 1-8 (開閉器 8 切.その他:入)

図6-5例題系統

図6-6に区間探索の経路を示す。探索は電源等の指定区聞からはじめ切Jの開閉

器または既にフラグが立っている区間で打ち切る。即ち，電源端である区間Aに系統連系

フラグを立て，同区間に接続している開閉器をテープ、ルから拾い出すと開閉器1，2およ

び3である。すべて「入」であるのでとりあえず開閉器2および3はメモリに記憶し，開

閉器 1に関する処理の後，同様に処理するものとする。開閉器1については接続している

区間Bにフラグを立て，さらに区間Bに接続している開閉器をテーブ、ルから拾い出すと開

閉器1， 4である。開閉器 1の方へ進むと区間Aは既にフラグが立っているのでこの方向

へは進まず，開閉器4に進み区間Eにフラグを立てる。このように繰り返し，全区間を網

羅する。すべての探索を終えた時には全区間にフラグが立っており，全区聞が系統連系状

態と判定され，図 6-5から考えられる結果と一致している。
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区間A
(フラグセット)
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開閉器l一一一区間B一一γー開閉器 l一一区周A②
(フラグセット)1 

L 開閉器4一一区間E 寸ー開閉器4一一区間B(2)
(フラグセソト)

開閉器5一一区間C一寸ー開閉器2一一一区間A②
{フラグセット)1

しー開閉器5一一ー区間E②

開閉器7一一区間G一一「ー開閉器7-一一区間E③
(フラグセットII

開閉器2ーー殴.:e⑤

開閉器3ーー区間o -寸ーー開閉器3ーー区間A②
(フラグセット l
L 開閉器6-ー区間F ー「ー開閉器6一一一区間D②

(フラグセット)1
」開調書M①

L 関関電器sID

仁コは次の条件のいずれかに該当し、探索を打ち切った簡所

①開閉器が「切」状態

②区間に既にフラグが立っている

図6-6 例題系統の区間探索

また，仮に開閉器6が「切」であったとすると，このアルゴリズムによれば切」状態

の開閉器までで探索を打ち切るため区間Fはフラグがなく停電となる。このことは図6-

5から直観的に判断される結果と同じである。

図6-6の区間探索の経路で示した，区間への該当フラグのセット，同区間に接続して

いる開閉器の検索， さらに同開閉器に接続している区間の検索は，単位処理として 1つの

関数で記述した。この関数を，終了条件(区間に既にフラグか立っているか，開閉器が

「切」である)に到達するまで，区間をA-B-E-Cのように次々と変えて繰り返し使

用している。 ここに，再帰呼び出し(関数の中でその関数自身を呼び出す)手法を用い

たため，プログラムが分かりやすくコンパクトな記述となっている。

6.4.2 ループ判定アルゴリズム

ノレーブロ開聞は，原則として当該開閉器の両端が充電されており，同開閉器の入切で全系

統のどの区間の状態も変化しない場合と考えることができる。ただし，並行 2回線送電

線において 1回線が接続された状態で残る 1回線を開閉する場合は，電力系統の操作上は

ノレーフ。開閉とは考えず， 2回線並用としているc これは，開閉器極問に電圧位相差のある

開閉のみをルーフ。開閉と呼ぶことにしているためである。そこで，ルーフ。開閉と 2回線並

用を区別する必要がある。この区別を行うため，まず開閉器をその接続形態により次のよ

うに分類する(図 6-7参照)。

① 1回線送電線の送電線開閉器c (以下，送電線開閉器とはCBを含んでCBより線路側

にあるものをいう)
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②2回線送電線の送電線開閉器c

③母線系開閉器(上記①・②のいずれでもない開閉器)

母線系開閉器③

図6-7 開閉器の分類

c.の例

b.の例
(このルートがある湯合は
r 2回線並用」

(一一接続)きれたどれかの2回線送電
線が2回線並用となる場合
は r2回線並用」

図6-8 2回線並用の例

ノレープ判定処理は「当該開閉器の両端が充電されており，当該開閉器の入切で状態に変

化がなしリという必要条件を満たした場合に次のように行う。

a. 当該開閉器が上記①のタイプの時はループ開閉と判定する。

b. 当該開閉器が上記②のタイプの時は，この開閉器が属する 2回線送電線開閉器および

母線系開閉器以外の全ての送電線開閉器を切り，当該開閉器を「切」とした状態で当該開

閉器のどちらか一方の区聞から出発して電気的に接続している区間の探索を行う。そして，

当該開閉器のもう一方の区間に到達するルートがある場合は 2回線並用であると判定す

る。そうでない場合はループと判定する。

c. 当該開閉器が上記③のタイプの時は，この開閉器が属す電気所の全ての 2回線送電線

について，当該開閉器の操作が2回線並用となるかどうか，上記b.の方法で調べ 2

回線並用でなければルーフ。と判定する。図 6-8にこれらの例を示す。

6.5 検証支援の実例
今回開発したシステムは，支庖給電所所管の系統を対象としたが，充停電・ループ等の

判定のため隣接する系統も一部考慮、したc 以下，本システムを使つての操作票検証支援の

実例を紹介する C

6.5.1 操作票事前検証の例

図6-9に以下の2例に関係する部分の系統を示すc 図6-10は， AB線の停電およ
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び復旧に関する操作票検証時の印字結果例で、ある。同線は 1回線送電線であり，ループ運

用しているので、ループ開閉を印字している。図 6-1 1は同線およびBC線を停電させて

B発電所を全停にしようとしたが，発電機が運転中で、あったため単独区間の発生となり，

検証不良としたものである。

6.5.2 操作直前の系統整合チェックの例

図6-1 2に系統整合チェックの印字出力例を示す。オンラインデータと初期系統の開

閉器状態が異なる開閉器(不一致データ)およびオンラインデータが不良の開閉器 (D 

B データ不良)については開閉器名，開閉器状態を詳細に印字するが，オフラインの開

閉器 (DB未登録データ)については，その数のみを印字する。

B発電所

系統電源

C発電所

B
C
線

CA線

図6-9 事前検証の例題系統
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*料操作票検証開始料本 1991/6/1715:36:3 

B発電所 AB線 502 切操作 → ループ・オフ

A変電所 AB線 542 切操作→ AB線停電

B発電所 AB線 502L 切操作

A変電所 AB線 542L 切操作

A変電所 AB線 542LE 入操作→ AB線接地

B発電所 AB線 502LE 入操作

B発電所 AB線 502LE 切操作

A変電所 AB線 542LE 切操作

A変電所 AB線 542L 入操作

B発電所 AB線 502L 入操作

A変電所 AB線 542 入操作→ AB線系統充電

日発電所 AB線 502 入操作 → ループ・オン

***操作票検証終了林*1991/6/17 15:37:45 

図6-10 操作票事前検証時の印字例(1) 

牢*牢操作票検証開始林*1991/6/17 17:11:34 

A変電所 AB線 542 切操作 → ループ・オフ

C発電所 BC線 602 切操作→ B発電所単独系統

牢**操作票検証結果不良材*1991/6/17 17:11:46 

図6ー 11 操作票事前検証時の印字例(2)

*牢*操作票検証 DBチェック開始〔初期状態ファイル:TEST4.SW) *料 1991/5/14

20:42:32 

本本*不一致データ数 [4) *** 
く現状(オンライン)>く操作表作成時の想定〉

D変電所 DE線1L 301 切 (入)

D変電所 DE線1L 301L 切 (入)

D変電所 DE線2L 302 切 (入)

D変電所 DE線2L 302L 切 (入)

料*DBデータ不良なし"牢料

料牢 DB未登録データ数 [430) 牢料

図6-12 系統整合チェックの印字例
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6.6 結言
電力系統の開閉器操作による，系統各部の充停電の変化をシミュレーションし，わかり

やすく表示することで，複雑な電力系統の操作票の検証を支援するシステムを開発し，有

効性を確認した。

(1)系統各部の充停電，単独，ノレープなどの判定部にC言語を用いて高速の処理とわかり

やすい記述を両立させた。

(2)スクローノレCRT表示により一画面に入りきらない大きな系統を細部までわかりやす

く表示することができた。

(3)操作前の状態が操作票作成時に想定したとおりであるか確認するためオンラインの開

閉器情報を取り込み，照合する機能を盛り込んだ。

(4)このシステムはパソコンを組み合わせて安価に，短期間に開発した。

本システムは中国電力のー支庖給電所において試行・評価ののち，全支!吉で操作票検証

に，また火力発電所で系統状態の監視に採用された。

6.7 参考文献
(I)杉原:iエキスパートシステムの電力技術への適用に関する調査・研究(第 1報) (系統事故区間判定

システム(パソコン版)の試作)J ，中国電力技研時報No.77，pp.27・41(平成3年3月)

(2)itJII，益回，山中:iCR Tによる配電系統監視盤の表示手法の開発J，中国電力技研時報 No.76，

pp.91-100 (平成2年9月)
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第 7章事故判定の支援

7.1 緒言
電力系統の運転，運用を行う各機関では通常，遠隔監視制御を行っており，監視対象と

なる通常数十箇所の変電所等の電気所について，開閉器の入り，切り状態，継電器および

自動復旧装置の動作状態等の 2値情報および各母線電圧や送電線潮流等有効数字で3桁程

度の計測情報のあらかじめ決まった項目について数秒程度の更新時間で監視している。

電力系統において「事故」とは雷撃等による短絡，地絡等により保護装置が動作し電力

系統の一部が停電する事象を指す。上記のような監視体制の下で，顧客の停電を防止し，

早期復旧を行うためには事故時に監視対象の電気所で発生している事象を，迅速，的確に

把握することが必要条件となる。

このためには，対象とする電力系統に加え現地機器および監視装置に関する充分な知識

により， I喰られた情報から現地での事象を監視者の側で再構築する必要がある。このよう

な作業により，場合によっては得られた情報に含まれる矛盾から，装置故障や情報の欠落

を発見することが可能となる。そして，このような業務には上述の知識を用いて瞬時のう

ちに推論する能力が必要で，これはオベレータの長年の経験や勘によるところが多い。一

方，対象となる電力系統は年々大規模・複雑化し，また各運転機関ではオベレータの世代

交代が進み，上記のような事故対応能力の維持が大きな課題となっている。

このような状況に対して，エキスパートシステムを導入しオンラインで事故状況の把握

を支援しようとするシステムが研究，開発されている (1)。しかし，それらは判定のため

に多くの情報を必要とし，このため監視装置の改造が必要であったり，熟練オベレータか

ら知識を収集するため開発に長時間を要したりするものが多い。また，判定結果が文字で

表示され，内容が複雑で、あったりして，事故の対応に追われるオベレータを支援できない

ものも多いc

そこで，監視装置の大きな改造なく入手できる情報を入力とし，系統図のグラフィック

去不等，すぐれたマンーマシンインターフェースにより最低限の事故状況の判定・表不を

行う「制御所用事故判定表示装置」を開発した。なお，既開発の「系統事故判定用エキス
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ノfートシステムJ， rスクローノレ式の系統図表示j などの成果を組み合わせたため短期間

(約9ヶ月)で開発を完了したc また，電力系統の頻繁な拡充に対応するためのデータメ

ンテナンスツールを併せて開発した。本章ではこの装置について，現地での実証試験を含

めて述べる。

7.2 装置開発の条件

7.2.1 支援内容

電力系統における事故は，前述のとおり保護装置による故障除去，機器保護のための停

電であるが，架空線部分における故障の場合，大部分はアークによる閃絡であり，短時間

の停電で消弧するため，一定時間後に再度充電する(試充電)。この際，試充電は通常自

動復旧装置 (ARE) により判断と実施が自動的に行われる。試充電の結果，万一故障が

残っていれば再度保護装置が動作する(試充電失敗)。また，期待通り消弧していれば復

旧完了となる(試充電成功)。試充電失敗の後再度試充電するかどうかは事故区間内のケー

ブル部分の有無や，事故の種類により判断が変わってくる。また，変圧器重故障など機器

の故障が確実である場合は 1度の試充電さえ行わない

本装置は電力系統の状態変化(以後「状変」という)発生時にオペレータが事故状況を

迅速，的確に把握するのを支援するものとするが，上記の一連の事故対応の流れを考慮し，

最低限必要な停電区間，事故区間，動作保護装置，試充電結果を各種のマン マシンイン

ターフェースを用いてわかりやすく表示するものとする。また，使用する情報の矛盾につ

いても論理的にチェック可能なものを表示するc

7.2.2 入力情報

変電所，制御所システムの改造を最小限にするため，現在制御所で得られるものの中か

ら必要なものを選ぶ(表7-1)。これらの情報は，制御所のデータ交換用CPUからデ

ータ放送 (DB)回線で放送されているので，モデムを用いて受信する。また，本装置が

必要とするオフライン機器(データ放送で状態が得られない機器)の状態については画面

から簡単に設定可能とする。
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表7ー1 入力情報

開閉器の状態

充電判定装置の状態

母線電圧の計測値
(母線の充電判定に使用)

継電器の動作(短絡，地語7重吉支障)(面線別，主|動作
保護と後備の別，距離リレーの段数は得られない)

AREの動作 (ARE実施)

良一不一
良
一
'一不一

F
一'一ド

F
一電一一

O
一停一コ

'一'一
D

N
一者

E
C

G
-充一
B

動作

ARE:自動復旧装置，保護動作の後，短絡，地絡等の故障が除去されていることを期待

し既定の条件が成立していれば 保護のため開放した遮断器を自動的に再投入する装置

7.2.3 マンーマシンインターフェース

マンーマシンインターフェースは，オペレータの迅速・的確な状況把握を支援するため

表 7-2に示すように系統図表示画面，テキスト画面および音声を用いて事故状況をオベ

レータに知らせる。

系統図はオベレータが見慣れている系統監視盤と同じものをグラフィック画面に表示す

るものとし，表示系統全体の 1/6程度をスクロール可能な形で、表示し，スクロール入力

デバイスには操作性の良いマウスおよびトラックボールを用いる。さらに，事故発生時は

自動的に事故部分にスクロールする機能を備える。

表7-2 事故状況の表示方法

項 目 内 ?fヲr {列
表示方法

系統図 テキスト 音声

状変種別 事故発生，試充電成功，試充電失敗，操作 O O 
動作継電器 00線短絡， 00線地絡等 O 
動作開閉器 OOCB切り， OOCB入り等 O O 
充停電 00線停電， 00母線充電等 O O O 
事故区間 00線事故， 00線永久事故等 O O O 

7.2.4 メンテナンスツール

電力系統は，常に改良拡充しているため，判定，表示に用いるマスターデータをこれ

に合わせて更新する必要がある。このようなメンテナンスを，画面上で対話的に容易に行

うためのメンテナンスツールも合わせて開発する。

7.3 装置構成

7.3.1 ハードウェア

ハードウェアとしてはEWSを用い，入出力インターフェースとして制御所CPUから

のデータ放送の受信にRS-232CX2CH(1200bps， 2400bps)，音

声合成装置へのメッセージ出力， トラックボールによる画面スクロールの指令入力にRS

232Cをそれぞれ lCH使用した。
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7.3.2 ソフトウェア

(1)OSおよび言語

ソフトウェア開発環境を表 7-3に示す。

OS 

三云舌五
Z二ヨロ口

表7ー3 ソフトウェア開発環境

ISUN/OS 4. 1. 1 
日本語オープンウインドウ(Xウインドウ
C 

プロセス開通信 |共有メモリ，メッセージ

G U 10"77ィカ!レユ-r-インクー7エース)IXVi ew  

(2)事故判定プログラム

Xll互換)

本装置のプログラムは受信部，判定部およびマンーマシンインターフェース部 (MM1 

と略記する)から構成した。これらはそれぞれ複数のフ。ロセスからなり，この間は共有メ

モリとメッセージで、通信を行っている(図 7- 1)。

制御所

a.受信部

図7ー1 プログラム構成

系統図表示.

メッセージ表

メンテナンス

ツール

受信部は，データ放送の受信，状変検出，現在状態の共有メモリへの書き込みおよび回

線監視を行う。

(a)データ放送の受信

RS-232Cポートを聞き，制御所CPUからデータ放送を受信する。制御所CPU

は2系統あるが，そのどちらからも受信可能としており，オベレータの操作で受信系を切

り替えることができる。受信したデータはポジションテーブ、ルを参照して，開閉器，充判

(区間の充停電の判定装置)，継電器およびAREの現在状態に変換する。母線の充判は

電圧値で受信するので，この値から充停電を判定するc

(b)状変検出

データ放送では，状変が起きた場合特別なフレームでこれを送ってくるので，これを検
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出するc 一部の開閉器は，状変があってもこの特別なフレームがこないので，常時以前の

値と比較し状変を監視している。

(c)現状書き込み

状変を検出すると，これを共有メモリに書き込む。共有メモリは現状値の他に，過去の

状態値を記憶しており，リング、バッファのように用いている。このため， P STと呼ぶポ

インタを設け，これが指し示す部分に最新の現状値があるようにしている。受信部は，状

変を検出すると，ある一定の時間(約 10秒)続けて入力される状変を待ち，これらをー

まとめにして最新状態として共有メモリに書き込む。この処理は，一つの原因で、発生した

多数の状変をーまとめにするために行う。この後，判定部にメッセージを用いて状変発生

を{云える。

(d)回線監視

受信データが途絶えた場合と受信データにBCCエラーを検出した場合は，プロセス開

通信でMM1 ~こ伝える。

b.半Ij定部 (1) 

判定部は各種初期設定，状変情報からの事故状況，事故区間の判定および状変メッセー

ジの送信を行う。

(a)初期設定

各プログラムが必要とする電力系統のデータを共有メモリ上に展開する。また，前項で

述べた共有メモリを確保する。これらメ

モリは他のプロセスから参照することが ー一一一区間l (甲母線}

可能であるc また，オフライン機器につ f一寸 a 区間2 (無名)

いてオベレータが設定変更する度に状態
司『

ー一一一区間3 (乙母線}
の値を書き換え，状変発生と同様に処理

A:- 区間4 (無名}
する。

(送電線)

(b)事故状況の判定 .....--ーで~区間6 (無名)
状変発生時は，受信部からのメッセー

ジにより判定を開始する。判定は，充停

電判定，イベント判定，事故区間判定の 凡例 (母線)

口③: CB (支線)
順に行う c ここでいう区間とは，開閉器 : LS.JP (送電線)

(CB， LS， JP等)で区切られた， ー・・区間

電力系統の主回路の部分を指すものとす ‘fa Iす閤10 (無名}

る(図 7--2 ) したがって，複数区間 '-r' -~-ーーー区間11 (母線)

からなる送電線の場合，同一名称の別区 図7-2区間の例
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' ア!不合理

Lー…… D.~

4 ーー消灯不合理 | 

¥__  ar.t側--'

またCBとLSの聞の部分のよう聞が生ずる。

に無名の区聞がある。

イ.充停電判定(2) 

充判および開閉器の状態から電力系統各区間

の充停電を判定する。即ち，充判点灯区間につ

ながっている区間は充電とし，残りを停電とす

(図 7-3)。充判は系統各所に複数あるのる

図7ー3 充停電判定

表7-4 イベント種別
'イベントに含まれる状変

開閉器の「入り」または「切り」のみ
継電器動作とその接続CBの「切りJ
AREまたは再開路継電器の動作と
その接続CBの「入りJ
AREまたは再開路継電器の動作と
継電器動作

X:切リの開閉器
Eコ:点灯充事j
圃・:消灯充事j

一一:充電区間

ー:停電区間

図中に示すよう誤った情報がある場合は，で，

それを伝えるメこのときは，な矛盾が生じる。

ッセージを出してオベレータにデータの修正を
凡伊l

要求する。

ロ.イベント判定

この状変がどんな種類のイベン

'cr
一
，4
4
 

一
操
一
生
一
功

一
の
一
発
一
成

別
一
時
一
の
一
電

一
常
一
故
一
充

i
i
i
-
t
 

-冷E
Z

一、一
-
-
z
f
=
三ロ

(表7-4)から発生したか判ト

この状変が複数ただし，定する。

のイベントを含んでいることが考

試充電失敗
まず，充停電が変えられるため，

その後それぞれのエリア毎に表7-5の条件に照

化した部分をエリア毎にまとめる。

らしてイベントの種類を判定する。

ハ.事故区間判定 (1)

イベントが事故発生， ARE失敗の場合は事故

区間を判定する。まず，動作した継電器の保護範

囲をその種類に応じて表7-5に示すノレールによ

今回停電した区間で、あって，り検索する。次に，

動作したすべての継電器の保護範囲に含まれる部

このとき，事(図 7-4)。分を事故区間とする

故区間の内に2つ以上の有名区聞がある場合はそ
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実際の電力系統には，多種類の継電器がついているが本装置はその種類の情報を得てい

継電器種類別の保護範囲

接続している CTから保護方向に
3区間以内の区間
接続している CTから保護方向に
零相回路がつながっている区間

接続している複数のCTに固まれ
た区間

最後に停電した区間

とさらに広い範囲を「主保護Jその送電線だけを保護する

民一日
守
，表
一
器一電一継一絡一短

保護しバックアップの機能を持つ

たとえば，送電線には，ない。

そのどとがあるが，「後備保護J

差動継電器
(Tr87等)
地絡順序継電器
(B G F) 
*データベースにCTはないのでCT位置は最寄りの開閉器位

置で代用する。転送トリ ップ等でCTの近くに開閉器がない場

合は仮想の JPを設けてこの位置を用いる。

地絡継電器
ちらが動作したかはわからない。

そこで本装置ではより広い保護範

囲の継電器が動作したものとして

事故区間を判定しているc

試充電前に事故区間で、あって，

再度事故区間と判試充電の結果，

定した区間は永久事故区間とする。

ニ.状変メッセージ送信

系統上の各開閉器，区間について変化した部分について表示変更指令をMMIにメッセ

また状変開閉器，動作継電器，充停電判定結果，事故区間の判定結果を各ージでおくる。

音声発電気所毎にまとめてテキスト表示，イベントについてオペレータが読み易いよう，

声指令としてMMIにメッセージでおくる。

.."ト.，;'!a!S 
色!i(IJ
回俗，陣主L 睡ヨ
9ndCs 

~拘 f宏 、

唖聞喧-- 睡S
80ZC6 
句、

等制喧?
や蝿叉.2L 右組
'301CB 
切"

許努5向
:ノ
'"・普賢・

図7ー5 本装置の表示画面

c.恥4肘11 

MM  1 r;:t， 音声メッセージ発声およびオベレーテキストメッセージ表示，系統図表示，

タからのコマンド入力を行う他， 各種のシステムメッセージの表不を行う c

(a)系統図表示 (3)

マスターファイルの固定画面データ，判定部からの各開閉器および区間状態を入力とし
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て，系統図を系統表示用グラフィックウインドウに表示する(図 7-5)。各開閉器およ

び区間は状態に応じた色(入:赤，切:緑，充電:白，停電:青等)で表示する。この図

はオベレータからのトラックボールまたはマウスによるスクロール指令に応じて上下左右

にスクロールする。また補助画面を表示し，ここで全体系統の内どこを見ているかを表示

する。状変発生時は状変開閉器を表示できる場所へ自動スクロールするO もし，これらが

1画面に入りきらない場合はとりあえずどれかの開閉器が表示できるようスクロールし，

補助画面上ですべての状変開閉器の位置を表示して他にも状変があることを知らせ，オペ

レータの確認入力で残りの部分へスクロールする。

また，オフライン機器や，試験中の開閉器の状態を手動で設定するため，オベレータが

開閉器をマウスで指示するとこれの状態設定を受け付け，判定部に送信する。

なお，受信部から回線断等のデータ異常のメッセージを受信すると，系統図を消去し，

メッセージを表示してオベレータにその旨を伝える。

(b)テキストメッセージ表示および音声メッセージ発声

状変発生時，判定部からのメッセージ表示指令に従って，事故状況，動作継電器・ AR

E，ONまたはOFFした開閉器，充/停電区間，事故区間を表示する。この表示は上下

スクロール可能なウインドウに行うが，自動的にスクロールされて消えてしまったメッセ

ージは手動スクロールで再度表示することができ，事故の経過を知ることができる。また

テキストメッセージの内イベント種別と充/停電区間，事故区間を音声で発声する。

(c)コマンド入力

マウスによる画面上のボタン操作によりモード変更(後述)等のコマンドを受け付ける。

7.4 機能
これまでオンラインデータを受信し事故を判定するオンラインモードを念頭におき，各

プログラムの動作について述べてきた。ここで，もう 1つのモードであるシミュレーショ

ンモードとともに，装置全体の機能を説明する。

7.4.1 オンライン機能

(1)平常時

オンラインデータに基づき現在の開閉器状態および各区間の充停電状態を，判定・表示

する。なお，オフラインのため開閉状態がわからない開閉器，充判および点検などのため

誤った状態データを受信している開閉器，充判については，マウスにより系統凶上で手動

で設定可能である。もちろん，手動で設定した状態に基づき充停電判定を行って表示する。
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(訪状変発生時

状変発生時はイベント種別，充/停電区間等を判定してメッセージを文字および音声で

知らせる。状態が変化した開閉器，区間は系統図上の表示を変える。事故の場合，系統図

は，事故による状変開閉器が見えるよう自動でスクロールする。また，下記シミュレーシ

ョンに利用するため事故時の一連の状変を自動的にファイルに記録する。

7.4.2 シミュレーション機能

本装置の検証およびオベレータの訓練のため設けた機能である。過去の事故例または訓

練用の事故例のファイルを読み込み，事故時の状態変化を再現する。ステップボタンによ

り1ステップずつ進めて再現する。また逆方向に戻すことも可能であるが，このときはメ

ッセージは出ない。これにより実際には短時間で、終わってしまう事故を 1ステッフ。ずつ，

必要に応じ繰り返し確認することが可能である。なお，シミュレーションモード、で、あって

もオンラインデータは受信しており，事故発生時は自動的にシミュレーションを中止し，

オンラインモードに切り替えて，事故を知らせる。

図7-6装置の外観

7.5 データメンテナンスツール
判定部の項で述べたように，本装置は対象とする系統に関する多数のマスターファイル

やテーブソレを参照して動作する。対象とする電力系統は，頻繁に改造・増設などの変更が

行われる。したがって，対象系統の変更に合わせて各マスターファイル類を更新し続ける

必要がある。また，今回対象とした系統以外の系統に適用しようとする場合，多数の情報

を決められたフォーマットに書き込んでマスターファイルを作成しなければならない。そ

こでこのようなメンテナンス作業が，本装置の詳細を知らない人でもできるようにしてお

く必要があるO 対話式のユーザーイ ンターフェースにより対象系統の変更を入力し，これ
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に対応したマスターファイルを作成するプログラムを合わせて開発した。

このツールでデータ変更を行う場合は，オンラインシステムの系統図とまったく同じス

クロール方式の画面上でタイノレj と呼んでいる 16 x 1 6ドットの正方形の部分を単

位として，以下に示す変更作業を行い，最後にファイルの更新を指令すると，プログラム

が各種の条件をチェックした上で，新しいマスターファイルを生成する。

なお，本文中では本装置のユーザーとしての制御所のオベレータを単にオペレータと呼

んできたが，メンテナンスツールの使用者はユーザーと呼んで区別する。

(1)ベース変更

系統図上で開閉器でも，区間でもない部分(地の部分)について，既に登録しである何

種類かのタイルから選んで張り付ける。マウスを筆のように用いて塗るように変更するこ

ともできる。

(2)開閉器変更(削除，新設，変更)

開閉器の削除，新設，移動および属性変更を行う。開閉器削除に伴い2つの区間が 1つ

に統合される場合は，区間の属性としてどちらに合わせるかユーザーに入力させて統合す

る。開閉器新設にともない 1つの区間が，分割される場合は同名の区間が2つできるが，

後のチェックでこれをユーザーに知らせる。開閉器の移動にともない区間(送電線等)の

形は自動的に変わる。

(3)区間変更(削除，新設，変更)

区間，即ち送電線や母線の削除，新設，形状変更および属性変更を行う。当然のことで

あるが，開閉器，区間を画面上で変更すれば，系統の接続関係の情報はこれに合わせて変

更される。

(4)エリア移動

開閉器や区間を複数含むエリア，たとえば 1つの変電所をまとめて移動させる。新しい

変電所ができるとき，系統図上にそのスペースを確保するために既存の変電所を多少移動

させる場合，この機能がないと大変な作業になる。

7.6 実証試験
本装置は平成5年2月~平成7年3月まで実際の制御所に設置して約2年間の実証試験

を行った。実証試験では判定の精度， MM  1の改善点，支援の内容を重点的にチェックし

た。試験中に多くの事故が発生したが線路故障のみで，試充電に関してはほとんどが成功

の事例であったが一部に失敗(永久事故)があった。
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7.6.1 判定の精度

当初，試充電失敗(永久事故)のケースに判定誤りが見られた。本装置は前述のように

ARE実施と保護装置動作のANDで永久事故としている。ところが，データ伝送の過程

でこれらのデータの到着が時間的にずれるとAND条件が成立しないのが原因であった。

そこで，対策として現場のARE装置の永久事故判断を採用する論理に改良した。ただし，

この判定手法によると AREによらず手動で試充電した場合に判定ができない，また現状

の情報入手方法では判定まで、に時間がかかってしまうという弊害が生じた。

また，短絡保護装置の保護区間を一律に3区間としたことが，一部実態と会わないため

保護装置ごとに区間長を設定できるよう改良した。これらの改良により判定の精度は改善

されたが，多重の故障時に正しく判定するかどうか現地では確認できなかった。

7.6.2 MM  1の改善点

充電判定等における不合理をメッセージ等で伝えていたが，監視装置の試験，データ到

着のずれなどで誤報をすることが多く，そのたびにオペレータが確認することは現実的で

ないためこれを報告しないようにした。

7.6.3 支援の内容

装置を使用したオベレータの意見を集約すると「支援は必要なタイミングで、必要最小限

の情報提供が望まししリということであった。たとえば試充電成功のケースでは特段の支

援を必要としないため，何のメッセージも出さないでほしいが，失敗のケースでは即座に

事故区間等を確認したいということである。本装置は現状の監視制御装置に手を加えない

形で入力情報を得るため，データの到着が遅い方法をとらざるを得ず，タイミングの点で

は満足できるもので、はなかった。

7.6.4 メンテナンスツール

実証試験中にも，数箇所の設備工事があり系統構成，保護装置など画面や設定情報を変

更する必要があったc データメンテナンスツールを用いてこれらに対応する画面およびデ

ータ修正を行い，短時間に確実に実施することができた。実運用においてデータメンテナ

ンスツールは不可欠のものといえる。

7.7 結言
制御所における，事故状況の把握を支援するためこれらを判定表示する装置を開発，現

場に設置して実証試験を行った。まとめると以下のようになる。

(1)装置はスクロールCRTや音声メッセージ，事故時の自動スクロールなど良好なマン
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ーマシンインターフェースを備え，シミュレーション機能等オベレータの教育，訓練

にも使用できるよう配慮した。

(2)短期間で開発するためスクロールCRTや事故区間判定論理など既存の技術を組み合

わせ，オンラインの入力情報としては現状の監視装置から，大きな改造をしないで得

られるものを使用した。

(3)事故発生時に伝送される複数の状変情報は一定の時間以上入力が途切れたところで 1

つのク守ループとして判定に移る。さらに複数事故の同時発生の可能性を考慮し充停電

状態の変化を見て系統上離れた場所であれば，別事故として判定ができるようにした。

(4)拡充工事等に伴うデータメンテナンスを容易に行うため，対話式のデータメンテナン

スツールを開発した。

(5)実証試験において，オンラインデータの伝送中の遅れが予想以上に大きく，判定不具

合が見られたが待ち時間の調整と一部の採用するデータの変更で対応することができ

た。また，真に必要な情報だけを提供してほしいというニーズが生じ，そのように改

良した。

(6)既存の監視装置に大きな改造を施さないという前提のため オンラインの入力データ

をすばやく得ることができず，オベレータの希望したタイミングでの情報提供はでき

なかった。

今後，監視制御装置の伝送容量，伝送速度が向上し，必要なオンラインの入力データ

をすばやく得ることができるようになった場合，扱うデータ量が増加することが考えら

れ，これに対応する通信方法の改善や分散処理の実現が課題として考えられる。
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7.9 付録プロセス構成
本装置は， EWS上で、マルチプロセス(多数のプログラムを同時に実行し，それらが互

いに連携をとりつつ動作する)で稼働する。以下に各フ。ロセス(=プログラム，マルチプ

ロセスの 1部として動作する場合ブpロセスという)の動作について列記し，付図 7-1に

オンライン動作時の相瓦の連携を示すc

(I)D Bデータ受信プロセス

RS232Cポートを聞き，制御所DXからのデータを受信する。回線断， BCCエラ

ーを監視する。受信データを下記の検出プロセス(2)，(3)に渡す。

(2)現状チェックプロセス

常送フレームを監視し，本装置が認識している現在状態(オンライン系統状態メモリ)

と一致しているかを監視して，不一致があれば状変として検出し，状態メモリの該当箇所

を書き替えた後，充停電判定プロセスに通知する。

(3)状変検出プロセス

9 9フレームを監視し状変を検出する。検出時，状態メモリの該当箇所を書き替えた後，

充停電判定プロセスに通知する。

(4)充停電判定フ。ロセス

系統状態メモリの，充判および開閉器情報から，各区間の充/停電状態を判定し，状態

メモリに記入する。終了すると事故区間判定プロセスに通知する。

(5)事故区間判定ブロセス

系統状態メモリの各区間情報をみて，事故前と異なる部分を抽出し，エリア毎にまとめ

るいこれらのエリアについて充停電変化の原因となった開閉器動作およびその原因である

継電器動作を検索して，事故発生， ARE成功，操作等のイベント種別を判定する。

イベント種別判定後，動作継電器がある場合は，その継電器の保護範囲を検索し，全動

作継電器が保護していた区間を事故区間として状態メモリに記入し，状変送信プロセスに

通知する。また同時に，イベント種別，動作継電器，開閉器，状態が変化した区間につい

てメッセージを組み立てMM1 iこ送信するe

(6)状変送信プロセス

事故判定の終了後，状変前と状変後を比較し，異なる状態についてMMIに送信して，

系統図上の表示変更を要請するコ

このプロセスは，事故時のみでなく，シミュレーション開始時等のモード変更時にも表

示変更を要請するc

(i)フロントエンド、プロセス

MMIの窓口の役目をするプロセスである。系統図上の表示変更，メッセージ表示など

の依頼を受けて，系統図表示プロセスに依頼して表示を変更させ，メッセージ表示依頼に

-98 -



第 7章事故判定の支援

より文字メッセージの表示，音声メッセージの発声を行う。

また，開閉器の状態設定，モード変更，シミュレーションのステップの「進みJ，i戻

し」などのコマンドを受け付けて必要な各プロセスに連絡する。

(8)系統図表示プロセス

系統図のデータベースの基づき，系統図を表示する。 トラックボール，マウスによるス

クロール指令によりスクロールする。事故時は事故判定フ。ロセスから事故であることの信

号を受け，事故の部分にスクロールする。

(9)手動設定プロセス

MMIから手動設定(オフライン設定)の開閉器および状態を受信し，系統状態メモリ

を書き替えるとともに，充停電判定プロセスに状変発生を送信して，判定を依頼する。

(10)状変保存プロセス

事故発生時，事故区間判定プロセスから判定依頼を受信し，現在進行中の状変を記憶す

る。状変が一定時間途絶える(落ちつく)と記憶している状変をシミュレーションファイ

ルとしてディスクに書き出す。

(11)シミュレーションプロセス

シミュレーション実行時に，指定したシミュレーションファイルをシミュレーション系

統状態メモリに展開しモード変更を各プロセスに通知する。これにより装置はシミュレー

ション状態に切り替わる。

(12)初期登録プロセス

系統データベースを各プロセスから参照できる共有メモリ上に展開し，また系統状態メ

モリを共有メモリ上に確保して，デフォルト値を記入しておく。

(13)トラックボール監視フ。ロセス

トラックボールからRS232Cポート経由で送られてくるスクローノレ指令を，系統図

表示フ。ロセスに転送する。
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第8章事故復旧時の電圧調整の支援

8.1 緒言
本章および次章では事故後の復旧について検討する。ここでいう復旧とは設備そのもの

の原状復帰ではなく，供給支障(顧客の停電)の解消を意味する。事故後に永久事故区間

が残った場合や電源を含む広範な系統が停電した場合，単純な再開路では復旧できない場

合が多く，その手順について今日まで多くの検討がなされてきた (1) - (5)。また，エキ

スパートシステムによる復旧の支援が提案され，研究が行われている (6) (7)。

しかし，特に広範な停電においては，復旧過程における電圧および需給バランスの調整

について考慮、が必要であり，その点がいまだ不十分であると思われる。そこで，本章にお

いては広範な停電後の復旧における電圧の調整について，また次章において需給バランス

の調整について検討する。

復旧初期の段階では送電線の充電に伴い過電圧が発生する(5)。定常的な過電圧を解消

する方法として，次の二つが提案されている。一つは供給支障を最小化するよう目標系統

を作成した後，電圧問題を解決するための調相設備投入量を決定するものであるは)。も

う一つの方法は，復旧用電源から負荷や電源への復旧ルートを決め，過電圧の発生が予測

されるときは，復旧ルート上の調相設備を投入するものである (9) (1 0)。これらの方法に

共通していることは，操作後の目標系統または復旧ルートにおける電圧を検討の対象とし

ている点である。前者を例にとると， 目標系統に達した後，適当量の調相設備を投入すれ

ば過電圧は解消されるが，一般に広域に及ぶ停電では，復旧に多くの操作が必要であり，

目標系統に達するまでにかなりの時間を要する。操作の途中で過電圧が発生した場合，目

標系統に達してから調相設備を投入したのでは変圧器などの送電設備に長時間過電圧がか

かることになる。電圧の大きさによっては，送電設備は短時間で損傷を受ける (11)。ま

た，事前に調相設備を投入しておくことも考えられるが，この場合には電圧が下がりすぎ，

送電設備の正常な動作は保証されない。このように，ある一つの系統状態をもとに調相設

備の投入量を決めるのは，復旧時における電圧制御の方法として十分ではない。

本章では，上記の問題に対処するため，系統操作と並行してリアクトルを投入を決定す
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る方法を提案する。方針ーとしては，操作ごとに潮流状態を調べ，母線の電圧や電源の無効

電力供給量からリアクトルの投入が必要か否かを判断し，必要ならば適当な変電所のリア

クトルを投入する方法をとる。潮流状態をフィード、パックするため，操作手順の変更など

にも柔軟に対応できる。また， リアクトルの投入条件や選定基準をプロダクションルール

で表現し，これを既存の系統操作用エキスパートシステム(1 2) (1 3) に組み込むことによ

り， リアクトルの投入を含めた操作自動化の可能性について検討する。制御に必要な情報

はオブジェクト表現を使って管理する。また，操作やリアクトル投入ごとに自動的に系統

データを更新し，潮流計算により潮流状態を模擬する機能をシステムに付与する。この機

能により，制御目標を満たすよう投入条件，選定基準，および操作手順を調整する。本章

では，第2節で対象系統の復旧時における電圧上昇について述べ，第3節では電圧制御の

ための基本方針を示す。第4節では基本方針に基づいて試作したシステムの具体的な内容

を述べる。第5節では試作システムの検証および評価を行う。

8.2 問題の記述

8.2.1 対象系統

図8-}に対象とする超高圧モデル系統を示す。 Sl'"'-'S22は管轄下の変電所 Nl'"'-'

N3は他系統の変電所， Gl"""'Giは発電所である。系統は 500kV送電線を基幹とし，その

下に 275kV送電線が串形につながる。常時の運用は放射状で，破線で示した送電線は予

備である。

L2.) SI:! Sl~ 

G， 

N" 

図8-1 モデル系統

8.2.2 復旧の流れ

500kV 

L
2 
S， L， N， 

~ 
Li! 

L 3 u 275kV 

S 1 5 

対象系統が全停電時に行うべき操作は，電気所ごとに操作規則により定められている。
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送電線の充電および送電線からの受電が主な操作である。各電気所が所定の操作を行うこ

とにより系統の再構成が進む。初期電源の選択の仕方により図 8-2に示す三つの復旧パ

ターンが生じる。(1 2) (1 3) 

パターン 1は他系統変電所Nrを初期電源とするものである。復旧は矢印の方向に進む。

操作規則により停電1分以降. Nrを起点として 500kV変電所が東から西へ順次復旧さ

れる。また，復旧された 500kV変電所から下位の 275kV変電所および発電所が復旧され，

最終的には超高圧系統すべてが復旧される。本パターンは対象系統における標準的な復旧

方法である。

パターン2は何らかの原因で変電所Nrが初期電源として使用できないときに生ずる。

操作規則により停電 15分後，他系統の変電所N2とN3を初期電源として復旧が始まる。

まずN2から 500kV系と変電所S5下位の 275kV系が復旧され. N3からは変電所S8を

中心とする一帯が復旧される。しかし停電部分が残っているので，給電指令により S2. 

S3. S4から下位の 275kV系を復旧する。破線の矢印は給電指令による操作を示す。最

後に S8で、N2系と N3系を並列し，復旧が終了する。

( a )パターン1

( b )パターン2

図8-2a復旧パターン(その1)
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(c)パターン3-1

N， 

( d )パターン3-2
図8ー2b復旧パターン(その2)

パターン3は他系統の変電所がいずれも初期電源として使用できない最悪の場合に対し，

二つの揚水発電所G6とGiを自立起動して初期電源とするものである。操作規則による

徒旧範同はかなり限られている。そこで，給電指令により Si，S8から下位の電気所を復

旧した後，連絡線L8，L 11を充電してS2， S 3を復旧する。ここで， 500kV系と 275kV

系のいずれを先に復旧するかで二つのケースに分かれる。(c )図では 500kV系をまず復

旧した後， 500kV系から 275kV系を復旧している。一方， (d)図では予備線Lli，L18 

により S9， S 10など 275kV系を復旧した後， 500kV系を復旧する。 500kV系の復旧は，

S~ から L3 を充電して S2 と S3 を並列し，続いて L4， L5， L2の順に充電する。

これらの操作の進行に伴い，復旧した電気所の母線電圧を適正な範囲に維持することが

新たな課題となるc 以下，この点について検討する。

8.2.3 フェランチ現象

フェランチ現象とは，軽負荷の送電線を充電したとき送電線の充電容量の影響により，

受電端電圧が送電端電圧よりも高くなる現象のことである。この現象は電圧階級が高くな
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るほど，また送電線のこう長が長くなるほど顕著になる。

表 8-1は，復旧最終状態における主要変電所の電圧を潮流計算により求めたものであ

る。ただ、し，各パターンとも初期電源のみをPV指定とし，他の母線はすべて PQ指定と

した。初期電源から遠くなるほど電圧が高くなる傾向にあり，たとえばパターン 1ではS

1， S2， S3， S4， S5の順で電圧が高くなっている。電圧上昇の最大はパターン 1で

28.2%，パターン2で 19.1%，パターン 3・1で 35.2%，パターン 3-2で 30.9%であり，

し、ずれもかなり高い値となっている。また，初期電源、の無効電力供給量はパターン 1では

956MVarであり， N1が有する調相容量をはるかに上回る。パターン 2でもN2が

751MVar， N3が89MVarと，大きな値を示す。パターン3で、はG6が 300'"'-'320MVar， 

G7が 381'"'-'388MVarとなっている。それぞれ発電機の容量にほぼ等しい値であり，この

ような状況での運転は困難である。

表8-1 主要変電所の電圧 (pu)

変電所 復旧パターン

S 1 2 3・1 3-2 

S1 1.050 1.181 1.293 1.274 

S2 1.119 1.178 1.289 1.270 

S3 1.188 1.158 1.300 1.280 

S4 1.246 1.108 1.336 1.302 

S5 1.276 1.053 1.345 1.309 

S6 1.132 1.191 1.204 1.191 

S7 1.128 1.187 1.200 1.187 

S8 1.208 1.076 1.208 1.212 

S9 1.251 1.112 1.341 1.292 

SlO 1.282 1.058 1.352 1.307 

以上，単に復旧手順により送電線の充電と受電を操り返すだけでは母線電圧を適正な値

に保てず，また，初期電源、からの無効電力供給量も過大になることが確認された。したが

って，復旧を完全に行うには，送電線の操作と並行して系統内のリアクトルを適宜投入し，

電圧および無効電力を制御する必要がある。次章では，復旧時の電圧制御について基本的

な考え方を提案する。

8.3 電圧制御の方法

8.3_1 制御目標

図8-3は系統が初期状態から最終状態へ移行するまでの操作とリアクトル投入の関係、

を概念的に示したものである 8.2.2項で述べたように，操作手順および系統の最終状態

は初期電源の選び方により決まっている。問題は， リアクトルをどのように投入すれば電
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圧および無効電力を適正な範囲に保つことができるかである。これを具体的に書き表すと

次のようになる。

リアクトノレ投入

存t! 2~3 ・

!+1i+2#3・

系統操作

図8-3系統操作とリアクトル投入

〔制御目標〕 すべての系統操作とリアク卜ル投入の前後において

VJJ三Vi三Vu i すべての母線 i・ ・(8-1) 

QJi三QJ三Qui すべての電源 i ・(8-2) 

ただし Vu， VJ 電圧の目標上下限，Qu， Q J 無効電力供給量の目標上下限

を満たすこと。

(8 -1 )式は電圧の目標範囲を示すが，事故時復旧中は定格電圧::!::5%となっている

(1) (8-2)式は初期電源のほか，並列された発電機にも適用される。無効電力の目

標値は電源により異なるが，並列発電機については定格容量の::!::30%とする。

注意すべき点は，すべての操作とリアクトル投入の前後で， (8-1)， (8-2)式が

満たされなければならないことである。既に述べたように，最終状態におけるリアクトル

投入量を決定するだけでは不十分であるは)。なぜなら，最終状態に至るまでに電圧や無

効電力が目標値を逸脱するからである。系統操作に要する時間を考えると，そのような状

態が続くのは好ましくない。少なくとも逸脱が生じた時点で、対処しなければならない。一

方，系統操作ごとに最適なリアクトル配置を数理計画法などにより求めるのも一つの方法

である。しかし， リアクトルの容量は送電線の充電容量と同程度であり， リアクトルの操

作によっても電圧は大幅に変動する。系統操作のたびに多数のリアクトルを入切するので

は，その聞に電圧や無効電力が大幅に変動する。したがって， リアクトルについても，投

入ごとに系統の電圧や無効電力を適切な範囲に保つことが必要である。

8.3.2 制御方法

上述の制御目標を実現する一つの方法は，操作ごとに投入するリアク卜ルを事前に逐一

検討するものである。しかし，系統内には多数のりアクトルがあり，投入時期および順序

の組合せは膨大な数となって現実的ではない。本研究では，操作ごとに実際の潮流状態を

調べ，それを参考にして適当なリアクトルを投入することにする。つまり，電圧や無効電
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力の状態からリアクトルの投入が必要か否かを判断し，更にどのリアクトルを投入するか

を決定する。以下，具体的な方法について述べるe

(1)リアクトノレ投入の判断

リアクトル投入の判断基準となるのは，系統内の母線電
表8-2 発電機容量 (MW)

圧および電源から供給する無効電力量である。投入条件を 発電所 容量×台数

次に列挙する。 Gl 460 

(i) V fiこ1.02 :充電母線
G2 700 

G3 500 
(邑 )Q i;'こQci Nl""'N3， G6， G7 G4 500X2 

(出)QiとO.lX発電機容量 G I""'G5 G5 700 

コ
G6 75X4 

(お)工 Qiと0 Gl""'G5 G7 310X2 
1=1 

ただし V:母線電圧，Q:電源の無効電力供給量 Qc 電源の無効電力供給量上限

表 8-3 リアクトル容量

無効電力は進相を正とする。投入条件(i )はすべて

の充電された母線の電圧を調べ，定格電圧より 2%以上

高い母線があればリアクトルを投入することを意味する。

電圧の制御目標は定格電圧::t5%であるが，送電線を充

電すると電圧が数%上昇することがあるので事前に電圧

を下げておく。条件(垣)は初期電源からの無効電力供

給量を制限するものであり，供給量が上限Qcより多く

なるとリアクトルを投入する。表8-2に発電機の容量

を示すが G6，G7は容量があまり大きくないので特に

注意を要する。条件(温)は火力発電所から供給する無

発電所

52 

53 
54 

55 

56 

58 

59 

510 

511 

512 

513 

514 

(MVA) 

容量×台数

100X2 

100X4 

100X2 

60X 1 

20X3 

20X3， 40X 3 

40X 1 

20X2 

20X2 

20X4 

40X 1 

20X2 

効電力を抑制する。発電機はAVR運転により端子電圧を一定に保つが，無効電力の変動

を発電機容量の::t30%以内に収めるよう，ここではQが発電機容量の 10%を超えた時点

でリアクトノレを投入する o 条件 (iv) は火力発電所による無効電力供給量の総和が Oを

越えた時点、でリアクトノレを投入することを示す。条件(垣)"-' (iv) により，送電線の充

電に伴う無効電力補償は主にリアクトルにより行われる。各条件の右辺の値は理論的に決

められるものではなく，幾つかの値について検討を行い，その結果から適当なものを選ぶ

必要がある。 Qcの影響については 8.5節で検討する。

(2)投入リアクトルの選定

リアクトルの投入が必要と判断されると，次はどのリアクトルを投入するかを決定する
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ことになる。表8-3に変電所に設置されているリアクトルの容量を示す。 リアクトルは

系統内に均一に配置されているわけではなく，変電所ごとにかなり偏りがある。これらの

リアクトルをどのような順序で投入するのが最適かを知ることは非常に困難である。

では簡単のため，次の選定基準に従って投入リアクトルを選定する。

( i )最も母線電圧が高い変電所のリアクトルを，容量の小さい順に投入する。

(並)リアクトルが配置されていない変電所や，すべてのリアクトルが既に投入された

変電所では投入できないので，その次に電圧が高い変電所のリアクトルを投入す

る。

(iii )母線電圧が定格電圧以下の変電所ではリアクトルを投入しない。

( iv)パターン3では 500kV送電線を充電する前，つまり 275kV系復旧中に 500kV

変電所のリアクトノレを投入しない。

( v )リアクトル投入の結果，ある母線の電圧が下がりすぎたとしても，一度投入した

リアクトルは開放しない。

基準(i )は，リアクトル投入の効果がかなり局所的であることに基づく。電圧の最も

高い変電所のリアクトルを投入するのが，電圧上昇を抑えるのに最も効果的である。また，

投入したために電圧が目標値より下がる可能性も少ない。基準(品)は電圧の高い変電所

から次々と投入リアクトルを探していくことを示す。基準 (iii)はリアクトルを投入する

ことにより，電圧が目標値より下がりすぎる危険を避けるためである。基準(iv )は

275kV送電線充電に伴う電圧および無効電力の調整は 275kV変電所のリアクトルにより

行い， 500kV変電所の大容量リアクトルの投入を防止するためである。基準 (v) は，

リアクトルの投入・開放がハンチングするのを避けるためである。これにより投入操作の

みが行われることになる。なお， リアクトルの投入は投入条件 (i)"-' (iv) を満たす電

気所と電気的につながっている変電所で行う。パターン2や3のように，充電部分が二つ

のブロックに分かれる場合は注意を要する。系統の接続状態の認識法については次章で述

べる

以上， リアクトルの投入法に関して投入条件および選定方法を規定した。しかし，それ

によって 8.3.1項に掲げた制御目標が達成できるとしづ保証はない。何らかの方法により

これを検証する必要がある。
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8.3.3 制御の検証

図8-4に制御の検証フローを示す。ま

ず，系統の操作手順を設定する。対象系統

には，前述のような三つの復旧パターンが

ある。次にリアクトルの投入法を設定するC

ここでは 8.3.2項の投入条件および選定基

準を採用する。設定した操作手順を投入法

に基づいてシミュレーションを行い，制御

目標が満たされるかどうか評価する。評価

の結果，変更が必要であれば，まずリアク

トルの投入法を調整する。しかし投入法の

調整で不十分なときは，操作手順にも修正

を加える。変更により良好な制御結果が得

図 8-4 検証のフロー

られれば，そのときの操作手順および投入法を最終的なものとして採用する。操作手順の

見直しもときには必要となるが，逆にこのような検討なしには操作手順の妥当性は保証さ

れない。

一方，上記の検証には多くのシミュレーションが必要となる。それに伴う労力を軽減す

るにはできるだけ自動化することが望ましい。系統操作は以前に構築したエキスパートシ

ステムにより自動的に行うことができる(1 2) (1 3)。本章では， リアクトルの投入につい

ても，投入条件および選定基準をルールで、記述し，エキスパートシステムに組み込むこと

により自動化を試みる。この機能は検証だけでなく，実際の復旧において更に重要である。

なぜなら，中央給電所の運用者がリアクトルの投入条件および選定基準を操作ごとに短時

間で照合することは極めて困難なためである。また，操作による電圧や無効電力の変動を

知るには，計算機で対話的にデータを更新しながら潮流計算を行うのが有効であることが

知られている (14)。本章では，これを更に効率化するため，系統操作やリアクトル投入

ごとに自動的に系統データを更新し，潮流計算を行う機能をエキスパートシステムに付与

するc 次節では，これらの点を具体化した試作システムを提案する。
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8.4 試作システム

8.4.1 概要

図8-5に試作システムの概要を示す。

破線の右側が新たに構築した電圧制御部で

あり， 左側は既存の系統操作部である。系

統には 32の電気所があるが， 系統操作部

では各電気所ごとに操作内容を記述した知

識棟、(;レールの集合) を用意している。い

ま，操作部で変電所Sが選択され， ある操

作が実行されると， 電圧制御部ではまず系

統の潮流状態を調査する乙本章では，潮流

計算により潮流状態を模擬している。次に

母線電圧や無効電力の値から， リアクトノレ

の投入が必要か否かを判断する。 不要なら

ば次の操作に移り， 必要ならば投入リアク

ト今

他の知識源へ

系統操作部)_ i 介し

(既存) ¥; 

(電圧制御部)

(新規)

図8-5電圧制御の流れ

トルの選定を行う。 そして投入可能なリアクトルがあれば投入する。投入した場合には，

もう一度潮流状態を調査し リアクトル投入が更に必要か調べる。上記のチェックは操作

ごとに行うものとする。以下の部分では， 電圧制御部における潮流計算，投入条件の照合，

およびリアクトルの選定について， 具体的な手法を述べる。

8.4.2 潮流計算

図8-6に本システムにおける潮流計算の方法を示す。 電圧制御部はL s p， 潮流

計算はF0 r t r a nで記述されており， 両者聞のデータ授受はファイルを介して行う。

操作により系統の接続状態が変化するので，潮流計算用データを更新する必要がある。系

統状態は電気的に接続された母線や送電線，変圧器の集合により表現する。母線の集合を

ノードブロック， 送電線と変圧器の集合をブランチブロックと呼ぶ。図8-7は，復旧の

パターン 1により， N¥から S2まで復旧が進んだときの接続状態であり， ブ、ロックは

ノードブロック;

(NI-500， 81-500， 82-500， 82-275) 

ブランチブロック・

(L¥-l， LI-2， L2 -1， 82-Tn， 82-Tn) 

となる。母線は二重母線であるが， ブスタイスイッチを投入し， 一つの母線として扱う。

母線や送電線の情報はオブジェクト形式で記述する
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図8-8にオブジェクトの例を示す。電圧制御部では，操作のたびにブロック情報を更

新するとともに，ブロックに属するノードやブランチの情報をオブジェクトから読み込ん

で潮流計算用入力ファイルに書き込む。次に潮流計算プログラムを起動し，その出力ファ

イルから新たな電圧や無効電力の値を読み込んでノードオブジェクトの内容を更新する。

ノード ブランチ

オブジェクト オフ、ジェクト

潮流計算用 潮流計算用

入力ファイル出力ファイル

S 2-500 

母線甲，乙)

電圧:1.03 

位相 0.0 

有効電力:0.0 

無効電力・ 0.0

変圧器(s 2 -Tr l'S 2 -T r 2) 

L 2 - 1 L j - 1 

1..2二よ

両端 (Sj -500， S 2 -500) 

S 1 -500: 0 n 

S" -500: 0 n 

線路定数 (r， x， c) 

図8-6 潮流計算

L j-2 

S2-Trj 

S j -500 N j -500 

図8-7 系統の接続状態

S z-T r 

両端 (S2-500， S2-275) 

S2-500: 0 n 

S 2 -275: 0 n 

線路定数 (r，x， c) 

リアクトル (100，100) 

S 2 -275 

図8-8 オブジェクトの例

8.4.3 リアクトノレの投入

電圧制御部では，以上のようにしてオブジェクトに記録された電圧や無効電力の値を参

照することにより， リアクトルの投入が必要かどうかを判断する。リアクトルの投入判断

および選定は別々の知識源で行う。各知識源は複数のプロダクションルーノレからなる。

(1)投入の判断

投入判断に用いるルールを次に示す。

( i )もし，ある母線における電圧が定格電圧より 2%以上高ければ， リアクトルを

投入せよ。

(己)もし，変電所NIの供給する進相無効電力が 100MVar以上ならば， リアクトル

を投入せよ。

・(以下，各変電所について同様)

(吋)もし，発電所GIの供給する進相無効電力が 46MVar以上ならば， リアクトル

1
 
1
 
1
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を投入せよc

• (以下，各発電所について同様)

(xu) もし，発電所G1， "'Gsの無効電力の和が OMVar以上ならば， リアクトルを

投入せよc

上記のルールは，投入条件 (i) '" (iv) をそのままルール形式に書き直したものであ

り，ルール (u)'" (vi) は条件(u )に，ノレール(泊)'" (XU) は条件(出)に対応

する。ルールを順次調べ，一つでも成り立てばリアクトルの投入が必要と判断する。

( 2 ) リアクトルの選定

投入が必要なブロックに属する母線を，電圧が高いものから順に，次のルールにより調

べる。

( i )もし，

( u )もし，

(副)もし，

(iv) もし，

電圧が定格以下なら，その母線にはリアクトルを投入しない。

投入可能なリアクトルがなければ，その母線にはリアクトルを投入しない。

500kV変電所の母線でなければ，その母線にリアクトルを投入する。

初期電源がNl"'N3なら，その母線にリアクトルを投入する。

( v )もし，初期電源がG6，Gi，かつ 500kV系復旧中なら，その母線にリアクトルを

投入する。

ノレール(i )から順に調べ，適合するものがあれば後のルールは調べない。 リアクトル

は正確には母線ではなく，変圧器の三次側に接続されている。 図8-8の例から，母線

S2-500には変圧器S2一Tr 1， S 2一Tr 2がつながり， Sz-Trzには容量lOOMAの

リアクトル2台が設備されていることがわかる。投入時には容量を負符号としておく。こ

のようにすることにより， リアクトルの投入状態を把握することができる。

以上，潮流計算およびリアクトル投入の具体的な方法を提案した。簡単にまとめると，

本システムでは情報をオブジェクトで管理し，判断や選定をルールで、行っている。これら

の表現形式はモジュール性が高く，変更，追加，削除が容易である。次章では試作システ

ムによって対象系統の電圧制御を行い，その有効性を検証する。

8.5 システムの検証と評価

8.5.1 投入条件の調整

リアクトルの投入は，投入条件 (i) '"" (iv) により制御される。したがって，条件

式右辺の値は，制御結果に大きな影響を及ぼす。ここでは，初期電源の無効電力供給量を

制限する Qrにつき，その影響を調べる。
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表 8-4 電圧制御と Qcの関係
(a) N1 (パターン 1) 

投入量 Vmax Vmin 
(島町'A) (pu) (pu) 

720 1.029 0.941 
720 1.029 0.941 

720 1.040 0.950 

720 1.040 0.951 

740 1.053 0.959 
(b) No (パターン 2)

投入量 Vmax Vm i n 
(MVA) (pu) (pu) 

600 1.017 0.945 
600 1.017 0.945 

580 1.024 0.949 

580 1.045 0.954 
560 1.046 0.955 
560 1.046 0.955 

(c) N3 (パターン 2)

投入量 Vmぉ x Vm I n 
(MVA) (pu) (pu) 

80 1.019 0.951 
80 1.019 0.951 

60 1.020 0.987 

60 1.047 0.988 

60 1.047 0.988 

60 1.047 0.988 

Qma x 

(MVar) 

180 
180 
223 
223 

326 

Qma x 

(MVar) 

206 
206 
206 

206 
330 
330 

Qma x 

(MVar) 

42 
42 
42 
63 

63 
63 

表 8-4 (a)は，パターン 1において，初期電源NlのQcを変えた結果である。投

入リアクトルの総量は 720""'740MVAであり Qcによる変化はあまりない。 しかし，

Nlの最大無効電力供給量Qmaxは 180""'326MVarの範囲で変化する。 Nlの調相容量は

250MVAであり Qcをあまり大きくするのは適当でない。 VmaxとVmi nは系統を充電

していく過程で生じる最大電圧と最小電圧である。 Qcを大きくすると Vmax' Vmin 

とも，少しずつ上昇する。電圧の変動を定格の2:5%に抑え， かつQmaxを抑えるには

Qcを 100""'150MVarとすればよい。 (b)，(c)はパターン 2における制御結果である。

ただし，初期電源はN2' N 3であり，充電範囲がそれぞれ異なる。 Qcによりリアクトル

の投入量やN2，N3の無効電力供給量に若干の変化が見られるが，電圧はおおむね適当な

範囲にある。初期電源により投入量などが大きく異なるのは，充電する系統の電圧階級に

よるものであるc

表 8-5は，パターン 1の復旧過程でリアクトルがどのように投入されるかを示す。

NlのQcは 100MVarとした。 1回目の投入はS2がL2から受電した後行われ， S2で

100MVar投入されている。投入前のNJからの無効電力供給量Qsは 180MVarである。

これはSIにリアクトルがなく， L 1の 1，2号線と L2の1号線の充電容量 (50.9X2十

77.1) MVarをNlから供給しなければならないためであるつ投入は主に 500kV送電線操
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作時に行われるが，投入箇所は電圧や容量の関係から他の変電所となることがある。投入

前の Qsは常に 100MVar以上あり，投入条件を満たしている。 Qsの最大は 223MVarで，

S3がL4を充電した際に生じる。 VmaxとVm i nは投入前の系統最大電圧と投入後の最小

電圧である。 Vmaxの最大は1.040puで S5がL6を充電した際に生じる。一方 Vm i n 

の最小値は0.950puで S4でリアクトノレを 100MVA投入した際に生じる。

表8-5 投入リアクトル (1'¥ターン1)

リアクトノレ 操作内容 Q， Vma x Vmi n 
S (MVA) (MVar) (pu) (pu) 

S2 100 S2がL2より受電 180 1.009 0.987 

S2 100 S2から L3を充電 173 1.008 0.978 

S3 100 S3から L4を充電 223 1.034 0.986 

S3 100 11 120 1.008 0.969 

S4 100 S4から L5を充電 159 1.039 0.978 

S4 100 S8から L17を充電 116 1.014 0.950 

SIO 20 S5から LGを充電 134 1.040 0.985 

S5 60 11 116 1.027 0.964 

S 12 20 S5から Lsを充電 128 1.032 0.986 

SIO 20 11 113 1.028 0.980 

8.5.2 系統操作の調整

衣:8-6 (a)は，パターン3で 500kV系を優先復旧したときの結果である。ただし，

Qc はGG. G7とも OMVarとした。ケース 1は図 8-2 (c)に従って復旧を進め，ケ

ース 2ではL3を充電する前に， S7でS2，S3系を並列する。ケース 3は，更に S3系の

火力発電所Gl，G3， G5を並列し，その端子電圧を一定に保つ。電圧最大値はそれぞれ

1.086. 1.075， 1.068puであり，いずれも制御目標に達しない。ケース 4.......6では，ケー

ス3で最大電圧が S2から L3を充電するときに生ずることに着目し S2の代わりに S3

から L3を充電する。それぞれケース 1""'3に対応し，ケース 4，5は1，2とあまり変

わらないc しかし，ケース 6では最大電圧が1.046pu，最大電圧が 0.972となり，制御目

標を満たしている。 G6，G，および火力発電機の無効電力も少なく，発電機容量の 10%

程度以下である。なお. Gl， G3. G5の中 G5のみ並列でもほぼ同じ結果が得られる。

以とから.500kV系の優先復旧にはG5の並列と S3からの L3充電が必要であることが

わかる。

表8-6 (b)は275kV系を優先復旧した結果である QcはG6，G7とも OMVarで

あるc 去の*は 275kV系復旧中の電圧と無効電力の変化である。 S9が予備線L17から受

電する前に， S7でS2， S 3系を並列しており，電圧，無効電力とも適当な値を示す。

500kV送電線の充電はGI"""G5を並列してから行う。七つのケースは最初に操作する変

電所と送電線の組合せによるc ケース 1，2はS2から Lz，L3を，ケース 3，4はS3か

らL3，L-tを，ケース 5，6はS-tから L4，L5を，ケース 7はS5からL.5を，それぞれ
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最初に充電する。そして西へ順次充電し，その後東へ充電する。ケース 2は図 8-2

( d )に対応する。表中の Vmax' Vmin， Qmaxは 500kV系の操作に関するものであ

る。ケース 3----6では電圧が目標内にあり，発電機の無効電力も発電機容量の 10%程度

に抑えられている。 S3または S4から操作を始めるのが適当であるが，電圧的にはケー

ス3が最も優れている。 QmaxがG6，G7で若干大きいが， 275kV系復旧中とほぼ同じで

あり，問題とはならないc また G5が並列していればGj，G3の並列は必ずしも必要で

ない。

表8-6 電圧制御と操作の関係

( a )パターン3-1

投入量 V rn a x Vm i n Qma x (MVar) 

(MVA) (pu) (pu) G6 G7 G1 G:1 Go 
1 660 1.086 0.954 83 75 

2 660 1.075 0.956 61 68 

3 660 1.068 0.976 54 28 12 19 50 

4 600 1.088 0.954 57 98 
D 戸 600 1.074 0.956 60 69 

6 660 1.046 0.972 37 28 12 15 46 

(b)パターン 3-2

投入量 Vma x Vmin Qma x (MVar) 

(MVA) (pu) (pu) G6 G7 G2 G4 Gs 

* 180 1.020 0.971 37 28 

1 680 1.069 0.971 43 27 27 18 45 

2 640 1.067 0.980 53 25 27 29 48 

3 640 1.031 0.972 37 25 28 18 42 

4 640 1.044 0.976 30 28 28 34 53 

5 680 1.048 0.981 17 23 63 29 33 

6 640 1.044 0.979 25 19 54 61 32 

7 700 1.060 0.980 20 15 57 72 25 

G1<12， G3<21 

8.5.3 最終的な操作手順

復旧パターン 1と2については， リアクトル投入条件を調整するだけでよく，操作手順

は現在のままでよい。一方，パターン3については幾つかの変更が必要である。図 8-9

に変更後の復旧手順を示す。変更点は次のとおりである。
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図8-9復旧パターン3(修正版)

(1) 500kV系の優先復旧はG5が単独運転に成功し，すぐに並列できるときのみ行う c

基本的には 275kV系を優先復旧し，火力発電所Gl'"'-'G5が並列してから 500kV系

を復旧する。

(2) 275kV系の復旧においては S9がL17から受電する前にS7でSz系と S3系を並

列し，以後の電圧および無効電力の変動を抑制する。

(3) 500kV系の復旧はS3から L3を充電し SzとS3を接続してから，他の送電線を

図8-9の順に充電する。

以上の操作はすべて給電指令により行うが，必要な指令が自動的に選択できるよう指令

を追加登録した (1;])指令の数はS7における並列が 1，火力発電所の並列が 5，500kV

送電線の充電操作が7である。操作数が図8-9より多いのは，逆向きの操作を加えたた

めである。これにより S3以外の変電所からも 500kV送電線を充電できる。ただし，

操作には優先順位を設け，図の順に操作が選択されるようにしている。

以上の変更により，想定した三つの復旧パターンにおいて電圧および無効電力を常に適

正な範囲に維持することが可能となった。これにより本章の目標は一応達成された。また，

復旧過程全体では約 70'"'-'130回電圧制御部を通過するが，計算時間はルールの照合，潮

流計算用データの更新などに約 8""'10秒，潮流計算に約 2'"'-'5秒(計算機はFACOM-

M780)で、あったc また，すべての復旧操作作成に要する時間は約 1秒であり，計算速度

の点でも問題はないc

8.5.4 評価

本システムの特徴の一つは，系統の潮流状態に基づいてリアクトルの投入を行っている

ことである。これはフィード、パック制御に相当するものであり，状況変化に対して柔軟に
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対応しうる，すなわちロバストであるという利点を有する。リアクトルを投入するもう一

つの方法として，表8-5に従って操作ごとにリアクトルを投入する変電所および投入量

を決め，それをルールとして明記することが考えられる。しかし，それでは何かの理由で

操作手順に変更が生じた場合にうまく対応できない可能性がある。提案手法は表8-6

( b )から明らかなように，少し制御結果が悪くなるが，手順の変更にも対応することが

できる。したがって，本システムでは操作ごとにリアクトル投入の有無を記述することは

しない

もう一つの特徴は， リアクトルの投入判断や選定に少数の比較的単純なルールを用いて

いることである。一般的に潮流状態から投入判断や選定を行うといっても，かなり具体性

に乏しいものである。実際に行うには，判断および選定に必要な基準を明確なかたちで書

き表さねばならない。本システムでは制御上，必要と考えられる基準を幾っか列挙し，そ

れをルールとして用いている。投入条件はパラメータを含んでおり，シミュレーションに

よりその値を調整することで，かなり良好な制御結果を得ることができた。ルールベース

型システムの特徴として，ルールの追加，変更，削除が極めて容易である。したがって，

投入条件や選定基準の増減を容易に行うことができる。また，シミュレーションから得ら

れる知見や系統運用者の知識を更に追加することもできる。これにより，制御性能の向上

が図れるとともに，操作手順の変更にもより適切な対応が可能になると考えられる。

8.6 結言
本章では，電源を含む広範な系統が停電となった後の系統再構成時における電圧調整に

ついて検討した。以下にその結果をまとめる。

(1)フェランチ現象による電圧上昇を抑制するため，操作のたびに電圧および無効電力の

状態を調べ， リアクトルの投入を指示する手法を提案し，エキスパートシステムに組

み込んだ。

(2)また，操作やリアクトル投入による系統状態の変化を潮流計算により自動的にシミュ

レーションする手法を提案し，その機能を追加した。

(3)シミュレーションの結果 パターン 1と2についてはリアクトルの投入条件を調整す

れば，適正な制御ができることが判明した。一方，パターン3では火力発電機の並列

の有無や操作手順に配慮、が必要であることが明らかとなった。得られた知見に基づ、い

て，エキスパートシステムに変更を加えた。

(4)以上の機能追加および変更により，対象系統の再構成を電正面から安全に行えるよう

になった。なお，復旧過程で電圧制御に要した時間は， リアクトルの投入判断などに
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約 8'"'""'10s ，潮流計算に約 2'"'-'5sで、あった。

次章において，系統再構成後における供給力回復に伴う負荷への供給や過負荷の解消に

ついて更に検討する。
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第9章事故復旧時の需給調整の支援

9.1 緒言
広範な停電の復旧過程においては電圧および需給バランスの調整について考慮、が必要で

あり，前章で電圧の調整について検討した。本章で、は需給ノくランスの調整について検討す

る。

復旧は基本的には，初期電源から送電系統を充電する段階と，発電機を起動・並列して

負荷に電力を供給する段階とから成り立っている。負荷への供給においては供給支障の解

消と周波数維持が重要な課題となるは)。藁科らはヒューリスティックな/レールにより潮

流ネックを解消したり，数理計画法により供給支障の少ない目標系統を作成する方法を提

案している (9) (1 0)。また金子らは，火力プラントを優先的に起動・並列することにより

供給力が早期に回復することを示した (11)。一方， Marianiらは周波数低下による発電

機の解列を避けるには，火力発電機は一定の速度で負荷をとり，水力発電機は周波数を保

つように出力調整するのが有効であることを示している(1 2)。しかし，このような復旧

は希頻度であり，おそらく初めて経験するであろう運用者の判断によって需給調整を行う

ことは困難が伴うため，何らかの支援策が必要と考えられる。

以上のような背景の下に，本章で、は超高圧系統が全停電になった後，負荷への供給手順

を生成する論理について検討する。そのためには，各発電機の起動，停止などの状態およ

び出力を把握し，復旧の進行に応じて起動，並列，負荷供給などの指令を出す必要がある。

ここでは復旧に必要な操作をルールで、表現し，ルールに基づいて手順を生成する。また，

周波数を維持するには，負荷の時間変化などによる需給不均衡を解消するよう，負荷への

供給量および発電量を調整する必要がある。その他，初期電源の選び方により，系統の復

旧形態が異なるとともに，起動しうる発電機の数も異なるので，このような変化にも柔軟

に対処できるよう配慮する。以下，第2節では対象系統における復旧の流れと供給操作に

おける留意点を明らかにする。第3節では発電機の起動・並列，需給調整など具体的な供

給方法を提案するc 第4節では発電機の状態に応じて指令を出すために必要なルールを整

理する。第5節では提案手法に基づいて試作したシステムの概要とシミュレーション結果
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について述べる。第6節は本章のまとめとする。

9.2 問題の記述
対象とするモデル系統は前章 8.2.1項に示したとおりである。また，基本的な3パター

ンの復旧の流れは同 8.2.2項に示すとおりで，前章と同じである。以下では，復旧に伴い

負荷の供給を開始する場合の留意点を述べる。

9.2.1 供給操作における留意点

系統が充電されると負荷への供給が始まる。超高圧変電所には負荷は直接つながってい

ないが，下位系統の復旧も超高圧系とほぼ同じ要領で行われ，下位系変電所が受電した時

点から負荷への供給が始まる。図 9-1に下位系変電所において 6.6kV配電線を順次投

入してし、く様子を示す。高圧配電線1回線当たりの負荷量は数 MW程度であり，供給に

おける最小単位となる。しかし初期電源の供給容量は限られているので，直接，全負荷へ

は供給できない。まず，初期電源から停止している発電機に起動電力を供給し発電機を起

動しなければならない。

順次

投入

負荷

6.6kV 

配電線

図9-1 負荷の復旧

100 
金負荷

X 

~ 50 

受電

OLー」o 100 200 300 

時間(分)

図9-2発電機出力上昇特性

図9-2に火力発電機が受電してから全負荷をとるまでの様子(出力上昇特性)を示す。

並列までの時間は停電時間に依存する。並列後，発電機は一定の出力上昇特性に従って出

力を上げる。中央給電所ではその出力に応じて超高圧変電所単位での供給量を決定し，各

給電所へ連絡する。そして，給電所から下位系変電所へ指定量の負荷をとるよう指令を送

ることにより実際の供給が行われる。なお，水力発電機は受電すればすぐに並列可能であ

り，並列後数分で定格まで出力上昇することができるが，容量が小さいためそれによる負

荷への供給は考えないc ただし，湯水発電所G6. Giについては，復旧パターン3におけ

る初期電源として，火力発電機に起動電力を供給するc
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発電機の起動，並列指令，出力の決定などは，平常時は運用者により行われている。し

かし復旧過程においては幾っか困難な点が存在する。まず，出力増加中の発電機の状態を

常に監視することが必要であるが，系統内には多くの発電機があるため人聞がこれを遂行

することが困難である。また，一定時間に復旧可能な負荷量は，系統に与える影響や操作

に要する時間などから制約を受ける。 したがって，複数の変電所に分散して供給を行う必

要があるが，系統の状態や過負荷の点から，その決定にも注意が必要である。更に発電量

に応じて供給量を決めたとしても，図 9-1から明らかなように指定どおりに供給するの

は困難であり，また投入した配電線の負荷量は時間とともに変化する。よって需給の不均

衡は避けることができず，パターン3のように初期電源の容量が小さいと，周波数を一定

に保つことが難しくなる。そのほか，初期電源から起動しうる発電機数や，復旧パターン

による系統形態の違いなどにも注意をはらう必要がある。

9.3 需給制御の方法

9.3.1 基本方針

発電機が系統に並列されると，負荷へ電力の供給を開始する。供給において問題となる

のは，どの発電機からどの負荷へ供給するかである。発電機からの供給先を自由に選ぶと，

ある変電所に復旧操作が集中して処理が滞る。また，送電機器に過負荷が生じる原因とな

る。線形計画法などにより制約条件を満たしながら供給することも可能ではあるが，動作

が複雑となり運用者にとって理解しにくいという欠点がある。

本章では，処理を簡単にするため，発電機の供給先を図9-3のようにあらかじめ指定

しておく。(a )図では一つの発電機から一つの負荷に供給する。発電機の出力上昇に応

じて負荷への供給量を増加し，発電機容量に達するか，負荷が完全に復旧すれば出力を現

状に維持すればよいので，処理は極めて簡単である。(b )図では複数の発電機から一つ

の負荷に供給する。このときは，発電機に番号を付し，番号順に供給を進める。供給中の

発電機が容量に達すれば次の発電機が供給を行い，これを負荷が復旧するまで繰り返せば

よい。負荷には常に一つの発電機から供給がなされるので，その発電機の出力上昇に応じ

て供給指令を出せばよく，処理は(a )図と同じく簡単である。
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第 1群 第2群

1 2 

G11 
(460) 

G23 G22 

(700) (375) 

G33 G32 
(500) (350) 

G41 G82 
(500) (400) 

G42 
(500) 

G53 G51 
(700) (280) 

G52 G1l1 
(350) (350) 

G1l3 G1l2 
(500) (350) 

第9章事故復旧時の需給調整の支援

発電機

発電機 # 1 #2  

負荷 負荷

(a) (b) 

図9-3発電機と負荷の組合せ

表9-1 発電機の起動順

3 4 5 

G21 
(156) 

G31 
(220) 

G81 G93 G92 
(175) (156) (75) 

G101 
(75) 

G123 G122 
(350) (156) (126) 

6 

G91 
(75) 

G131 
(156) 

G i は i発電所の j号ユニット，( )内は発電機容量 (MW)

供給先

S 

S 12 

S9 

S8 

SlO 

S1 

S 14 

Sll 

S 13 

S6 

表 9ー 1に対象系統における発電機と負荷の具体的な対応関係を示す。負荷はS6，S8 

"-' S 14などの主要変電所であるc 発電機は 25機あるが，超高圧系につながれているのは

6機のみである。残りの発電機はすべて超高圧変電所の下位系統につながれている。たと

えば SGの下位系には6機の発電機があるが，供給先は通常その系の負荷となっている。

超高圧系の発電機の供給先もG1はS12， G2はS9のように地理的に近くなるように設定

されているc このような対応関係は平常時の負荷量と供給容量から決まるものであるが，

地理的に近ければ送電経路の確保が容易であり，供給がすぐにできるという利点がある。

G4の2号機は例外的にSlとS14を供給先としているが，復旧パターン3では 500kV系

が復旧した後でないと供給を始めることができない。
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9.3.2 起動・並列

停止した発電機を起動するには，発電機容量の 5%程度の起動電力を初期電源から供給

する必要があるc すべての発電機を起動するには約 400MWの電力が必要となる。復旧

パターンl， 2では問題とはならないが，揚水発電所G6，G7からこれだけの電力を長時

間供給することは困難である。よって，パターン3では，表 1のように発電機を2群に分

け，第1群のみをまず起動する。これにより起動電力は約 210MWとなり G6，G7の発

電可能電力量が 2，000MWhならば約 10時間起動電力を供給できる。第1群の発電機が

並列したら，そこから第2群の発電機へ起動電力を供給できるので，揚水発電機は適当な

時点で停止する。

図9-4に発電機の起動，並列の様子を

示す。一つの負荷には通常，図 9-3 

(b) のように複数の発電機が対応してい

るが， # 1の発電機をまず並列する。発電

機が受電してから並列するまでの時間は，

停電時間によって決まり，停電 10分以内

であれば1時間----1時間 30分， 10分を過

ぎると 3時間 30分----7時間程度である。

P # 1 
一

司

4
…
#
 #3 • • • • • • • • 
-r ，
 ，
 

受電 並列 時間

パターン2，3では想定している操作手順

では 10分以内に受電することはない。並列後は出力上昇特性に沿って負荷へ電力を供給

図9-4供給の手順

してし、く。他の発電機は並列しないので，負荷には 1機の発電機からのみ供給が行われる。

このようにする主な理由は，一つの変電所が単位時間にとりうる負荷量に制約があるため

である C ここでは 1変電所当たりlOMW/分程度に設定する。発電機の容量は最大

700MWであり，出力上昇率を 1%/分とすれば，上記の制約は満たされる。

発電機は容量まで負荷に供給するのではなく，出力が次の値に達すると追従運転に移行

する。

Pi=PimaxX r; …………………………(9・1)

ただ、し Pi 発電機 iの出力 Pima x 発電機 iの容量，r; :対ピーク負荷率
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これは，負荷量の時間変化に対応す

るためで、ある。図 9-5のように 1

日のある時刻に復旧した負荷は午後2 1∞ 
時ごろにはピーク値に達する。したが

って，容量一杯まで負荷を復旧してし

まうと，負荷の日負荷変化に対応でき

なくなる。対ピーク負荷率Eはピーク

負荷に対するある時亥IJの負荷の割合で

あり，発電機の容量にこの率を掛けた

ものが復旧可能な負荷の量となる。こ

の値に達した時点で，その発電機から

新規に負荷を復旧することはやめ，以

x 

-ー
樟

宗田
U 
寝 r lc 

ou---- 1百一一 20
時刻(時)

図9-5 日負荷曲線

後は負荷の日変動に応じて発電量を調整する追従運転へ移行する。

発電機#1が追従運転に移行すると，次に#2の発電機を並列する。復旧パターン 1，

2ではすべての発電機に同時に起動電力を供給するので#2以降の発電機については並列

までに時間的な余裕があり，指定した時刻に並列が可能である。しかし，パターン3では

# 1の発電機を並列してから #2以降の発電機に起動電力を供給するので，並列までにか

なり時間を要する。以下， # 1の発電機と同様の手順で供給が進み，負荷がすべて復旧す

ると，発電機は出力上昇を止める。

ただ‘し，発電機を安定に運転するにはある一定の負荷，つまり最小負荷をとる必要があ

り，最小負荷に達していない場合は，達するまで出力を上昇させる。この分については負

荷へ供給できないので需給不均衡が生ずるが，既に追従運転に入っている発電機の出力を

調整するあるいは起動中の発電機を一時待機状態として解消する。具体的な方法について

は次節で述べる。ある系のすべての発電機を並列してもその負荷が復旧できないときは，

他系の待機発電機により，負荷への供給を行う。

以とからも明らかであるが，本検討において事故後の負荷量についてはわからないもの

としている。したがって順に発電機を並列していき，負荷が復旧した時点で必要な発電機

の数が明らかになるのまた，並列した発電機についてはすべて最小負荷が確保されている

ので安定な運転が可能であるc このことは，負荷の量があらかじめわかっておれば容易で

あるが，実際には困難であり，ここで採用した手法が妥当なものであると考えるc

9.3.3 需給調整

負荷への供給量の調整は 10分ごとに行うものとし，今後 10分間の発電量の増加を考
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慮して，負荷への供給量を決定する。第k回目の調整における発這機 iから負荷jへの新

規供給量L1Ljは次式により決める。

LlLJ = Ll~ +立{e，+λ針 。-2)
ただし，

d んと0

右辺第 1項のL1P1は今後 10分間における発電機 iの出力増加量である。発電機の出

力上昇特性は図 9-2のように発電機ごとに決まっており，この特性からL1PIを求める

ことができる。右辺第2項の ekはk回目の調整直前における系統全体の需給不均衡であ

り，負荷の日負荷変動，送電損失および指令値どおりに負荷がとれないことにより生ずる。

現在，系統に並列されている発電機の容量に応じて負荷への供給量を調整することで解消

を図る。第2項は更に過去の不均衡を積分した項を含むが，この項は不均衡の定常偏差を

除くために導入した。 λは積分係数であり，その値は 0.2である。また，供給量L1L jが

負になるときは新規供給を行わない。

一方，発電機が追従運転に移行すると，負荷への新規供給は行われなくなる。そのとき

は，発電量を変化させることにより需給調整をする。すなわち，

Ll~ =台北や}...............(9-3)

ただし，

p 1m  i nごLPI三Pima x 

ここで p1m i n 最小負荷

最小負荷は火力発電所のボイラ形式および使用燃料によって異なる。石油，ガスの場合

はドラム形で 20----33%，貫流形で 25----40%，石炭の場合は約 50%程度となっている。

したがって，軽負荷時には一部の発電機が最小負荷で、運転することがある。

追従運転中の発電機に対する (9-3)式は本質的には自動周波数制御と同じものであ

る。しかし，復旧の過程では出力上昇中の発電機と追従運転中の発電機とが混在する状態

にある。復旧の初期では (9-2) 式による需給調整が大部分を占め，後期では (9-

3)式による部分が大きくなってくる。平常時の周波数制御への移行は並列した発電機が

すべて追従運転になってから行うものとする。
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9.4 需給制御の自動化
前節から明らかなように 停止している発電機を起動して，負荷へ供給を行うには，発

電機の状態に応じて適切な指令を出すことが必要である。本章では需給制御に必要な指令

をまとめ，ルールとして記述する。

9.4.1 発電機の状態選移

図9-6に発電機の状態遷移の様子を示すc 停止

状態にある発電機は起動後一定の時間後，並列可能

な状態になれば放列指令により系統に並列する。並

列中は (9- 2) 式により負荷への供給を行い，

(9 -1)式による容量に達するか，もしくは担当

する負荷がすべて復旧すれば追従運転に移行する。

追従状態においては (9-3)式により発電量の調

整を行う。すべての発電機が追従運転に移行した後，

復旧されていない負荷があれば，供給余力のある発

図9-6 発電機の状態遷移

電機の出力を増加する。復旧の過程でに担当負荷がすべて復旧して待機状態となっている

発電機もその対象となる。揚水発電所については第 1群の発電機が並列した時点で、指令に

より停止する。

9ι2 ルールによる指令

発電機の状態変更は，幾つかの条件に基づいて行われる。その条件をすべて記憶してお

くことは困難である。本章で、はルールにより指令を出すこととする。以下に指令の種類ご

とにルールを整理する。

(1)起動指令

1 .初期電源があり，発電機が停止中，かつ運転可能ならば起動を指令する。

2.初期電源、がG6，Giのとき発電機が並列したら，同系の第2群発電機すべてに起

弱jを指令する。

3. 初期電源、がN1"'-' Nsであり，発電機が停止中，かつ運転可能ならば起動を指令す

る。

4. 初期電源、があり，第 1群発電機が点検中であり，他の発電機が停止中，かつ運

転可能ならば起動を指令するc

0. 発電機に起動指令があれば起動電力を供給する。

( 2 )並列指令

6. 発電機が起動中であり，かつ並列可能ならば並列を指令する。また N 1 "'-'N 3 

-126岨



第9章 事故復旧時の需給調整の支援

表9ー 2 電源に適用されるルール

発電機 起動 並列 待機 追従 停止 供給

Gl 1 1 6 8 10， 11 14， 15 

G2 1， 2 3， 4 6 8 10， 11 14， 15 

3 1 2 6 8 10， 11 14， 15 

G3 1， 2 3， 4 6 8 10， 11 14， 15 

3 1， つ 6 8 10， 11 14， 15 

G4 1 1， 2 6 8 10， 11 14， 15 

2 1 6， 7 8， 9 10， 11 14， 15 

G5 1 3， 4 6 8 10， 11 14， 15 

2， 3 1 ， 2 6 8 10， 11 14， 15 

G6 1 ， 2 5 12， 13 

G7 1'""'-'4 5 12， 13 

Gs 1 ， 2 3， 4 6 8 10， 11 14， 15 

G9 1'""'-'3 3， 4 6 8 10， 11 14， 15 

GlO 1 3， 4 6 8 10， 11 14， 15 

Gu 1， 2 3， 4 6 8 10， 11 14， 15 

3 1， 2 6 8 10， 11 14， 15 

G12 1'""'-'3 3， 4 6 8 10， 11 14， 15 

G13 1 3， 

5 

4 
6 8 10， 11 

Nl'""'-'N3 
が初期電源、ならば，供給量を起動電力だけ減らす。

7. 発電機が待機中であり，かっ 500kV系が復旧したら並列を指令する。

( 3)待機指令

8. 発電機が起動中であるが，供給可能な負荷がなければ待機を指令する0

9.発電機に起動指令があるが，初期電源がG6，G7ならば待機を指令する。

(4 )追従指令

10.発電機が並列中に供給容量に達し，かつ出力が最小負荷以上ならば追従を指令

する。

11.発電機が並列中に供給可能な負荷がなくなり，かつ出力が最小負荷以上ならば

追従を指令する。

( 5 )停止指令

12.発電機が並列中に第1群発電機がすべて追従に移行したら， 10分後に停止する

ことを予定する。

13.既に発電機の停止を予定していれば停止を指令するc

( 6 )供給指令

14.発電機が並列中ならば， (2)式により負荷へ{共給を指令するι

15.発電機が追従中ならば， (3)式により発電量の調整を指令する。
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以上により，需給制御は基本的には 15のルールにより行われることがわかる。

表2に各電源に適用されるルールをまとめて示す。ルール 1，2は第 1群の発電機に適

用され，ルール3，4は第2群の発電機に適用される。点検中の発電機は起動されない。

/レール7，9はG4の2号機に適用されるものであるc 供給先がS1， S 14となっているた

め，パターン3では 500kV系が復旧するまで供給ができないことによる。ルール 12，13 

は揚水発電所に対して適用される。揚水発電所はパターン3ではルール5により起動電力

を供給するが，停止すると約 200MW供給量が減少する。その減少分を見込んで需給調

整を行えるよう，予定と実行の2段階に分けて停止を行う。揚水発電所は起動電力の供給

だけを行うため，起動と停止以外のノレールは適用されない。 ルール6では，初期電源が

G6， G7ならば，起動電力が不要となっても供給量を減らさない。これはG6，G7の出力

を確保するためである。ルーノレ6，8， 10， 11， 14， 15はすべての火力発電機に共通で

ある。

9.5 試作システム

9.5.1 システムの概要

前章のルールを基にエキスパートシステムを試作した。構築用ツールとして

ESHELLIX ( 1 6) を用いた。使用言語はL s pである。知識ベースは知識源と呼ばれる

小さなルール集合からなり，知識源を切り換えながら推論を進める。各知識源における推

論方式は前向き推論である。

図9-7に本システムにおける処理のフローを

示す。破線の右側が新たに構築した需給制御部で

あるc 系統全停後，システムは系統を再充電する

ため，一連の系統操作を行う。操作がすむと，給

電指令により負荷への供給を開始する。まず，発

電機や負荷の状態，需給の不均衡などを調べるc

シミュレーションでは潮流計算により不均衡量を

算出する。次に，電源、を順次選択し，前節で述べ

た 15のルールにより，起動，並列，追従，供給

などの指令を出す。ルールは供給操作という知識

柄、に記述されている。発電機出力が定格に達する

か，負荷が復旧すれば追従運転に移行するc 最後

に，現在の供給段階が終了したかを判断し，終了
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なら給電指令に戻り，そうでなければ供給を続ける。

供給は3段階に分けて行う。第1段階は第 1群の発電機による供給であるが，そのすべ

てが追従運転に移行すると，負荷変動に応じて発電量を調整するので系統は安定となる。

ここで一度給電指令に戻り，必要な系統操作があれば行う。パターン 2で、はN2系と N3

系の並列，パターン3では 500kV送電線の復旧を行う c 第2段階では第2群の発電機に

より供給を行う。また， G6， G7が初期電源、なら停止を指令し S15'"'"' S 22の小容量変電

所へ 10分後ごとに供給指令を出す。供給が進み，すべての発電機が追従，または待機に

なったら，再び給電指令に戻る。表 1の対応関係、に基づく供給は以上で終了する。しかし，

ある負荷がそれに対応する発電機で完全に復旧できなかったときは，給電指令により他系

の発電機に供給を指令する。第3段階では，この供給関係により再度供給を行い，負荷を

完全に復旧する。

発電機や負荷に関する情報はオブジェクトにより記録されている。図9-8にその例を

示すが，発電機は発電所ごとに，負荷は変電所単位で管理している。発電機に適用するル

ールもここに記録されている。変電所jの復旧率Yjは負荷量Ln jに対する現在の供給量

Ljの割合であり，供給量は，

Lj=YjXLnj ………………(9-4) 

により得られる。負荷量は時間とともに変化する

と考えられるが，シミュレーションでは図 9-7

により変化し，

Lnj=LpjX c ………………(9・5)

ただし Lpj ピーク負荷量

で与えられるものとする。

いま， (9-2)式によりLJLjを新たに供給

すると，復旧率は

Yj= CLj+.L1L) /Lnj…………(9・6)

となる。以後の供給量はこの Yjを使って， (9 

-4)式から求める。次節では，シミュレーショ

ンにより試作システムの機能を調べる。

9.5_2 シミュレーション

図9-9に各復旧パターンにおける総供給量の

時間変化を示す。実線は供給量，破線は復旧率 y

である。ただし，
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(1号機)

燃焼方式:石油ドラム

最大出力:500MW 

最小負荷:250MW 
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起動電力:25MW 

状態 -並列中

上位系 G4 

供給先 S 10 
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<2号機〉

~ 

ピーク負荷量:721 MW  

供給量 : 200MW 

復旧率 : 30% 

図9-8オブジェクkJ.)例
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y=写り手L，η ω 

ピーク負荷時の全停であ( a )図は午後2時に系統が全停となったときの結果である。

パターン 1では，停電から約 1時間後に供給が始まり，り，負荷量は約 6，420MWとした。

第3段階が内訳は第 1段階が4時間，第2段階が 5時間 30分，約 10時間後に終わる。

30分である。第 1段階終了時の復旧率が 66%であるのに，第2段階で復旧率があまり上

かつ容量が小さくなるためである。供給量並列する発電機の数が少なく，がらないのは，

発電機が受電するまでの時聞が長く，3では，の最大は約 4，220MWである。パターン2，

13時間 45分後それぞれ約四時間 30分後，停電から約3時間 40分後に供給が始まり，

に終わる。パターン3では第2群の発電機の並列が遅れるため復旧時間が長くなる。供給

し、ずれのパ2，800MWと時聞が経つにつれて小さくなる。量の最大はそれぞれ約 3，410，

ターンでも S8系と S13系の復旧には他系発電機からの供給が必要であった。
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深夜で負荷量が少ないため，復旧率は約2時間 30分で
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85%まで急速に上がる。その後，負荷が急増するので，復旧率の上昇は小さいが，供給

量は急に増す。復旧は約 10時間で終わる。パターン2，3でも供給初期には復旧率の急

上昇がみられるが，負荷の急増により復旧率の伸び、が小さくなっている。このため，復旧

の終了はパターン 1よりも大幅に遅れ，それぞれ約 17時間， 18時間 40分となる。また，

供給量は午後3時ごろに約 5，650MW，および5，350MWと最大値を示す。

以上，午前2時の全停電のほうが午後2時のときより，復旧に時間がかるが，供給の開

始時刻と負荷の時間変化との組合せによりこのような結果となる。また，復111終了までに

10"""' 19時間を要しているが，負荷の 80%はいずれも 3"""'11時間で復旧されており，起

動時間および出力上昇時間を考慮すれば妥当な範囲にあるといえる。復旧が長くなる主な

原因は，表 1の起動順位が下がるにつれ発電機の容量が小さくなるためである。これを避

けるには，たとえば順位が4以降の発電機をまとめて並列すればよい。

図9-10は，前図と同じケースにおける需給不均衡の時間変化を示したものである。

不均衡は主に負荷の時間変化により生じている。(a )図のほうが (b)図よりも不均衡

が小さくなっていたり (b) 図の時間が経過したところではパターンに関係なく同じよ

うな変化が見られるのはそのためである。そのほか，ある負荷への供給がすべて終わる直

前に指令した供給量が実際に必要な量よりも多かったとき，発電機が追従運転に移行する

前に最小負荷まで強制的に出力を上げたとき，発電機が容量もしくは最小負荷に達してい

るため追従後の発電調整ができないときなどにも不均衡が生ずる。しかし， (a)， (b) 

図にはそれほど大きな不均衡はみられない。全停電の起きた時刻を変えて検討した結果，

( b )図で不均衡が最も大きくなった。本ケースでも不均衡は士200MW以内に収まって

おり，初期電源に与える影響は許容範囲内にある。

9.6 結言
本章では，超高圧系統が全停となった後の負荷供給の支援ついて検討した。以下に結果

をまとめる。

(1)発電機，負荷および初期電源の特性を考慮することにより，発電機を負荷ごとにグル

ープ化し，順次，系統に並列しながら供給を行う方式を提案した。

(2)日負荷変動などによる需給不均衡を解消するため，現在の不均衡および積分項に応じ

て供給量および発電量を調整する方法を提案した。

(3)発電機の起動，並夢1]，追従，待機，停止に関する指令をノレールで表現し， 自動的に需

給制御を行うエキスパートシステムを構築したに構築において既存の支援システムと

の結合方法も考慮したc
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(4)以上の機能を追加したシステムをモデ、/レ系統に適用し 1日のどの時刻で停電が発生

しても，負荷への供給が支障なく行えることを確認した。
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第10章事故解析の支援

10.1 緒言
第7章で述べた事故判定の支援は，事故発生直後の対応に関するものである。このため，

時間のかかる電圧や電流といったアナログ量の収集およびこれに基づく保護リレー動作の

解析を行っていない。また，短時間の聞に発生した複数の状変については，その順序がわ

からないまま推論をしなければならない。このため，シナリオを仮定して試行錯誤により

検証したり，詳細なリレー情報を参照して推論することが提案されている (1) (2)。

これに対し，事故後詳細に原因や保護装置動作の妥当性を検討する「事故解析」の業務

がある。保護システムの妥当性を評価し，万一不具合の場合は同様の方式を採用している

他の箇所も含めて改修を行うためである。この場合は，自動オシロの記録が使用される。

自動オシロは，主要な電気所に設置され，事故発生時，母線の各相および零相電圧，送電

線の零相電流等の電気量ならびにリレー動作およびCBトリップについてミリ秒単位で記

録するものである。これらの記録を参照すれば，事故発生や保護装置動作の詳細な動作順

所，各所の電気量からより正確な推論が可能である。

ただし，自動オシロはすべての電気所に装備されているわけではなく，また経済性の面

から，今後も末端の電気所にまで整備されることは期待できない。したがって発生した事

故の解析に必要なすべての情報がそろうことはむしろ稀で，関係した端子のうち 1--....2端

子で得られる場合がほとんどである。しかし，これを利用して上記の動作順序についても

試行錯誤を減らして効率的に推論ができる。

そこで，これらの解析を推論機構と故障計算プログラムを用いて自動的に行うことを考

える。これにより，専門家がオフラインで解析を行う際の負担の軽減が図れる。加えて，

最近では伝送システムの発達により，事故発生と同時に自動オシロの記録が制御所等の有

人箇所に伝送されるようになってきているため，計算機で自動的に解析を行えば，事故発

生直後にその結果を参照することも可能となり，冒頭で述べた事故判定のより正確な支援

にも利用できる。

本章では，事故のシミュレーションに対称座標法を用い，自動オシロで得られる電圧，
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電流等のアナログ量ならびに正確な発生時刻が記録されたリレー動作およびCBトリップ

等の状態変化の情報(以下状変情報という)を用いる事故解析システムを提案し，解析例

によりその効果を示す加えて 試作システムの概要を紹介する。

10.2 支援システムの構成
図 10-1にシステムの全体構成を示す。推論エンジンは，考えられる仮説を生成し，

故障計算結果を参照して仮説を検証し，可能な結論を導く。

推論エンジン

図 10ー 1 システムの全体構成

(1)推論エンジンと知識ベース

推論エンジンは，系統モデルとリレー動作およびCBトリップの状変情報から，知識ベ

ースに記述された制約を満たす，事故発生から事故除去まで、の過程に関する仮説を生成す

るのこの仮説に基づき故障計算を行った結果と自動オ、ンロから得られた各部の電圧，電流

等のデータを比較することにより仮説を検証し，妥当な結論を導く。

(2)事故現象のシミュレータ

事故現象シミュレータは，系統モデ、ルおよび推論エンジンが提示した仮説に基づき，対

称座標法により故障計算を行う。

(3)観測データ

自動オシロから得られるデータは波形であるため，そのままでは本システムの入力とし

て使用できないε 要素ごとに大きさと位相を求め， さらにこれらが変化している点を抽出

して，時間帯ごとにその値を求める。状変については，自動オシロおよびCDTから得ら

れたものをいずれも取り込む。

(4)系統モデ、ル

系統モデルは，故障計算を行うために必要な系統のデータ，すなわち接続状況等系統の

構成，正相，零相の線路および電源の定数を保持するc また，保護リレーの設置および整
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定情報も記録しておく。これらは推論エンジンおよび事故現象シミュレータから参照され

る。また，推論エンジンは，仮説に基づき CB切り等の一時的な接続変更をこのモデルに

対して行う。

10.3 推論過程
本システムの推論過程の概略を図 10-

2に示す。各ステップは，専門家の知識を

/レール等の形にした知識ベースを持ち，そ

れぞ、れが小さなエキスパートシステムとし

て機能する。

ここで，推論が複雑になりすぎるのを避

けるため，以下の前提をおく。

(1)事故は 1つの状変と考えるc これは，

単純事故では当然である。複数の事故現象

が発生する多重事故において，それらが同

時に発生すると仮定する。実際の系統では，

地絡事故として発生したものが短絡に移行

する，あるいは短時間に複数回の雷撃を受

けて後追い事故が発生するというケースも

考えられるが，本システムで考えている時

間の分解能(1m s程度)で見たときほぼ

同時として扱える場合はこの仮定を満たし

時系列仮説H，.H 2 • HLの設定

系統状態SQ. S，.…. SMの設定
(各時系列仮説ごと)

事故仮説F，.F 2.…. FNの設定
(事故中の各状態ごと)

時系列仮説H;の系統状態Sjの事故仮説

Fkについての故障計算を行い，計算値

と観測値に矛盾が生じた仮説を棄却

残った仮説について， リレー動作の正

当性を確認

図10-2 解析フロー

ている。この分解能で見て，別と考えられる事故は本システムでは解析できない。

(2)事故発生から除去までの間を対象とする。この，対象とする時間帯は人間系で設定す

る。

(3)高抵抗接地系を対象とする。

(4)故障点抵抗は Oとする。

以下に，推論の過程を示す。

10.3.1 状変発生順の仮定生成

電力系統において，事故の発生， リレー動作， CBトリップ，事故の除去および再開路

リレー (RE C)や自動復旧装置 (ARE)による再開路などの状変は，多様な順番で発

生するc そこで，事故の発生から除去までをこれらのイベントによる系統接続状態の変化
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の連続と考え，既与のデータからこの順序に関する仮定を設定する(以下これを時系列仮

説とし、う)。

時系列仮説の生成で使用する知識は次のとおりである。

(1)状変の発生)1頃に関して， 自動オシロのほうがCDTよりも正確である。

(2)最初の状変がリレー動作あるいはCBトリップである場合は，誤動作，誤記録があ

る。

(3)最初の状変がアナログデータの変化点ならば，これが事故の発生である。

(4)最後のアナログデータ変化点が，事故除去である。

(5)2番目以降のアナログデータ変化点はCBトリップである。

(6)あるCBのトリップ信号が出ているときのアナログデータ変化点はそのCBのトリ

ップである。

(7)C Bトリップはそれに接続しているリレーの動作によるものである。

(8)リレー動作はその動作域に含まれるような入力により発生する。

推論エンジンは，これらの知識ベー

スにより，仮説を検証し，排除したり，

変更したりする。図 10-3に仮説生

成の過程を示す。はじめに，自動オシ

ロの記録によりリレー動作， CBトリ

ップ，アナログデータの変化点を時間

軸上に並べる。自動オシロの記録によ

り決定された順序は，上記(1)により

この後変更されることはない。他の状

変は，上記知識から得られるルールに

より，正確な順序が決定される。この

ようにして生成された時系列仮説Hぃ

H2，.一，H，はフレームなどの形でシス

テムの記憶領域に登録する。

10.3.2 系統状態の登録

自動オシロアナ

ログデータ

自動オシロ状変

データ

CBトリップ，

リレー動作等

CDT経由の

状変データ

時系列仮説の設定

(ステップ 1 オシロ

に記録のある状変の時

間軸上への配置)

時系列仮説の設定

(ステップ2:オシロ

に記録がない状変の時

間軸上への配置)

図10-3 時系列仮説の生成過程

時系列仮説の各時間区間ごとに，系統の接続状態が確定するので，これをs0' S 1，・ 1

Sr-.lとして各時系列仮説のフレームに書き加える。ここでしづ接続状態には，事故による

接続(事故点でのある相と大地，ある相と他の相)も含まれる。 S。は事故前の状態とす

る。
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10.3.3 事故区間，事故様相の仮説生成

10.3.1項で設定した時系列仮説に対し，考えられる事故区間，事故様相を推論し設定

する(以下これを事故仮説という)。事故仮説の設定に使用する知識は以下のようなもの

である。

(1)事故区間は動作した保護リレーの保護区間内にある。

(2)複数の自動オシロが設置されている場合，電源端に設置されたもののデータを主に

用いる。

(3)零相電圧 (V0)が発生していれば，地絡故障がある。

(4)零相電圧 (V0) が発生していなければ，短絡故障である。

(5) 1相のみ電圧が低下している場合 1線故障である。

(6) 2相の電圧が低下している場合， 2線故障である。

(7) 3相の電圧が低下している場合， 3線故障である。

(8)地絡保護リレーのみが動作している場合 1線地絡事故である。

(9)系統接続状態の変化に伴い上記(3)から(7)までのルールにより判断した事故様相が

変化する場合は，異地点故障となっている可能性がある。

(10)対地電圧(地絡事故の場合)，線間電圧(短絡事故の場合)がほとんどOになっている

場合，至近端事故である。

(11)複数地点に自動オシロが設置されていて，零相電流あるいは正相電流が互いに反

転している場合それらにはさまれた区間に事故がある。

時系列仮説の生成時同様に，推論エンジンは，これらの知識ベースにより，仮説を検証

し，排除したり，変更したりする。送電線は連続的な長さを持つため事故点はアナログ値

での指定が必要であるが これでは事実上事故点の仮定ができなくなる。このため，いく

つかの事故区聞からの選択，たとえば，両端と中間点といった離散的な指定方法とする。

事故の仮説は，各時系列仮説の事故中と考えられる状態ごとに生成し Fl' F 2'…，F N 

とするc

10.3.4 シミュレーションによる検証

10.3.1， 10.3.2および 10.3.3項において時系列仮説および事故区間，事故様相の仮説

が生成されると，これらの仮説について故障計算を行い，自動オシロで観測されたデータ

と比較するc ある時系列仮説の各系統状態について計算値と観測値が一致すればその仮説

が採用される。ただしアナログ値について数値的に完全に一致することはないため，多

少の差異を無視して一致とみなす必要があるc

判定に使用する知識を以下に示す。
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(1)自動オシロについて，フルスケールの 5%程度の誤差があるものとする。

(2)計算値と実測でアナログ値が大きく異なる場合でも，すべての系統状態の遷移時点

において変化の方向が一致していれば，一致とみなす。

(3)故障計算において故障点抵抗を 00とみなしているので，短絡事故中の正相電圧は

観測値のほうが大きくても，同様に地絡事故中の零相電圧は小さくても一致とみなす。

10.3.5 解析結果によるリレー動作の評価

採用された仮説が，そのまま，解析結果である。故障計算により，各部の電圧，電流が

知られたのであるから， リレーの不正動作の判定を行うことができる。

10.4 電力系統の表現
系統の表現にはフレームを用いる。系統関係データの入力を容易に，効率的に行うため

のGUIを備える。これにより，系統の母線，送電線， L S， CB等の接続関係を入力す

る。また，各要素の属性データも，同じ画面から入力するようにする。これらのデータは

フレームのスロットに記述され，必要に応じて推論エンジンや故障計算フ。ログラムが参照

または変更する。

10.5 解析例
実際の事故例について，これまで述べた方法で解析を試みる。図 10-4に系統構成お

よびCDTで得られたデータを示す。図 10-5は例とした事故の際に観測された自動オ

シロのデータである。自動オシロは電源端変電所のみに設置され，アナログデータとして

は各相電圧，零相電圧および零相電流の回線聞の差が記録される。また，状変情報として

は， CBl， CB2のトリップおよび回線選択リレー (SS， SG)の動作が記録されるc

以下に解析の結果を述べる。
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図 10-4 例題系統と事故例

.-・『ーー..-・・....... ー

SS Ry 

SG Ry 

A ムム
変化点2 変化点3変化点1

事故発生 CBトリップ事故除去

図10-5 自動オシロの記録

-139 -



第 10章事故解析の支援

10.5.1 時系列仮説の生成

10.3.1項の知識に従い，自動オシロのデータから事故発生，事故除去およびCBlト

リップは時間軸上に配置することができる。しかし， CB 3およびCB5のトリップなら

びにB，C変電所の回線選択リレーの動作は，その状変がCDTからわかっているのみで

あり，これらに関して複数の時系列仮説が生成される。 10.3.1項の知識に従って考えら

れる 3つの時系列仮説を図 10-6に示す。

CB3トリッ7'および CB5トリッ7。は変化点 2または変化点 3に割り当てる。そこ
で，下記3つの時系列仮説が生成される。

仮説H1 変化点2でCB1，CB3トリップ，変化点3でCB5トリップ
仮説H:! 変化点2でCBl， CB5トリップ，変化点3でCB3トリップ
仮説H3:変化点2でCB1トリップ，変化点3でCB3，CB5トリップ

図10-6 時系列仮説の生成

10.5.2 系統状態の登録

図 10 -6からわかるように，どの仮説に関してもs0 (事故前)， S 1 (事故中)， S 2 

(最初のトリップ後)， S 3 (後のトリップ後，事故除去後)が考えられる。これらを登

録する。

10.5.3 事故仮説の生成

10.3.3項の知識に従えば 1号線の 2線地絡であり，異地点故障の可能性があることが

わかる。表 10-1に事故仮説を示す。

10.5.4 シミュレーションによる検証

表 10 - 1に，シミュレーション(故障計算)の結果のうち採用となった H3に関するも

のを示すt この結果と 10.3.4の知識に従えばH3-F17が採用となる。すなわち，区間

1で B梱，区間 5でA相の異地点異相地絡が発生しシリーストリップにより故障除去さ
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れたと推論されるc この結果は，事故後の調査結果と一致していたc

表 10ー 1 事故仮説とその検証

地 絡 相

仮説1 区間 1 区間2 区間 3 区間4 区間5

A B C A B C A B C A B C A B 

F1 • • F2 • • F3 • • F4 • • F5 • • F6 • • F7 • • F8 • • Fg • • F 1 0 • • F11 • • F 1 2 • • F 1 3 • • F 14 • • F 15 • • F 1 6 • • F 1 7 • • F 18 • • F 1 9 • • F 20 • • 自動オシロの波形から読み取った実測値

時系列仮説

H3の時のA
変母線V。シミ

ュレーション値

(kV) 

C 
状態 状態

S1 Sっ

6.4 6.2 

8.3 6.2 

6.7 7.5 

7.3 8.5 

7.2 6.5 

7.3 6.2 

7.2 7.4 

8.1 8.4 

9.5 6.7 

8.6 6.5 

9.8 7.4 

10.6 8.3 

6.1 7.3 

6.3 7.0 

8.4 6.7 

7.3 6.9 

6.5 8.1 

7.1 7.9 

9.5 7.6 

6.8 6.6 

6.2 8.1 

* 1 ここまでに得られた情報から 1号線の異地点AB相地絡であることがわかってい
るのでA相， B相の異地点地絡となるすべての組合せを列挙。ただし，事故点は 1号線

の全区間を 5区間に離散化しである。

10.6 結言
本章では，事故解析の支援システムとして，事故の仮説に基づき故障計算を行い，自動

オシロにより観測されたデータとの照合により仮説を検証するシステムについて提案したι

これにより複雑な事故の解析を自動化することが可能となる。まとめると以下のようにな
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る。

(1)システムは事故解析の知識をルーノレに，対象とする電力系統の構成，属性情報をフレ

ームの形にもつエキスパートシステムとして構成する。事故解析の知識として 11の

ノレールを示した。

(2)自動オシロは事故に関係する全電気所にあるわけではない。そのため，イベント発生

11頃，事故点，事故様相について可能な仮説をたて，自動オシロの記録と照合して正し

いと判断したものを採用する。

(3)電圧，電流等アナログ情報の照合に際して仮説にもとづく故障計算を行う。この際，

どの程度の相違までを許すかという知識も必要となる。この知識として 3つのルール

を示した。

(4)提案した手法を，実際に発生した異地点異相地絡事故に適用したところ，正しい解析

結果を得る見通しを得た。

(5)保護システムの検証としてのオフラインでの解析のほかに，自動オシロのデータがオ

ンラインで得られる場合は，事故発生直後の状況把握をより正確なものとすることが

で、きる。

今後は，支援システムを試作し，多様な事故例により検証を進める。
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第 11章結論

これまで，電力の安定供給のための電力系統の運用について，第 2章から第 5章まで

は電力系統の安定化について，実際の不安定現象の測定，解析から系統特性の把握および

安定化方策について述べた。また，第 6章から第 10章まで、で、電力系統の運転操作等につ

いて，平常時操作，事故時の状況把握，電源を含む広範な停電時の復旧，事故とそれに伴

う保護動作の解析のそれぞれ支援システムの開発を中心に述べた。以下，各章の内容と得

られた結果について要約する。

(第 2章)電力動揺の観測と解析

新岡山系において平常時に発生していた電力動揺について実測を行い，動揺波形のほか

季節，時間帯，総需要等と発生頻度との相関を調査した。対象系統の固有値解析，動特性

シミュレーションを通して，発生原因の解明および対策の検討を行った。対象系統として

は新岡山系を詳細に模擬しつつ 中西連系系統全体を考慮できるものとした。その結果以

下のことがわかった。

(1)基幹系統において平常時の潮流に動揺が発生した。振幅は 200""'300MW程度，

周期は 1""'2秒程度であった。発生時刻は一部での負荷変動の発生とほぼ一致してい

た。

(2)固有値解析の結果，周期が 1'"'-'2秒程度の減衰の弱し、振動モードが複数あった。また，

適当なタイミングでとこれを励振する負荷変動を与えると大きな動揺が発生すること

がシミュレーションにより確認された。そこで，これらが動揺を発生させていたと判

断した。

(3)系統構成の一部変更， P S Sの付加により振動モードの減衰が強くなり，動揺抑制対

策として有効であることを，実運用調査および解析により確かめた。

(第3章)基幹系統の構成，潮流と動揺モードの関係

前章では具体的な系統の数値解析を用いて解析を行ったのに対し，潮流状態，系統構成

と動揺モードの関係を定性的に考察した。同期化力のみを考慮する単純化した 3期串形か

ら6機はしご形までの構成について解析的に固有値を求めたc また，一機一負荷無限大系
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統をモデルとして潮流と動揺モードの関係を調べたc また，単純なモデル系統の数値を用

いた固有値解析で、これらの正当性を確かめた。潮流状態との関係を(1)， (2) に，系統

構成との関係を (3) '" (5) にまとめると以下のようになるc

(1)負荷特性を考慮しない(あるいは定電力特性)場合，送電電力を一定に保つ場合は，

ローカル負荷が変化しても同期化力はさほど変化しない，また発電機出力を一定に保

つ場合は送電電力の増加に伴い同期化力は減少する。

(2)負荷の有効分に定インピーダンスあるいは定電流の負荷特性を考慮するとこの影響が

大きく，連系線潮流を一定に保つ場合は， ローカノレ負荷が増加すると同期化力は減少

する，一方，発電出力を一定に保つ場合は送電量の増加に伴い同期化力は減少する。

(3)系統の接続形態が串型の場合，全長をλ/2Xnとする定在波の形のモードがあり nが

小さいほど長周期である。

(4)ノレープを構成する場合は ループとしての全長をλXnとする定在波の形のモードが

あり串型同様にnが小さいほど長周期であるのに加え，同周期のモードがループ上 90

度回転した位置にも現れる。

(5)この同周期のモードは，潮流を乗せる，あるいはループ内の 2点を結ぶことで、ループ

の対象性が失われると，異なる周期を示すようになり，たとえば送電線による接続に

より連系が強くなる場合は短く，また潮流を乗せる，あるいはローカル負荷の増加で

連系が弱くなる場合は長くなる方向に変化する。

(第4章)パワーエレクトロニクスを適用した安定化方策

パワーエレクトロニクスを適用した各種の安定化方策のうち，代表的な方策として，各

種の方策の基本的な機能を網羅したシステムとして「自励式SVCJを取り上げ，解析を

行った。解析には実時間で、デ、ィジタル解析可能なリアルタイムシミュレータを用い，これ

らの機器に特有の高速なスイッチングを含むシミュレーションを，過渡安定度の確認のた

め必要な 10秒程度以上実行した。このため， PWMインバータの動きやこれに伴う瞬間

的な過電流等瞬時値領域の解析を安定度の解析と同時に行うことができた。これにより得

られた結果を以 Fに示す。

(1) PWMインバータの制御により有効および無効電力を独立に制御できるため，直流コ

ンヂンサの電圧を一定に維持しつつ，無効電力の調整ができることを確認した。

(2)起動，停止や交流系事故時の過渡的な応動を詳細に解析することで過電圧等の原因解

明，制御系の調整による改善を行ったc 至近端事故以外では交流系過電圧をほぼ完全

になくすることができたc

(3)無効電力の調整によるAVR運転で設置点の電圧維持効果が得られ，ローカルデータ
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として送電線潮流を入力として動揺抑制制御を行えば，さらに効果的である。将来の

基幹系統において重潮流のため過渡安定度が低下した状態を想定した解析でも事故時

の電圧維持と動揺抑制効果により安定化できることがわかった。

(第5章)タービン高速バルブ申l御による安定化
前章までにおいて動揺の抑制について検討したが，事故直後の第一波動揺の抑制にはい

ずれも顕著な効果がない。タービ‘ン高速ノくルブ肖IJ御 (EV A)は第一波抑制に効果的であ

るが，その効果を最大限に発揮させる励磁制御を求めた。以下に検討結果を示す。

(1) E V Aは第一波動揺の安定化に有効である。しかし第一波以降の動揺を拡大・持続さ

せ，機械入力回復時に発電機を脱調させる原因となる。

(2)最適制御により第一波以降動揺の減衰特性を強化できる。減衰は内部電圧 E
II
'の上下

運動によって生ずるが，逆動揺時における 49の下降が特に重要であり，励磁の下限

電圧を下げるのが有効である。

(3)端子電圧を一時的に上昇させることにより，機械入力のオーバシュートによる安定限

界の低下に対処できる。適用例では，定態安定限界4. 5 p uまで安定化が可能であ

った。

(4)最適制御を適用する際，安定限界付近では出力が設定値から 1%ずれると脱調するこ

とがあり，実系統への適用では状態変化に強い制御が望ましい。

(5)最適制御の一つの実現方法としてフィードパック制御を検討し，最適制御に近く，か

っ状態変化に強し、結果が得られることを示したc

(6)従来のPSS付超速応励磁においても PSS出力のリミッタを外したり，端子電圧

を一時的に1. 2puまで上昇させるなどにより，定態安定限界まで安定化可能であ

ることを示した。

(第6章)系統操作手順検証の支援

電力系統の迅速・確実な操作のため平常時の操作については操作票」と呼ばれる帳

票に手順を記入し事前に検証することになっているが，その業務が相当な負担となってい

る。開閉器操作による，系統各部の充停電の変化をシミュレーションし，わかりやすく表

示することで，複雑な電力系統の操作票の検証を支援するシステムを開発し，有効性を確

言恋した。

(1)系統各部の充停電，単独，ルーフ。などの判定部にC言語を用いて高速の処理とわかり

やすい記述を両立させたc

(2)スクローノレCRT表示により一画面に入りきらない大きな系統を細部までわかりやす
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く表示することができた。

(3)操作前の状態が操作票作成時に想定したとおりであるか確認するためオンラインの開

閉器情報を取り込み，照合する機能を盛り込んだ。

(4)このシステムはパソコンを組み合わせて安価に，短期間に開発した。

本支援システムは中国電力のー給電所において試行・評価ののち，全支庖で操作票検証

に，また火力発電所で系統状態の監視に採用された。

(第7章)事故判定の支援

制御所における，事故状況の把握を支援するためこれらを判定表示する装置を試作，現

場に設置して実証試験を行った。まとめると以下のようになる。

(1)装置はスクローノレCRTや音声メッセージ，事故時の自動スクロールなど良好なマン

ーマシンインターフェースを備え，シミュレーション機能等オペレータの教育，訓練

にも使用できるよう配慮、した。

(2)短期間で試作するためスクロールCRTや事故区間判定論理など既存の技術を組み合

わせ，オンラインの入力情報としては現状の監視装置から，大きな改造をしないで得

られるものを使用した。

(3)事故発生時に伝送される複数の状変情報は一定の時間以上入力が途切れたところで 1

つのグループ。として判定に移る。さらに複数事故の同時発生の可能性を考慮し充停電

状態の変化を見て系統上離れた場所であれば，別事故として判定ができるようにした。

(4)拡充工事等に伴うデータメンテナンスを容易に行うため，対話式のデータメンテナン

スツールを試作した。

(5)実証試験において，オンラインデータの伝送中の遅れが予想以上に大きく，判定不具

合が見られたが待ち時間の調整と一部の採用するデータの変更で対応することができ

た。また，真に必要な情報だけを提供してほしいというニーズが生じ，そのように改

良した。

(6)既存の監視装置に大きな改造を施さないとしづ前提のため オンラインの入力データ

をすばやく得ることができず，オペレータの希望したタイミングでの情報提供はでき

なかったc

(第 8章)事故復旧時の電圧調整の支援

電源、を含む広範な系統が停電となった後の系統再構成時において，無負荷の系統を充電

することによるフェランチ効果が発生する。これを抑制しつつ，迅速に復旧すするための

電圧調整について検討した。
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(1)フェランチ現象による電圧 k昇を抑制するため，操作のたびに電圧および無効電力の

状態を調べ， リアクトルの投入を指示する手法を提案し，エキスパートシステムに組

み込んだ。

(2)また，操作やリアクトル投入による系統状態の変化を潮流計算により自動的にシミュ

レーションする手法を提案し，その機能を追加した。

(3)シミュレーションの結果，再構築の手順のパターンによっては火力発電機の並列の有

無や操作手li頃に配慮が必要であることが明らかとなった。得られた知見に基づいて，

エキスパートシステムに変更を加えた。

(4)以上の機能追加および変更により，対象系統の再構成を電圧面から安全に行えるよう

になった。なお，復旧過程で電圧制御に要した時間は， リアクトルの投入判断などに

約 8'""'-'1 0秒，潮流計算に約 2'""'-'5秒で、あった。

(第9章)事故復旧時の需給調整の支援

電源、を含む広範な系統が停電となった後の負荷供給の支援について検討した。

(1)発電機，負荷および初期電源の特性を考慮することにより，発電機を負荷ごとにグル

ープ化し，順次，系統に並列しながら供給を行う方式を提案した。

(2)日負荷変動などによる需給不均衡を解消するため，現在の不均衡および積分項に応じ

て供給量および発電量を調整する方法を提案した。

(3)発電機の起動，並列，追従，待機，停止の指示をルールで、表現し，需給制御の支援を

行うエキスパートシステムを構築した。構築において既存の支援システムとの結合方

法も考慮、した。

(4)以上の機能を追加したシステムをモデ、ル系統に適用し 1日のどの時刻で停電が発生

しても，負荷への供給が支障なく行えることを確認した。

(第 10章)事故解析の支援

事故解析の支援システムとして，事故の仮説に基づき故障計算を行い，自動オシロによ

り観測されたデータとの照合により仮説を検証するシステムについて提案した。これによ

り複雑な事故の解析を支援することが可能となる。まとめると以下のようになる。

(1)システムは事故解析の知識を/レールに，対象とする電力系統の構成，属性情報をフレ

ームの形にもつエキスパートシステムとして構成する。事故解析の知識として 11の

ノレールを示した。

(2)自動オシロは事故に関係する全電気所にあるわけではないc そのため，イベント発生

11頃，事故点，事故様相について可能な仮説をたて，自動オシロの記録と照合して正し
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いと判断したものを採用する。

(3)電圧，電流等アナログ情報の照合に際して仮説にもとづく故障計算を行う。この際，

どの程度の相違までを許すかという知識も必要となる。この知識として3つのルール

を示した。

(4)提案した手法を，実際に発生した異地点異相地絡事故に適用したところ，正しい解析

結果を得る見通しを得た。

(5)保護システムの検証としてのオフラインでの解析のほかに，自動オシロのデータがオ

ンラインで得られる場合は，事故発生直後の状況把握をより正確なものとすることが

できる。

以上のように，本論文では多くの有用な成果が得られたと考えるが，不十分な点や新た

に課題となった点もある。その主なものを以下に示す。

(1)パワーエレクトロニクスを適用した安定化方策において基幹系統における過酷な事故

時の安定化には，予想外に大きな容量の装置が必要となったc 対象とする事故の絞込

み，他の対策との協調，装置のコストダウン等が今後の課題である。

(2)エキスパートシステムを適用した各種の支援システムのうちオンラインの情報を入力

とし，秒あるいは分単位での支援が必要なものは，その情報をできるだけ早く取得し

推論も早くなければ人間専門家と同等以上にならない。入力情報の整備と推論の高速

化が課題である。

以上，電力の安定供給のための電力系統の運用について，安定度の向上，運転操作等の

支援の面からこれまで、行ってきた各種の理論検討，解析，試作および試験とその考察につ

いてまとめた。これらのうちいくらかでも，今後の電力系統の安定運用ならびにそのため

の研究の一助となれば幸いである。
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